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第一章 問題の所在と研究の目的  
 
Ⅰ．発達障害の定義とその支援  
 発達障害とは、杉山（2010）の定義によると、子どもの発達の途上において、
何らかの理由により、発達の特定の領域に、社会的な適応の問題を引き起こす
可能性があるものとしている。また、宮本（ 2006）は、発達障害について意見
の一致を見ている統一された定義は見られないとし、医療の場においては、発
達障害を脳の高次機能の問題を中心としてとらえるという視点から、①知能発
達の障害を中心とする知的障害、②自閉症を中心とする広汎性発達障害、③多
動などの行動の問題を中心とする注意欠陥多動性障害、④発達のある側面だけ
が特に障害されている特異的発達障害の四つを発達障害の範疇でまとめて考え
るのが、最も一般的な考え方の一つであると述べている。  
 一方、2005 年 4 月に施行された発達障害者支援法（2005）では、発達障害は、
「自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥
多動性障害その他これに類する脳機能の障害であって、その症状が通常低年齢
において発現するものとしており、発達障害を有するために日常生活または社
会生活に制限を受ける者」と定めており、知的障害は発達障害の定義から除か
れることとなった。また、発達障害児については、発達障害者のうち 18 歳未満
の者をいうと示されている。文部科学省では、国民のわかりやすさや、他省庁
との連携のしやすさ等の理由から、平成 19 年 3 月から、発達障害者支援法の定
義による「発達障害」を使用しており、学術的な発達障害と行政政策上の発達
障害とは一致しないとしている。  
文部科学省が示している主な発達障害の定義については次のとおりである。  
「学習障害（ＬＤ）とは、基本的には全般的な知的発達に遅れはないが、聞
く、話す、読む、書く、計算するまたは推論する能力のうち特定のものの習得
と使用に著しい困難を示す様々な状態を指すものであり、その原因として、中
枢神経系に何らかの機能障害があると推定されるが、視覚障害、聴覚障害、知
的障害、情緒障害などの障害や、環境的な要因が直接の原因となるものではな
いとしている」（文部科学省 ,1999）。  
「注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）とは、年齢あるいは発達に不釣り合いな
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注意力、及びまたは衝動性、多動性を特徴とする行動の障害で、社会的な活動
や学業の機能に支障をきたすものであるとし、 7 歳以前に現れ、その状態が継
続し、中枢神経系に何らかの要因による機能不全があると推定されるとしてい
る」（文部科学省 ,2008）。  
「自閉症とは、 3 歳ぐらいまでに現れ、①他人との社会的関係の形成の困難
さ、②言葉の発達の遅れ、③興味や関心が狭く特定のものにこだわることを特
徴とする行動の障害であり、中枢神経系に何らかの要因による機能不全がある
と推定されるとしている」（文部科学省 ,2008）。  
 このようなことから、発達障害者は中枢神経系の機能不全を基盤として、そ
の発達過程において行動面、学習面、対人関係面等において多くの困難さを持
ち、社会に適応することに様々な困難が予測され、早期からの支援が必要であ
ると考えられる。そのため、発達障害者支援法（2005）では、発達障害者の心
理機能の適正な発達及び円滑な社会生活の促進のために、発達障害の症状の発
現後できるだけ早期に発達支援を行うことが特に重要であるとし、早期の発
見・支援を行うことについて、国及び地方公共団体の責務を明らかにしており、
今後、地域の支援体制の整備が求められている。 
 
Ⅱ．発達障害児への早期発見・早期支援の意義と課題  
笹森・後上・久保山ら（ 2010）は、乳幼児期がことばの発達をはじめとした
コミュニケーション能力、対人関係や社会性の育ち、様々な認知面の習得等、
学校における学習や集団生活、その後の自立や社会参加の基盤を形成する時期
であると述べている。そして、彼らは、乳幼児期に適切な支援を受けられない
と、就学後の学習面や生活面に様々な困難を抱えること、また、情緒不安や不
適応行動等の二次障害が生じてしまうこともあることから、発達障害のある子
どもへの早期支援の重要性は高いと述べている。また、渥美・笹森・後上（ 2010）
は、発達障害のある子どもへの支援はできるだけ早期から開始され、生涯にわ
たって行われることが重要であり、早期から支援を行うためには、確定的な判
断・診断が困難な場合でも、「可能性のある (at risk)」場合には支援を開始す
ることが必要であるとし、彼らが提案した「発達障害支援グランドデザイン」
に、発達障害の可能性がある場合には、その子どもを支援の対象とすることを
6 
 
明記した。これらのことから、発達障害児への早期支援は、発達障害児本人の
就学後の学習面、生活面の困難さを解消または軽減することで、学校や社会で
の適応を促すこと、また、二次障害を予防する意味においても、その意義は高
いと考えられる。  
早期発見・早期支援の課題として、笹森・後上・久保山ら（ 2010）は、①幼
児期での確定診断が困難であること、②保健師、保育士が発達障害の子どもを
判断することが困難であること、③年少であればあるほど保護者がわが子の障
害を受容することが困難であること、④保健、福祉、医療、教育等の関係機関
の支援が断片的になっていること、⑤専門機関による幼稚園・保育所へのサポ
ート体制が十分に整備されていないこと、を挙げている。特に、発達障害の子
どもを持つ保護者の受容の困難さについて、辻・田畑（2006）は、早期の段階
で親が子どもの障害を認めることは難しく、このことが療育を行う上で最初の
壁になることが多いとし、早期支援のあり方として、親子を継続して支援でき
る構造があることが重要であると述べている。  
これらのことから、支援の必要な子どもの保護者に対し、早期から相談を開
始し継続的にサポートすることは、保護者が子どもの障害に対する理解を深め
ることにおいて重要であり、また、子どもに対しできるかぎり早期に療育等の
支援を開始することにおいても重要であると考えられる。そのためには、早期
発見の場の一つである、乳幼児健康診査と健康診査後のフォロー事業の役割は
大きいと考えられる。  
 
Ⅲ．発達障害児の早期発見・早期支援と乳幼児健康診査  
発達障害支援法（2005）が施行され、国・地方公共団体は早期発見のため必
要な措置を講じることとなり、市区町村では、乳幼児健康診査での早期発見へ
の留意、発達障害の疑いのある場合の継続相談の実施、医療機関等への紹介等
の取組を行うこととなった。  
子どもの発達のスクリーニングを行う場所は市区町村で行われる乳幼児健康
診査である。乳幼児健康診査は母子保健施策として 1940年に開始され、 1997年
に母子保健法改正とともに地方自治体に移管された。この母子保健法に基づい
て実施されている乳幼児健康診査は、障害のある子どもやリスクの高い子ども
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を早期に発見し療育機関に繋ぎ、早期の指導や支援を実現するうえで大きな役
割を果たしている（肥後・宇都宮，2008）。渥美・後上・笹森ら（ 2010）は、発
達障害等の発見と支援体制を整備する方策として、これら市区町村で実施され
ている1歳6カ月児健康診査や3歳児健康診査の充実を図り、育児相談等にていね
いに応じながら発達障害等の発見や支援を行うこと、健康診査後の相談やフォ
ローグループなどの支援体制を充実させること、を挙げている。  
乳幼児健康診査と健康診査後のフォロー事業を図 1-1 に示した。  
1 歳 6 カ月児健康診査や 3 歳児健康診査等の乳幼児健康診査で子どもが要観
察や要精密検査になった場合、子ども・保護者に対してフォロー事業が提供さ
れる。まず最初に、保健師等による母親等への育児相談や家庭訪問でのフォロ
ーが行われる。そして、必要な子どもに対しては心理士等による心理相談や発
達検査等が実施される。これらフォロー事業について、平林・小松（ 2011）は、
発達障害の有無に狭く限定するのではなく、親の育児支援やストレス、不適切
な育児への対応等、「育児支援」という広い枠組みで行うことが重要であり、育
児支援のニーズを広くスクリーニングし、時間をかけたフォローアップを行う
ことが必要であると述べている。また、吉岡（2008）は、リスクのある母子が
乳幼児健康診査後のフォロー体制に乗りその間に子どもに合った育児方法を学
ぶことができれば、子どもの利益に繋がると述べている。加えて、文部科学省  
図 1-1 乳幼児健康診査と健診後フォロー事業  
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中央教育審議会初等中等教育審議会の報告（ 2012）では、「乳幼児期を含め早期
からの教育相談や就学相談を行うことにより、本人・保護者に十分な情報を提
供するとともに、保護者を含め関係者が教育的ニーズと必要な支援について共
通理解を深めることにより、保護者の障害受容につなげ、その後の円滑な支援
にもつなげていくことが重要である」と、早期からの相談支援の重要性が示さ
れている。  
心理相談や発達検査等で継続的な観察及び相談が必要と判断された子どもや
育児等に深刻な悩みを抱える保護者に対してのフォロー事業として、多くの自
治体では親子教室が設置されている。河野・伊藤（ 2011）は、親子教室が集団
で行う母子を対象とした遊びの教室であり、発達障害の可能性が疑われる子ど
もの早期療育の場や子育て相談の場など、親子への援助の一つとして存在する
と述べている。また、行政としてのねらいは「母子遊びを経験する場」と「子
どもの経過観察の場」などであり、プログラムは母子遊びを中心として、楽し
みながら参加してもらうような工夫がなされているとしている。親子教室では、
母子が継続的に参加する中で、発達の課題がなくなった子どもは終了し、療育
が必要と判断された子どもには通園施設等が紹介される。  
乳幼児健康診査での発達障害の発見に関して、木村（2009）は、発達障害ス
クリーニングにおいては直接行動観察が判断の決め手になり、実施の際には必
ず乳幼児期の発達障害のケースを多数見た経験のある支援者が必要であると述
べている。また、発見後の母親への相談支援について、吉岡（ 2008）は、発達
障害の子を持つ親が、子どもの成長のプロセスが同年代の他の子と違うことに
気づき、少しずつ幻滅し、現実を受け入れていくことも自然な姿であり、支援
者はそのプロセスを共感的に見守っていかなければならないと述べている。こ
れらのことから、乳幼児健康診査やその後のフォローにおいて保健師、心理士
の役割は大きく、発見から相談支援に関わる専門家等の人的整備は重要である
と考えられる。  
全国の 168 市の乳幼児健康診査における発達障害児の早期発見・早期支援に
関する調査（笹森・後上・久保山ら ,2010）では、1 歳 6 カ月児健康診査と 3 歳
児健康診査の受診率が 90％以上と高く、心理（発達）相談の設定や言葉や精神
発達に関する検査なども多くの地方公共団体で実施されていたが、常勤の心理
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職が配置されている市は 9.0％であり、非常勤の心理職を配置している市が
59.4％であった。これらの調査結果から、笹森・後上・久保山ら（ 2010）は、1
歳 6 カ月児健康診査と 3 歳児健康診査は、発達障害のある幼児やそのリスク児
のスクリーニングの場として有効に活用できる可能性が高いが、担当する常勤
の保健師や心理職の配置が不十分であると述べている。また、早期からの相談
支援について、渥美・笹森・後上（ 2010）は、一貫性があり効率的で、発達障
害のある子どもや保護者にとって利便性の高い支援の方策を考えていく必要が
あり、各市町村は関係諸機関の連携体制・ネットワークを有効に機能するよう
に整備することが必要であると述べている。  
これらのことから、地域の早期からの相談支援体制において、専門家等の人
的な整備が必要であり、関係機関の連携体制の整備についても必要であると考
えられる。そのため、これらの課題解決の一つの方法として、各市町村の保健
センターと保育所等が連携を密にすると共に、特別支援学校が、センターとし
ての機能を活用して、障害児の相談支援の専門機関として、乳幼児健康診査や
その後のフォロー事業に関わることにより早期支援の場を整備することが考え
られる。また、保育所・幼稚園での支援の充実のため、特別支援学校の特別支
援教育コーディネーターが保護者・子どもへの教育相談を行ったり保育所・幼
稚園への巡回相談を行ったりすることも考えられる。  
 
Ⅳ．特別支援教育の概要と展開  
障害の重度・重複化や多様化、学習障害 (LD)、注意欠陥多動性障害 (ADHD)等
発達障害の子どもへの対応や早期からの教育的対応に関する要望の高まり、ノ
ーマライゼーションの進展など、国の動向を踏まえ、平成 17 年に中央教育審議
会（2005）において、「特別支援教育を推進するための制度の在り方について（答
申）」が取りまとめられた。この後、「学校教育法等の一部を改正する法律」が
平成 19 年 4 月に施行され、幼稚園、小中学校等において、教育上特別の支援を
必要とする子どもに対し、特別支援教育を行うことが位置づけられた（文部科
学省,2007）。 
特別支援教育は、21 世紀初頭に提起された我が国における障害のある子ども
の学校教育に関する新概念であり、特殊教育に替わる用語として提案・採用さ
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れた（越野，2010）。文部科学省（2007）によると、「特別支援教育とは、障害
のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するという
視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を
高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支
援を行うものである。また、特別支援教育は、これまでの特殊教育の対象の障
害だけでなく、知的な遅れのない発達障害も含めて、特別な支援を必要とする
幼児児童生徒が在籍する全ての学校において実施されるものである。さらに、
特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒への教育にとどまらず、障害の有無
やその他の個々の違いを認識しつつ様々な人々が生き生きと活躍できる共生社
会の形成の基礎となるものであり、我が国の現在及び将来の社会にとって重要
な意味を持っている。」と示されている。  
発達障害児等特別支援教育の対象となる児童生徒について、文部科学省が平
成 24 年に全国の公立の小中学校 1200 校に行った調査（文部科学省， 2012）に
よると、通常の学級で学習面または行動面で著しい困難を示す児童生徒の割合
は 6.5％であったが、学年が低いほど高率になり、小学校第 1 学年では 9.8％に
上った。  
小中学校等の特別支援教育の体制整備状況について、平成 24 年度に文部科学
省が行った調査（文部科学省，2013）では、小学校の 99.4％、中学校の 95.6％
で校内委員会が設置されており、小学校の 99.3％、中学校の 95.1％で特別支援
教育コーディネーターが指名されていた。また、小学校の 90.2％、中学校の
80.3％で個別の指導計画が作成され、小学校の 71.2％、中学校の 65.5％で個別
の教育支援計画が作成されていた。特別支援教育に関する校内研修等について
も小学校の 82.4％、中学校の 65.3％が実施されており、校内支援体制が徐々に
整備されている実態が示されている。一方、小中学校の通常の学級に在籍して
いる発達障害児等の支援の状況について、文部科学省が行った調査（文部科学
省，2012）では、学習面または行動面で著しい困難を示す児童生徒に現在支援
が実施されている割合は 55.1％であり、38.6％のケースが現在または過去いず
れの支援もなされていなかった。また、通級による指導を受けている割合は
3.9％、個別の指導計画を作成しているケースは 9.9％であり、49.9％の児童生
徒が授業時間内に教室内で個別の配慮・支援を受けておらず、特別な支援が必
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要な児童生徒が抱える状況が明らかになった。   
これらのことから、特別支援教育の体制整備は徐々に進んでいるものの、小
中学校等での特別な支援が必要な子どもへの支援が十分実施されているとは言
えず、校内の支援体制の更なる整備が求められる。そのためには、特別支援学
校の特別支援教育コーディネーターが校内委員会で助言を行ったりするなど、
幼稚園や小中学校等での支援体制整備のため、特別支援学校のセンター的機能
を活用することが考えられる。  
 
Ⅴ．特別支援学校のセンター的機能  
特別支援教育への転換による「学校教育法等の一部を改正する法律」の施行
により、養護学校は、多様な障害種に対応した特別支援学校に改められると共
に、幼稚園、小学校等の要請により、障害のある幼児、児童、生徒、教師等に
対して必要な助言または援助を行ったり、地域の実態や家庭等の要請により、
保護者等に対して教育相談を行ったりするなど、学校の専門性や施設・設備を
生かし、地域における特別支援教育のセンターとしての役割を果たすよう努め
ることとなった。「特別支援教育を推進するための制度の在り方について（答申）」
（中央教育審議会， 2005）では、特別支援学校のセンターとしての取組の具体
的内容として、①小・中学校等の教員への支援、②特別支援教育等に関する相
談・情報提供、③障害のある幼児児童生徒等への指導・支援、④福祉、医療、
労働等の関係機関等との連絡・調整、⑤小・中学校等の教員に対する研修協力、
⑥障害のある幼児児童生徒への施設設備等の提供などが挙げられている。  
 特別支援学校のセンター的機能の整備状況について、松村・大内・笹本 (2009)
が全国の特別支援学校に行った調査では、 58％の特別支援学校が学校教育計画
等にセンター的機能が位置付けられ、 70％が地域の小中学校へセンター的機能
に関するＰＲ活動等を行い、ニーズの掘り起こしを行っていた。また、石橋・
牛山・吉利(2008)が全国の知的障害養護学校に行った調査では、 65％の養護学
校が小中学校等の教員に対する研修会を開催しており、58％が小中学校等の担
任教師への助言・相談を実施していた。これらのことから、特別支援学校の校
内体制が整備されるとともに、そのセンター的機能が、小学校・中学校等にお
ける特別支援教育の浸透や特別な支援が必要な児童生徒への支援力の向上のた
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めに徐々に活用されてきていると考えられる。しかし、特別支援学校のセンタ
ー的機能を地域の特別支援教育の推進に活用するに当たっては、発達障害児等
への早期発見・早期支援の意義とそのための関係機関によるネットワ－ク作り
の重要性から、小中学校、高等学校への支援に加えて、早期からの教育相談や
保育所・幼稚園への支援等、早期からの支援に活用することも必要であると考
えられる。  
特別支援学校のセンター的機能を就学前から学齢後の支援に活用することの
利点として、以下の６点が挙げられる。①特別支援学校全体の 89％が、地域支
援部等のセンター的機能の中心となる組織を設け（松村・大内・笹本ら，2009)、
多くの学校で 1 名以上の専任の特別支援教育コーディネーターが配置されてい
る（松村，2010）ことから、地域支援を行う体制整備が進んできている。②特
別支援学校の教育要領・学習指導要領に早期からの相談のセンターとしての役
割が示されている（文部省 ,1999）ことから、法的な整備がなされている。③92％
の特別支援学校が医療・福祉・労働機関間の連携組織への参画を行っていた（松
村・澤田・大崎ら， 2010）ことから、関係機関との連携の素地ができている。
④特別支援学校が県内の全域に配置されていることから、山間地域等の市町村
への支援が可能である。⑤総合養護学校や知肢併置校が配置されたり特別支援
学校間の連携が進んだりしていることから、複数の障害の相談に対応できる。
⑥多くの特別支援学校が小学部から高等部まで設置されているため、幼少期か
ら高等学校年齢まで、発達や教育に関する相談に対応できる。  
 これらのことから、特別支援学校がセンター的機能を活用して就学前からの
支援に関わることで、複数の障害種への早期からの教育相談や継続的な相談、
相談支援機関が少ない地域での教育相談の場の確保など、地域の特別な支援が
必要な就学前の子どもへの相談機関の一つとして役割を果たす可能性があると
考えられる。  
 
Ⅵ．特別支援学校のセンター的機能を活用した早期支援の取組  
特別支援学校が実施している早期支援の取組について、笹森・後上・久保山
ら（2010）が視覚障害、聴覚障害の特別支援学校を対象に実施した調査では、
約 70％の特別支援学校で自校の幼稚部以外の乳幼児の子どもの支援を行って
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いた。支援の内容としては、子どもと保護者への教育相談、幼稚園・保育所へ
の巡回相談や研修会への講師派遣等が行われており、保健センターでの乳幼児
健康診査や健診後の親子教室等にスタッフとして入っている学校もあった。こ
の調査結果から、多くの特別支援学校では、校内体制を整備し関係機関と連携
しながら地域の特別支援教育のセンターとして早期支援の取組を行っていると
推測される。  
特別支援学校のセンター的機能を活用した早期支援の取組は、報告書等でい
くつか紹介されている。青森県立むつ養護学校は、県の方針に基づいて、学校
の教育計画の中にセンター的機能を位置づけ、学校全体で、教育相談活動、地
域の幼稚園等へのコンサルテーションを実施していた。また、「下北地区こども
発達相談連絡協議会」を発足し、下北地区における教育相談関係者が一堂に会
して情報交換を行っていた。協議会では、アンケート調査、教育相談、コンサ
ルテーションから得られた情報を基にして気になる幼児等の保育所・幼稚園で
の状況について情報を共有していた。加えてこの協議会と「就労・生活支援連
絡協議会」を組み合わさり、支援ネットワークを就学前から学齢児、卒業後と
つなげていくための仕組みになっていた（小澤,2009)。北九州市立八幡特別支
援学校の幼児教育相談では、小学校生活を想定した内容を盛り込んだ幼児の活
動（たかのすチャレンジスクール）と保護者への個別相談を並行して実施して
いた。「たかのすチャレンジスクール」では、学習面、集団参加、生活面の 3
つの観点を基にプログラムを構成し、特別な支援が必要な子どもに対し、幼児
期から就学期への効果的な移行支援を行っていた（枝連,2012)。東京都立あき
る野学園は、あきる野市と共催し、幼児対象の直接支援「幼児教室」を行って
いた。「幼児教室」は、就学への円滑な移行、保護者の理解、保育所・幼稚園の
職員のスキルアップを目的に 6 名の対象幼児に 90 分のプログラムを実施し、就
学移行期に効果的な役割を果たしていた（桑原，2012）。これら三つの特別支援
学校の取組は、それぞれが特色のあるものであり、地域の実態に合わせニーズ
に対応しながら就学前の子どもへの支援を行っていた。  
以上のことから、特別支援学校が実施している特別な支援が必要な就学前の
子どもへの相談支援の取り組みは徐々に増加していると推測できる。しかし、
特別支援学校が行っている支援について、その実態を明らかにした全国的な規
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模の調査は見られない。また、各特別支援学校が行っている取組について地域
の関係機関との連携の在り方や地域の早期支援への参画・協働の在り方につい
て検討を行った研究も見られない。  
 
Ⅶ．研究の目的  
 本研究では、特別支援学校がそのセンターとしての機能を活かし、地域の関
係機関と連携しながら発達障害等の子どもの早期からの支援を行う在り方を探
ることとした。  
 研究全体の関係図を図 1-2 に示した。第一に、特別支援学校が行っている就
学前の子ども・保護者、保育所、幼稚園への支援の状況、保健機関、療育機関
との連携の状況について、全国調査により明らかにする。第二に、全国の早期
支援に係る取組を行っている特別支援学校を調査して特別支援学校の地域支援
図 1－ 2 研究全体の関係図  
の在り方を検討する。第三に特別支援学校が実際に行っている実践について、
地域の早期からの支援についての効果と課題を検討する。具体的には、①幼稚
15 
 
園、小中学校等へのコンサルテーション、②特別支援学校が作成した支援ツー
ル、③特別支援学校と保健・福祉機関が連携・構築した早期支援システム、④
特別支援学校と保健・福祉機関が作成したサポートファイル、についてその効
果の検討を行う。そして第四に、特別支援学校と関係機関が連携した早期支援
モデルの作成を試みることとする。  
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第二章 全国の特別支援学校のセンター的機能を活用した特別な支援が必要な
子どもの早期支援に関する実態調査  
 
研究Ⅰ 全国の特別支援学校の早期支援に関する質問紙調査  
 
Ⅰ．はじめに  
特別支援教育の展開により、特別支援学校では、関係機関と連携しながら校
内体制を整備し、地域の特別支援教育のセンターとしての機能を発揮し始めて
いる。特別支援学校が、センターとしての機能を活用して、早期支援にかかわ
ることで期待されることとして、早期からの教育相談や継続的な相談、相談支
援機関が少ない地域での教育相談の場の確保、保育所・幼稚園への巡回による
相談支援の充実、保健機関・療育機関と連携した早期支援体制の構築などが考
えられる。そして、地域の早期からの相談支援体制における専門家等の人的な
整備や保育所・幼稚園での支援の充実がもとめられていることから、センター
機能の一つとして、早期からの教育相談や保育所・幼稚園への巡回による相談
等、就学前の子どもへの支援についての取組が徐々に進められている。特別支
援学校が実際に行っている早期支援の取組については第一章で紹介したように
地域の実態や特別支援学校の校内体制の整備状況に応じて各学校で創意工夫を
しながら行われていると推測される。しかし、特別支援学校が行っている地域
の就学前の子ども・保護者、保育所・幼稚園への相談支援、保健機関や療育機
関等との連携等、早期支援の取組についてその実態は明らかになっていない。  
そのため、本研究では、全国の特別支援学校に調査を行い、特別支援学校が
そのセンターとしての機能を活かし、市町村保健センター、療育機関とどのよ
うに連携しているのか、地域に在住する就学前の子どもの早期発見・早期支援
にどのように関与しているのかを明らかにするとともに、特別支援学校が早期
支援に関わる意義について検討することを試みた。  
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Ⅱ．方法  
１．調査対象  
調査対象は、平成 23 年度全国特別支援学校実態調査に記載されている全国特
別支援学校肢体不自由・知的障害・病弱教育校長会所属の都道府県立、市立、
区立特別支援学校の全て (738 校)とした。視覚障害及び聴覚障害単独の特別支
援学校については、従前から教育相談等の地域支援を行っているため、本調査
の対象から除外した。また、国立及び私立特別支援学校については、本調査の
目的が地域支援・地域の関係機関との連携の状況を明らかにするということか
ら、対象から除外した。  
 
２．調査期間及び調査手続き  
本調査の調査期間は、平成 24 年 7 月下旬～ 8 月下旬であった。郵送法による
質問紙調査を実施した。学校名・記入者名は無記名で行い、返信用封筒を同封
し回収した。  
 
３．回収数と回収率  
回収数は 503 箇所で、回収率は 68.2％であった。  
 
４．質問紙調査の内容と整理の仕方  
調査内容を表 2-1 に示した。  
質問紙は、15 項目（選択肢 12 項目、自由記述 3 項目）で構成した。各項目
結果については、数と割合を表に示し、分析・検討を行った。自由記述の結果
については、回答の内容を代表する言葉を、筆者を含む複数名協議によりキー
ワードにしてまとめ、それを分類した。  
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表 2-1 質問紙調査の内容 
 
 
 
 
NO 質問項目 備考
① 貴校では、どのような地域支援（就学前に限りません）を行ってい
ますか。
・選択肢（複数回答可）と「その他」の自由記述欄
② 就学前の乳幼児の来校相談（特別支援学校の相談室等にきてもら
う）を行っていますか。
・選択肢（2件法）
③ どのような相談支援をしていますか。 ・選択肢（複数回答可）と「その他」の自由記述欄
・②の質問で「行っている」を選択したものが回答する
④ 貴校の保育所、幼稚園への巡回による相談・支援の状況をお聞かせ
ください。
・選択肢
⑤ どのような相談支援をしていますか。 ・選択肢（複数回答可）と「その他」の自由記述欄
・④の質問で「年間に30回以上行っている」「年間に16～
29回行っている」「年間6～15回行っている」を選択した
ものが回答する
⑥ 貴校の保育所、幼稚園への巡回による相談・支援を始めた経緯、
行っている理由をお聞かせください。
・自由記述
⑦ 理由をお聞かせください。 ・選択肢（複数回答可）と「その他」の自由記述欄
・④の質問で「行ってはいるが、年間5回以下である」
「まったく行っていない」を選択したものが回答する
⑧ 支援地域の市区町村保健センター等（乳幼児健診等の母子保健業務
を行っている機関）と連携していますか。
・選択肢（2件法）
⑨ どのような連携をしていますか。 ・選択肢（複数回答可）と「その他」の自由記述欄
・⑧の質問で「行っている」を選択したものが回答する
⑩ 支援地域に療育機関（療育センター、発達支援事業　等）はありま
すか。
・選択肢（2件法）
⑪ 支援地域の療育機関（療育センター、発達支援事業　等）と連携し
ていますか。
・選択肢（2件法）
・⑩の質問で「ある」を選択したものが回答する
⑫ どのような連携をしていますか。 ・選択肢（複数回答可）と「その他」の自由記述欄
・⑪の質問で「連携している」を選択したものが回答する
⑬ 特別な支援が必要な就学前の子どもための連携会議に参加していま
すか。
・選択肢（2件法）
⑭ 参加している会議の名称をお書きください。 ・自由記述
⑮ 特別支援学校が、特別な支援が必要な子どもの早期支援に関わる意
義等について、自由にご意見をお聞かせ下さい。
・自由記述
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５．特別支援学校の障害種別  
回答のあった特別支援学校の障害種別の数と割合を表 2-2 に示した。  
 
表 2-2 回答のあった特別支援学校の障害種別の数と割合  
 
 
 
６．回答者  
質問紙の記入者（複数の役職を含む）は管理職が 54 人(10.7％）、特別支援教
育コーディネーターが 366人(72.8％）、地域支援に関する部主任 152人(30.2％）、
教務主任 16 人(3.2％）、その他（教育相談担当 6 人、学部主任 3 人、教育支援
部職員 1 人など） 19 人(3.8％）、未記入が 4 人(0.8％)であった。  
 
Ⅲ．結果  
１．地域支援の状況について  
 「貴校では、どのような地域支援（就学前に限りません）を行っていますか
（複数回答可）」に対する回答結果を表 2-3 に示した。  
 
 
 
 
 
障害種別 学校数（割合）
知的障害を主とする 259　(51.5%)　
肢体不自由を主とする 90　(17.9%)　
病弱を主とする 42　( 8.3%)　
知的障害・肢体不自由　併設 66　(13.1%)　
知的障害・病弱　併設 6　( 1.2%)　
知的障害・聴覚障害　併設 4　( 0.8%)　
肢体不自由・病弱　併設 12　( 2.4%)　
3障害種以上の総合型 19  ( 3.8%)　
未記入 5  ( 1.0%)　
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表 2-3 問 1「貴校では、どのような地域支援（就学前に限りません）を行っていますか」
に対する回答結果  
 
 
ほとんどの特別支援学校（ 484 校、96.2％）が、「地域の本人・保護者・教師
等への教育相談・就学相談」を実施していた。「研修会への講師派遣への参加」
「学校園所への巡回による相談・支援」を行っている特別支援学校はそれぞれ
450 校(89.5％)、417 校(82.9％)あった。心理検査等により子どものアセスメン
トを行っている特別支援学校は、343 校(68.2％)であった。その他の回答では、
「保健、福祉機関の相談支援業務への協力」6 校、「学校施設の開放」4 校、「授
業等の体験実習」「療育教室の実施」「地域の学校での出前授業」が 3 校などで
あった。  
 
２．就学前の乳幼児の来校相談の状況について  
「就学前の乳幼児の来校相談（特別支援学校の相談室等にきてもらう）を行
っていますか」に対する回答では、「行っている」は 369 校(73.4％)、「行って
いない」は 127 校（ 25.2％）であった。未記入は 7 校（1.4％）であった。  
就学前の乳幼児の来校相談で、「どのような相談支援をしていますか」に対す
る回答結果を 2-4 に示した。  
 
 
回答 学校数（割合）
地域の本人・保護者・教師等への教育相談・就学相談 484 (96.2%)　
関係機関による連絡協議会等への参加 467 (92.8%)　
研修会への講師派遣 450 (89.5%)　
学校園所への巡回による相談・支援 417 (82.9%)　
福祉、医療、労働等の関係機関との連絡・調整 412 (81.9%)　
教材・教具の紹介や貸し出し 377 (75.0%)　
地域向けの研修会の企画・実施 375 (74.6%)　
アセスメントの実施(授業参観、WISC-Ⅲ・Ⅳ、新版Ｋ式検査実施等) 343 (68.2%)　
特別支援教育に関する情報発信(支援だより、指導事例、用語解説等) 238 (47.3%)　
その他 44 ( 8.7%)　
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表 2-4 問３「どのような相談支援をしていますか」に対する回答結果  
 
 
「特別支援学校への就学に関する相談」を行っている学校は 353 校(70.2％)
で一番多かった。半数（ 252 校、50.1％）の特別支援学校が「保護者への子育
て等の教育相談」を行っており、約 3 分の 1(35・8％)が、担当保育士等への助
言を行っていた。「発達検査の実施・解釈」を行っている特別支援学校は 107
校(21.3％)であった。その他の回答では、「幼児に対する直接指導」 3 校、「幼
児教室の実施」 2 校などであった。  
  
３．保育所、幼稚園への巡回による相談・支援の状況について  
「貴校の保育所、幼稚園への巡回による相談・支援の状況をお聞かせくださ
い」に対する回答結果を表 2-5 に示した。  
「行っているが、年間 5 回以下である」と回答した特別支援学校が 150 校
(29.8％)と一番多く、「まったく行っていない」と回答した特別支援学校も 135
校(26.8％)あった。一方、「年間に 30 回以上行っている」と回答した特別支援
学校が 62 校(12.3％)あり、「年間に 16～29 回行っている」と回答した特別支援
学校も 49 校(9.7％ )あった。  
 
 
回答 学校数（割合）
特別支援学校への就学に関する相談 353 (70.2%) 
保護者への子育て等の教育相談 252 (50.1%) 
担任保育士等への助言 180 (35.8%) 
他機関の紹介 166 (33.0%) 
子どもの相談室での様子の観察 143 (28.4%) 
発達検査等の実施・解釈 107 (21.3%) 
その他 20 ( 4.0%) 
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表 2-5 問 4「貴校の保育所、幼稚園への巡回による相談・支援の状況をお聞かせくださ
い」に対する回答結果  
 
「どのような相談支援をしていますか」（表 2-5 の質問で「年間 30 回以上行
っている」「年間 16～29 回行っている」「年間 6～15 回行っている」を選択した
者のみが回答の対象）に対する回答結果を表 2-6 に示した。  
 
表 2-6 問 5「どのような相談支援をしていますか」に対する回答結果  
 
 
「保育場面での子どもの観察」が 209 校(41.6％)、「担任等への保育等に関す
る助言」が 207 校(41.2％)あり、年間 6 回以上行っている特別支援学校 (211 校)
のほとんどを占めた。保育所・幼稚園を訪問して、「保護者への相談」を行って
回答 学校数（割合）
保育場面での子どもの観察 209 (41.6%)　
担任等への保育等に関する助言 207 (41.2%)　
特別支援学校への就学に関する相談 148 (29.4%)　
保護者への相談 136 (27.0%)　
研修会での講師 133 (26.4%)　
小学校に入学する子どもの特別支援学級入級等に関する相談 130 (25.8%)　
発達検査等の実施・解釈 75 (14.9%)　
園内委員会での助言 67 (13.3%)　
研究授業等への助言 27 ( 5.4%)　
その他 6 ( 1.2%)　
無回答 2 ( 0.4%)　
回答 学校数（割合）
年間に30回以上行っている 62 (12.3%)　
年間に16～29回行っている 49 ( 9.7%)　
年間6～15回行っている 100 (19.9%)　
行ってはいるが、年間5回以下である 150 (29.8%)　
まったく行っていない 135 (26.8%)　
未記入 7 ( 1.4%)　
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いる特別支援学校は 136 校(27.0％)あった。「発達検査等の実施・解釈」を行っ
ている特別支援学校が 75 校(14.9％)あった。  
 「貴校の保育所、幼稚園への巡回による相談・支援を始めた経緯、行ってい
る理由をお聞かせください」に対する回答のキーワードを表 2-7 に示した。  
 
表 2-7 問 6「貴校の保育所、幼稚園への巡回による相談・支援を始めた経緯、行ってい
る理由をお聞かせください」に対する回答結果  
 
 
「市障害児保育巡回指導への相談員派遣依頼を受けて行った」「市の自立支援
協議会の活動の一環として、指導主事や保健師と一緒に巡回を始めた」など、
「市町からの依頼により」相談・支援を行っているとの回答が、103 校(20.5％)
あり、「県の特別支援教育総合派遣事業の指定により巡回相談を実施した」など
「国または県の事業により」との回答は、76 校(15.1%)あった。「地域のセンタ
ーとして役割を発揮するため」「センター的役割の一つとして」「センター的機
能の一環として」など、「地域の特別支援教育のセンターとしての役割として」
の回答が 95 校（18.9%）からあった。「幼児の在籍する保育所・幼稚園からのニ
ーズが高まったので実施している」など「幼稚園・保育所からの要請（ニーズ）
から」の回答が 87 校(17.3%)あった。  
「理由をお聞かせください」（表 2-5 の質問で「行ってはいるが、年間 5 回以
下である」「まったく行っていない」を選択した者のみが回答の対象）に対する
回答結果を表 2-8 に示した。  
 
 
回答 学校数（割合）
市町からの依頼・連携により 103 (20.5%)　
地域の特別支援教育のセンターとしての役割として 95 (18.9%)　
幼稚園・保育所からの要請(ニーズ)から 87 (17.3%)　
国または県の事業により 76 (15.1%)　
早期支援の重要性から 38 ( 7.6%)　
保護者からのニーズがあったため 16 ( 3.2%)　
入学予定者の支援継続のため 4 ( 0.8%)　
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表 2-8 問 7「理由をお聞かせください」に対する回答結果  
 
 
「保育所・幼稚園からの要請がない (少ない )から」が 197 校(39.2％)であり、
一番多かった。「他機関（大学、療育センター等）の巡回相談が十分に機能して
いるから」の回答は 84 校(16.7％)あった。「自校では保育所・幼稚園は支援の
対象にしていないから」と回答した特別支援学校は 22 校(4.4%)であった。「小
学校・中学校からの支援要請が多く、保育所・幼稚園の支援に行きにくい現状
があるから」「幼児のアセスメントをしたり、保育士への助言を行ったりするな
ど、就学前の子どもに関する専門性のある職員が校内にいないから」の回答を
行った特別支援学校はそれぞれ 13 校(2.6%)、12 校(2.4%)であった。  
 
 
４．市区町村保健センターとの連携の状況について  
 「地域の市区町村保健センター等（乳幼児健診等の母子保健業務を行ってい
る機関）と連携していますか」の問いに対して、「連携している」と回答した学
回答 学校数（割合）
保育所・幼稚園からの要請がない（少ない）から 197 (39.2%)　
他機関（大学、療育センター等）の巡回相談が十分に機能し
ているから
84 (16.7%)　
自校では保育所・幼稚園は支援の対象としていないから 22 ( 4.4%)　
小学校・中学校からの支援要請が多く、保育所・幼稚園の支
援に行きにくい現状があるから
13 ( 2.6%)　
幼児のアセスメントをしたり、保育士への助言を行ったりす
るなど、就学前の子どもに関する専門性のある職員が校内に
いないから
12 ( 2.4%)　
巡回等に出かける旅費がない(少ない)ため、保育所・幼稚園
の支援に行きにくい現状があるから
12 ( 2.4%)　
自校の校内支援の要請が多く、保育所・幼稚園の支援に行き
にくい現状があるから
10 ( 2.0%)　
その他 46 ( 9.1%)　
無回答 19 ( 3.8%)　
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校園が 237 校（47.1％）あった。「連携していない」の回答が 250 校（49.7％）
あり、「未記入」が 16 校（3.1％）あった。  
 「どのような連携をしていますか（複数回答可）」の問いに対する回答結果を
表 2-9 に示した。  
 
表 2-9 問 9「どのような連携をしていますか」に対する回答結果  
 
 
「保健センター主催の保護者研修会や関係者向け研修会等への講師派遣」が
77 校（15.3％）で一番多かった。「健診で要観察になった子どもの保護者への
相談」を行っている学校が 72 校（14.3％）あり、「健診で要観察になった子ど
も対象の親子教室への参加」を行っている学校が 51 校（10.1％）あった。「１
歳６カ月健診、３歳児健診等での子どもの観察や保護者への相談」を行ってい
る学校は 33 校（6.6％）であった。「校内の幼児児童生徒の予防接種等、健康に
関する情報交換」を行っている学校は 19 校（3.8％）と少なかった。その他の
自由記述では、「連絡会・検討会・ケース会議での保健師との情報交換」の記述
が 34 校（6.8％）からあった。「電話などによる担当者間の情報交換」が 16 校
（3.2％）、「幼稚園・保育園の巡回相談に同行しての情報共有」「相談会（発達、
療育、5 歳児）への協力」がそれぞれ 14 校（2.8％）あった。  
 
 
 
 
 
回答 学校数（割合）
保健センター主催の保護者研修会や関係者向け研修会等への講師派遣 77 (15.3%)　
健診で要観察になった子どもの保護者への相談 72 (14.3%)　
健診で要観察になった子ども対象の親子教室への参加 51 (10.1%)　
発達検査等の実施・解釈 41 ( 8.2%)　
１歳６か月健診、３歳児健診等での子どもの観察や保護者への相談 33 ( 6.6%)　
校内の幼児児童生徒の予防接種等、健康に関する情報交換 19 ( 3.8%)　
その他 108 (21.5%)　
27 
 
５．療育機関との連携の状況について  
「支援地域に療育機関（療育センター、発達支援事業  等）はありますか」
の問いに対して、「ある」と答えた学校は 436 校（86，7％）、「ない」と答えた
学校は 54 校（10.7％）であった。13 校（2.6％）は未記入であった。  
支援地域に療育機関があると答えた学校への「支援地域の療育機関（療育セ
ンター、発達支援事業  等）と連携していますか」の問いに対して、「連携して
いる」と答えた学校は 380 校（75.5％）であり、「連携していない」と回答した
学校は 56 校（11.1％）であった。  
「どのような連携をしていますか」の問いに対する回答結果を表 2-10 に示し
た。 
 
表 2-10  問 12「どのような連携をしていますか」に対する回答結果  
 
 
「在籍幼児児童生徒の障害の状態や、指導・支援に関する情報交換」が 302
校（60.0％）で一番多かった。「研修等に関する連携・協力」が 208 校（41.4％）
あった。「在籍以外の子どもの障害の状態や、指導・支援に関する情報交換」を
行っている学校は 141 校（28.0％）あり、「療育等への参加協力」を行っている
学校が 65 校（12.9％）あった。その他の回答では、「連携会議、ケース（支援）
会議への参加」が 10 校（2.0％）、「巡回相談に同行しての情報共有」が 4 校(0.8%)
「学校見学等の案内の提供」が 3 校(0.6%)あった。  
 
 
回答 学校数（割合）
在籍幼児児童生徒の障害の状態や、指導・支援に関する情報交換 302 (60.0%)　
研修等に関する連携・協力 208 (41.4%)　
特別支援学校への就学にあたっての支援計画等の引き継ぎ 192 (38.2%)　
在籍以外の子どもの障害の状態や、指導・支援に関する情報交換 141 (28.0%)　
運営会議等への参加 93 (18.5%)　
療育等への参加協力 65 (12.9%)　
その他 28 ( 5.6%)　
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６．特別な支援が必要な就学前の子どもための連携会議への参加の状況につい
て 
「特別な支援が必要な就学前の子どもための連携会議に参加していますか」
に対して、「参加している」と答えた学校は 249 校（49.5％）であり、「参加し
ていない」と回答した学校は 236 校（46.9％）であった。未記入が 18 校（3.6％）
あった。  
「参加している」と回答した学校が参加している会議をキーワード別に分類
し、表 2-11 に示した。  
 
表 2-11 問 14「参加している会議の名称をお書きください」に対する回答結果  
 
 
「Ａ市自立支援協議会こども部会」等、「自立支援協議会の部会」に参加して
いる学校が 135 校（ 26.8％）あった。「Ｂ地区特別支援連携協議会」「Ｃ市発達
障害等支援連携会議」等「特別支援・発達支援・療育支援に関する連携会議」
に参加している学校が 81 校（16.2％）あった。「Ｄ市就学相談会」「Ｅ市療育相
談会」等「発達・教育・就学に関する相談会」に散開している学校が 21 校（4.2％）
あった。「Ｆ町育児支援検討会」等「子育て支援に関する会議」に参加している
学校も 7 校(1.4%)あった。 
回答 学校数（割合）
自立支援協議会の部会 135 (26.8%)　
特別支援・発達支援・療育支援に関する連携会議 81 (16.1%)　
就学指導・支援に関する会議 25 ( 5.0%)　
支援ネットワークに関する連絡会 22 ( 4.4%)　
発達・教育・就学に関する相談会 21 ( 4.2%)　
ケースに関する会議、情報交換会 12 ( 2.4%)　
子育て支援に関する会議 7 ( 1.4%)　
幼保小連絡会議 5 ( 1.0%)　
幼児教育支援の関する会議 5 ( 1.0%)　
特別支援教育チーム会議 5 ( 1.0%)　
要保護児童対策協議会部会 4 ( 0.8%)　
移行支援会関する会議 4 ( 0.8%)　
その他 13 ( 2.6%)　
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７．特別支援学校が、特別な支援が必要な子どもの早期支援に関わる意義等に
ついて  
「特別支援学校が、特別な支援が必要な子どもの早期支援に関わる意義等に
ついて自由に意見をお聞かせください」に対する自由記述の結果を、キーワー
ド別に分類し、表 2-12 に示した。  
 
表 2-12 問 15「特別支援学校が、特別な支援が必要な子どもの早期支援に関わる意義等
について自由に意見をお聞かせください」に対する回答のキーワード  
 
 
「特別支援学校で培ったノウハウを生かしながら、子どもを正しく理解し、
担任や保護者を早期からサポートしていくことは、特別支援教育の理念に通じ
る」「幼児の子育てに困っている人に特別支援のノウハウを伝えることは。養育
者にとっても子どもにとっても、とてもメリットがある」等、「特別支援学校の
専門的なノウハウの提供」に関する意見が 82 校(16.3％)あり一番多かった。  
「早期から実態把握を行いながら、支援が必要な子どもの発達や特性を理解
していくことが支援の充実につながる」「特別な支援の必要な子どもの早期支援
回答 学校数（割合）
特別支援学校の専門的なノウハウ等の提供 82 (16.3%)　
早期支援の重要性 74 (14.7%)　
関係機関との連携・協働の重要性 74 (14.7%)　
保護者への支援 69 (13.7%)　
子どもの困っていることの軽減・自己肯定感の維持・二次障害の予防 58 (11.5%)　
ライフステージを見通した指導・支援方法の提供 48 ( 9.5%)　
小学校・中学校へのスムーズな移行のための支援 36 ( 7.2%)　
適正就学への支援 33 ( 6.6%)　
特別支援教育や障害等に関する情報提供・理解啓発 32 ( 6.4%)　
子どもの日常生活力の向上や社会自立に向けた支援 26 ( 5.2%)　
保育所・幼稚園での支援の重要性 25 ( 5.0%)　
地域支援担当者の専門性の向上や担当者の増員等の必要性 17 ( 3.4%)　
特別支援学校への就学に向けた支援 13 ( 2.6%)　
特別支援学校に相談することへの抵抗の大きさや認知度の低さ 6 ( 1.4%)　
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に関わることで、子どもに関わる人を支え、その結果、子どもへの理解や支援
も深まる」等、「早期支援の重要性」に関する意見が 74 校(14.7％ )からあった。 
「専門的な知識と経験を持つ特別支援教育コーディネーターが、他機関と連
携・協働することで、本人支援・家族支援に寄与することができる」「今後のイ
ンクルーシブ教育に向けて、保健・福祉と教育が連携した体制整備を早急に進
めていくことが必要である」等、「関係機関との連携・協働の重要性」に関する
意見が 74 校(14.7％)あった。  
「保護者と子育ての悩みを共有し、支援内容を一緒に考えることが、子ども
の受容と成長に繋がる。」「保護者にとって、気軽に相談できる機関として、特
別支援学校の存在意義は大きい。」等、「保護者への支援」に関する意見が 69
校(13.7％)あった。  
また、「特別支援学校が持つ専門性を活かし、支援のポイント等を伝えていく
ことで、二次障害に陥る子どもたちが少なくなる」「二次的な障害が生じる前に、
特別支援学校の専門性を活かした支援を通して、本人の困り、周囲の不安や負
担感の軽減ができる」等、「子どもの困っていることの軽減・自己肯定感の維持・
二次障害の予防」に関する意見が 58 校(11.5％)あり、「多様な実態の子どもの
小学部入学から高等部卒業後の生活に関わっているので、将来を含めた観点か
らの情報提供や相談ができる」「個々の子どもたちのケースを縦断的な視点で検
討することができる」等、「ライフステージを見通した指導・支援方法の提供」
に関する意見が 48 校(9.5％)からあった。  
移行支援や就学に関しては、「小学校・中学校へのスムーズな移行のための支
援」が 36 校(7.2％ )、「適正就学への支援」が 33 校(6.6％)あった。   
一方、特別支援学校が早期支援に関わる上での課題としては、「役割を果たす
ことのできる専門性を備えることが、特別支援教育コーディネーターには必要
である」「専任が１人では対応の限界がある」「現状では地域支援担当者の過重
負担で成立しており、人員の配置が必要である」等、「地域支援担当者の専門性
の向上や担当者の増員等の必要性」に関する意見が 17 校（3.4％）からあった。
また、「特別支援学校は、保護者にとって特別なところであり、気軽に相談に行
ける場所ではない」等「特別支援学校に相談することへの抵抗の大きさと認知
度の低さ」に関する意見が 6 校(1.4％)からあった。  
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Ⅳ．考察  
１．特別支援学校のセンター的機能の状況  
本調査結果から、ほとんどの特別支援学校が、地域の本人・保護者・教師等
への教育相談（ 96.2％）、研修会への講師派遣（ 89.5％）等を実施しており、保
育所、幼稚園、小中学校、高等学校への巡回による相談・支援についても 80％
以上の学校が実施していた。また、連絡協議会への参加（ 92.8％）や関係機関
との連絡調整（ 81.9％）など関係機関との連携についても多くの特別支援学校
で行われており、松村・澤田・大崎ら（2010）の調査結果「他機関との連携」
の 68％を上回った。「療育教室の実施」「地域の学校での出前授業」など特色あ
る取組を行っている学校も見られ、特別支援学校において地域のセンターとし
ての活動が進んできている実態が示された。特別支援学校の特色のある取組に
ついては第三章で紹介する。  
 
２．就学前の乳幼児への来校による相談支援の状況  
調査結果から、 70％以上の特別支援学校で就学前の乳幼児の来校相談を行っ
ており、笹森・後上・久保山ら（2010）の自校の幼稚部以外の乳幼児期の子ど
もの支援を行っている学校の割合（ 69％）を超えていた。しかし、相談内容と
して、特別支援学校への就学に関する相談が 70％で一番多く，半数の特別支援
学校で保護者へ子育て等の教育相談を行っていたが、担任保育士等への助言を
行っていた特別支援学校は約 3 分の 1 であった。このことは、多くの特別支援
学校では地域の就学前の子どもへ、自校への就学以外の相談を行っていないこ
とを示している。松村・大内・笹本ら（2008）の調査では、センター的機能を
行う専任の教員を配置していない学校が 42％あり、複数の専任教員を配置して
いる学校は 30％であった。また、井坂・佐々木・池谷（ 2012）の調査では、発
達障害を支援する上での特別支援学校のセンター的機能の課題として、「専門性
の向上」に関する言及が知的障害特別支援学校 62.9％、肢体不自由特別支援学
校 59.2％等から挙げられ、一番多かった。これらの調査結果から、就学前の子
どもを含めた発達障害等の様々な相談に対応するためには、特別支援学校での
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人的配置が不十分であり専門性が不足していると推測されるが、今後さらなる
調査・分析が必要である。  
一方、幼児への発達検査の実施や解釈を行っている特別支援学校が 20％以上
あること、幼児に対して療育教室などの直接指導を行っている特別支援学校が
あることなどから、一部の特別支援学校では、その専門性を活かした取り組み
が進められていることも推測される。  
 
３．保育所・幼稚園への支援の状況  
調査結果から、半数以上の特別支援学校が保育所・幼稚園の巡回による相談
をほとんど行っていなかった。全く行っていない学校と年間 5 回以下の学校を
加えると 55％以上の学校が保育所・幼稚園への巡回相談を行っていなかった。
一方、20％以上の特別支援学校は年間 16 回以上巡回相談を行っており、学校間
の格差が明らかになった。  
相談内容については、保育場面での子どもの観察と担任等への保育等に関す
る助言が、年間 6 回以上行っている特別支援学校 (211 校)のほとんどを占めた。
27％の特別支援学校が保育所・幼稚園を訪問して保護者へ相談を行い、約 15％
の特別支援学校が発達検査の実施、解釈を実施しており、少数ではあるが就学
前の子どもへの相談支援の専門機関としての活動を行っている特別支援学校が
あることが示された。  
保育所、幼稚園への巡回による相談・支援について、国・県の事業や市町の
関係機関からの依頼によって始めた特別支援学校が約 35％あり、地域の特別支
援教育のセンターとしての役割として始めた特別支援学校が約 20％、幼稚園・
保育所のニーズによって始めた特別支援学校が約 17％あった。このことは、特
別支援学校による巡回相談が、①幼稚園・保育所のニーズの高まり、②行政の
働きかけ、③特別支援学校側のセンター的機能への意識の高まりの、主たる 3
つの要素により実施されていると推測できる。  
保育所、幼稚園への巡回相談をほとんど行っていない学校の大半が、保育所・
幼稚園からの要請がないことを理由に挙げていた。また、他機関の巡回相談が
十分に機能しているから行っていないという回答も多かった。一方、安塚・京
林（2007）らが幼稚園・保育所に行った調査では、特別支援学校に望む支援と
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して、64％が巡回相談を希望し、 76％が指導方法へのアドバイスを希望してい
た。これらのことから、巡回相談に対して保育所、幼稚園側のニーズはあるも
のの、特別支援学校のセンター的機能に関する情報が、保育所、幼稚園に伝わ
っていないことも推測できる。  
保育所・幼稚園は支援の対象にしていないと回答した特別支援学校が 5％近
くあったことは、学習指導要領に幼稚園等への支援が明記されていることから、
特別支援学校を管轄する教育委員会の指導面での課題にもなる。校内の子ども
への支援要請や小・中学校からの要請の多さ、校内に専門性のある職員がいな
いことが、幼稚園・保育所へ行きにくい大きな理由ではないということも本調
査結果で示された。  
 
４．市区町村保健センターとの連携の状況について  
調査結果から、特別支援学校の約半数 (47.1％)が市区町村保健センター等と
連携を行っていた。乳幼児健康診査への参加が約 7％、要観察児の保護者への
相談が約 14％、親子教室への参加が約 10％であり、数は多くないものの特別支
援学校のコーディネーター等が、発達障害等の早期発見、早期支援に関係の深
い、乳幼児健康診査とその後のフォロー事業への協力を行っていることが明ら
かになった。また、自由記述から、連絡会や電話等での担当者間の情報交換に
ついても約 10％学校が行っており、早期支援に係る特別支援学校と保健センタ
ーの連携・協働が、地域の状況に対応しながら徐々に進められていると推測さ
れる。  
 
５．療育機関との連携の状況について  
特別支援学校の 4 分の 3 が療育機関と連携し、半数以上の特別支援学校が在
籍幼児児童生徒に関する情報交換を行われていた。しかし、特別支援学校学習
指導要領で、個別の教育支援計画の作成が義務づけられ、「医療・保健・福祉等
の業務を行う関係機関との連携を図り、長期的な視点で幼児児童生徒への教育
的支援を行う」（文部科学省，2009）と明記されていることから考えると十分と
は言えず、療育機関との連携について今後さらなる調査・検討が必要と考えら
れる。一方、在籍以外の子どもに関する情報交換を行っている特別支援学校が
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約 3 割あり、療育等への参加協力を行っている学校が 1 割以上あったことは、
数は多くないものの地域の就学前の子どものために療育機関との連携を進めて
いる特別支援学校が一定の割合で存在していることを示している。  
 
６．特別な支援が必要な就学前の子どもための連携会議への参加の状況につい
て 
特別な支援が必要な就学前の子どもための連携会議に参加している特別支援
学校は約半分であり、自立支援協議会の部会、特別支援・発達支援・療育支援
に関する連携会議だけでなく、発達・教育・就学に関する相談会や子育て支援
の会議等、地域の実態に応じ、様々な会議に参加しており、地域の保健・福祉
機関が中心となり進められている機関連携に、多くの特別支援学校が参加して
いることが明らかになった。  
 
７．特別支援学校が、特別な支援が必要な子どもの早期支援に関わる意義等に
ついて  
特別支援教育コーディネーターが、特別支援学校が早期支援に関わる意義と
して主に挙げているのは、「特別支援学校の専門的なノウハウの提供」、「早期支
援の重要性」「関係機関との連携・協働の重要性」「保護者への支援」「子どもの
困ったことの軽減、二次障害の予防」「ライフステージを見通した指導・支援方
法の提供」であった。  
「特別支援学校の専門的なノウハウの提供」に関する意見が一番多かったこ
とは、「特別支援学校が、教育上の高い専門性を生かしながら地域の小・中学校
を積極的に支援していくことが求められている」という中央教育審議会答申の
内容と一致しており、「関係機関との連携・協働の重要性」についても、同答申
にセンター的機能の具体的内容の一つとして「福祉・医療・労働等との連絡・
調整機能」として挙げられており、本調査結果を裏付けている（文部科学省中
央教育審議会， 2005）。また、「ライフステージを見通した指導・支援方法の提
供」に関する意見が約 10％あったことは、小学部（幼稚部）年齢から高等部年
齢の子どもを教育している特別支援学校の利点を生かした支援であるからと考
えられる。  
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一方、特別支援学校が早期支援に関わる上での課題として、コーディネータ
ーの専門性、人的配置の必要性が挙げられた。文部科学省中央教育審議会（2012）
の報告においても、今後、特別支援学校が、発達障害をはじめとする障害のあ
る児童生徒等への指導・支援機能を拡充するなど、インクルーシブ教育システ
ムの中で重要な役割を果たすことが求められている。そのため、特別支援学校
のセンター的機能を支援する仕組みを、各都道府県において整備することが必
要であると示されており、今後は財政的な支援を含めた行政レベルの様々な取
組が求められる（文部科学省中央教育審議会初等中等教育局分科会，2012）。  
 
８．まとめ  
本研究では、特別支援学校による地域支援、就学前の子どもへの来校による
相談、保育所・幼稚園への巡回相談等の状況、保健センター、療育機関等と連
携を行っている状況を全国調査から明らかにした。その結果、ほとんどの特別
支援学校で、地域支援の活動が実施されているものの、地域の就学前の保護者
子どもへの来校相談や保育所・幼稚園への支援については、半数以上の特別支
援学校で実施されていなかった。巡回相談を始めた理由の多くは県の事業や市
町からの要請であり、ほとんど実施していない一番の理由は、保育所・幼稚園
からの要請がないということであった。これらの結果から、特別支援学校によ
る就学前の子どもへの来校相談や保育所・幼稚園の支援の充実への対応として
以下のことが考えられる。  
① 特別支援学校内の研修体制等の充実により、乳幼児期の相談やアセスメン
トができるよう教員の専門性を高め、地域支援を実施するための校内体制整備
を進める。  
② 保育所・幼稚園へ相談支援のパンフレットを配布するなど、広報活動を積
極的に行い、特別支援学校のセンター的機能への理解を深める。  
③ 市区町村行政機関と連携を深め、保育所・幼稚園の巡回相談や発達相談へ
の参加を積極的に行う。  
関係機関との連携においては、約半数の特別支援学校が市区町村の保健機関
と連携したり早期支援に係る連携協議会に参加しており、一部の特別支援学校
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では、乳幼児健康診査や親子教室への参加、健康診査後の相談への参加など、
保健センターの業務に関わっていた。  
今後は、関係機関と連携をしながら早期支援に関わっている特別支援学校へ
の面接調査等により、連携の内容や具体的な取組、課題について明らかにし、
地域の状況にあった特別支援学校のセンター的機能を活用した早期支援モデル
について検討を行う必要がある。  
 
※注：本研究の一部は、井上和久・井澤信三・井上とも子（ 2013）特別支援学校のセンタ
ー的機能を活用した発達障害児等への早期支援に係る実態調査－来校による相談および
保育所・幼稚園への巡回相談の状況．小児保健研究， 72－ 6， 810－ 816．井上和久・井澤
信三・井上とも子（ 2014）特別支援学校のセンター的機能を活用した発達障害児等への早
期支援に係る実態調査－保健機関、療育機関との連携・協働の状況について－ ・ＬＤ研
究 ,23－ 3， 331－ 339に掲載されている。  
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研究Ⅱ 全国の特別支援学校 12 校の相談支援の取組に関する面接調査  
 
Ⅰ．はじめに  
特別支援学校のセンター的機能について、特別支援学校学習指導要領（文部
科学省，2009）には、小中学校等の要請により、障害のある児童、生徒、また
は当該児童生徒を担当する教師等に対して必要な助言または援助を行ったり、
地域の実態や家庭等の要請により保護者等に対して教育相談を行ったりするな
ど、各学校の教師の専門性や施設・設備を生かした地域における特別支援教育
のセンターとしての役割を果たすよう努めることと示されている。地域支援の
対象として、特別支援学校学習指導要領解説（文部科学省， 2009）には、地域
の小中学校だけでなく幼稚園、保育所等に在籍する障害のある幼児児童生徒や
担当教師等への支援も含まれていることに留意する必要があると示されている。 
また、幼稚園教育要領（文部科学省，2008）では、障害のある幼児の指導に
当たっては、集団の中で生活することを通して全体的な発達を促していくこと
に配慮し、特別支援学校などの助言又は援助を活用しつつ、例えば指導につい
ての計画又は家庭や医療、福祉などの業務を行う関係機関と連携した支援のた
めの計画を個別に作成することなどにより、個々の幼児の障害の状態などに応
じた指導内容や指導方法の工夫を計画的、組織的に行うことと示された。加え
て、保育所保育指針（厚生労働省，2008）には、障害のある子どもに対する保
育については、必要に応じて専門機関からの助言を受けるなど適切に対応する
ことと示されている。このようなことから、保育所・幼稚園等において特別な
支援が必要な子どもへの教育を行う上で、特別支援学校は保育所・幼稚園に助
言等を行う専門機関の一つとして重要な役割を担うことになった。  
松村・大内・笹本ら（ 2008）が全国の特別支援学校対象に行った調査では、
特別支援学校全体の 89％で、地域支援部等のセンター的機能の中心となる組織
を設けていた。第二章で、筆者らが特別支援学校に行った全校調査（井上・井
澤・井上，2013）では、就学前の乳幼児の来校相談（特別支援学校の相談室等
での相談）を行っている特別支援学校が 73％あり、50％が保護者への子育て等
に関する教育相談を行っていた。また、 42％の特別支援学校が保育所、幼稚園
への訪問コンサルテーションを年間 6回以上行っていた。保健センターとの連携
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に関しては、47％の特別支援学校が市区町村の保健センターと連携しており、
14％の学校が乳幼児健康診査後の保護者等への相談に関わっていた。また、健
診後フォローの親子教室にスタッフ等として参加している学校が 10％あった。
これらの調査結果から、多くの特別支援学校が校内体制を整備し、地域のニー
ズに対応しながら特別な配慮や支援を要する就学前の子どもの支援に関わって
きていると推測される。しかし、特別支援学校が就学前の子どもに対して実際
に行っている支援や保健機関等との連携について具体的に明らかにした研究は
少ない。  
そのため本研究では、発達障害児等の早期発見・早期支援について取組を行
っている特別支援学校に、面接による調査を行い分析・検討することにより、
特別支援学校がそのセンター的機能を活用し、地域のニーズに対応した取組の
方法、関係機関との連携・協働の在り方について検討することとした。  
 
Ⅱ．方法  
１．調査対象  
 調査対象は、筆者らが平成 24 年 7 月～8 月に全国の公立特別支援学校に行っ
た調査結果から、特別支援学校のセンター的機能を活用し、組織的に早期支援
に係る地域支援を行っている特別支援学校を抽出し、そのうち返信用封筒等に
特別支援学校の名前が示されていた 12 校の特別支援教育コーディネーターと
した。  
 
２．対象となる特別支援学校の概要  
 調査対象となる特別支援学校の概要を表 3-1 に示した。  
障害種別は、知的障害特別支援学校が 5 校あり、肢体不自由、病弱特別支援
学校がそれぞれ 1 校あった。複数の障害種に対応している特別支援学校が 5 校
あり、5 障害全てに対応している特別支援学校が 1 校あった。設置学部は 11 校
が小学部から高等部まで設置されていた。幼稚部が設置されている特別支援学
校が 1 校あった。幼児児童生徒数では、 20 人未満の特別支援学校が 2 校、250
人以上の大規模な特別支援学校が 2 校あり様々であった。教員数についても 40
人未満の特別支援学校が 2 校、121 人以上の特別支援学校が 3 校あり、様々で
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あった。支援地域の市町村数では 4～6 市町村が 5 校で一番多かった。１市が 3
校ある一方、7～10 市町村が 2 校あった。支援地域の人口では 10 万人未満が 5
校であったが、 30 万人以上の人口を抱えている地域も 3 校あった。  
 
表 3-1 特別支援学校の概要  
 
 
３．調査期間及び調査手続き  
 本調査の調査期間は、平成 25 年 1 月上旬～ 3 月下旬であった。調査は、筆者
及び研究協力者がそれぞれの学校に訪問し、半構造化面接により実施した。調
査項目は、①校内体制について、②就学前幼児への相談支援について、③市町
村保健、福祉等関係機関との連携についての 3 項目であった。  
 
４．結果の整理方法  
 調査結果については、まず第一に、特別支援学校が実施している相談支援の
状況について、来校相談（子ども・保護者等が特別支援学校の相談室等に来て
行う相談）、幼児教室の開設、保育所・幼稚園への巡回・訪問相談、保健センタ
Ａ特別支援学校 病 小中高 51～100人 41～60人 7～10 30～50万人
Ｂ特別支援学校 知 小中高 101～150人 61～90人 1市 5～10万人
Ｃ特別支援学校 知 小中高 201～250人 91～120人 4～6 10～20万人
Ｄ特別支援学校 知 小中高 250人以上 121～150人 7～10 50万人以上
Ｅ特別支援学校 知肢 小中高 250人以上 150人以上 4～6 30～50万人
Ｆ特別支援学校 肢 小中高 101～150人 91～120人 4～6 20～30万人
Ｇ特別支援学校 知肢病 幼小中高 51～100人 41～60人 4～6 5～10万人
Ｈ特別支援学校 知聴 小中高 151～200人 61～90人 4～6 10～20万人
Ｉ特別支援学校 知 小中 20人未満 21～40人 1市 3～5万人
Ｊ特別支援学校 知 小中高 101～150人 61～90人 2～3 5～10万人
Ｋ特別支援学校 肢病 小中高 20人未満 21～40人 2～3 3～5万人
Ｌ特別支援学校 5障害 小中高 101～150人 121～150人 1市 10～20万人
支援地域の
市町村数
地域の
人口規模
学　校　名
障害
種別
設置
学部
幼児児童
生徒数
教員数
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ーとの連携、療育との連携の五つの項目により整理を行った。次に、特別支援
学校の校内体制、早期支援への特色のある取組、効果と課題について、面接の
内容を概要にまとめて示した。  
 
Ⅲ．結果  
１．就学前の子どもへの相談支援の状況  
特別支援学校のセンター的機能を活用した就学前の子どもへの相談支援の状
況を表 3-2 にした。  
 
表 3-2 就学前の子どもへの相談支援の状況  
 
  
12 校全ての特別支援学校で、相談室等での保護者子ども等への相談（以下、
来校相談と称する）を行っていた。特別支援学校内で幼児教室等を開設して、
子ども、保護者に来校してもらい、子どもへの直接指導を行っている学校が 3
校あった。  
 保育所・幼稚園への巡回・訪問相談は 12 校全ての特別支援学校で実施されて
いた。園内委員会へ参加している学校が 8 校あり、保育所・幼稚園で保護者へ
の相談を行っている学校が 10 校あった。  
子どもの
観察
担任等へ
の助言
園内委員
会参加
保護者へ
の相談
３歳児
健診
５歳児
相談
発達
相談
親子
教室
発達
検査
Ａ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｂ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｃ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｄ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○
Ｅ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｆ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｇ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｈ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｉ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｊ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｋ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｌ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
療育との
連携
保育所・幼稚園への巡回・訪問相談幼児
教室の
開設
学　校　名
来校
相談
保健センターとの連携
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保健センターとの連携については、12 校全ての特別支援学校が何らかの連携
をとっていたが、各学校の連携の内容に違いが見られた。 3 歳児健康診査、 5
歳児健康診査（発達相談）に参加している学校がそれぞれ、3 校と 6 校あった。
健康診査後要フォローになった子ども・保護者への発達相談に参加している学
校が 8 校あり、親子教室にも参加している学校が 2 校あった。保健センター等
に訪問して発達検査を実施・解釈している特別支援学校が 2 校あった。  
 
２．特別支援学校 12 校の校内体制と早期支援への取組  
１）Ａ特別支援学校（東北地方）  
（１）校内体制  
地域支援部が地域支援を担当している。部員は 7 人で専任はいない。コーデ
ィネーター2 人は、週 3 時間授業の軽減がある。近隣の特別支援学校間で、地
域支援のエリア分けはしていないが、相談内容により障害種に分担して相談支
援を行っている。特別支援学校が設置されている地域には、就学前の子どもの
障害等の相談を行っている機関が無く、特別支援学校が貴重な地域資源の一つ
になっている。  
（２）早期支援への取組：「3 歳児健康診査」への参加  
地域の 3 歳児健診に年間 6 回行っている。医師の診察、保健師の面接という
流れの中で、健診中に全員の子どもの観察を行っている。保護者が希望したり
保健師が相談を必要であると見立てたりした保護者・幼児に対して、特別支援
学校コーディネーターが相談を行っている。そこでは、コーディネーター 2 名
により、子どもの観察と保護者の相談に分かれて対応している。毎回 2～3 件の
相談がある。健診後に、保健師とカンファレンスを行い、そのフォローについ
ては保健師が行っている。  
（３）効果と課題  
特別支援学校のコーディネーターという第三者が入ることで、保護者がいろ
んなことを話してくれており、地域の早期支援に一定の貢献ができている。し
かし、Ａ特別支援学校が設置されている地域では、まだ、保護者が発達障害を
受け入れにくく、祖父母と同居している家庭などでは、発達障害の話題をしに
くいケースもある。また、 3 歳児健康診査で発見できずに、小学校まで発見が
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遅れてしまう子どもがおり、今後は、保健師や関係者と情報共有等の連携を進
める必要がある。  
 
２）Ｂ特別支援学校（東北地方）  
（１）校内体制  
地域支援委員会が地域支援を担当している。委員会は特別支援教育コーディ
ネーター、教育専門官（Ｂ特別支援学校を設置している県独自の名称の役職で、
教育相談や学校等への訪問による相談等の地域支援を行う者）、委員の 3 人で構
成している。教育専門官 1 人が地域支援の専任、特別支援教育コーディネータ
ーは地域支援と校内支援を兼任している。相談室は設置されている。校内で地
域支援活動を希望する教員 28 名が交代で、特別支援教育コーディネーターや専
門官に同行し、幼稚園等の訪問コンサルテーションを行っている。  
（２）早期支援への取組：Ｍ市との密接な連携と「満 5 歳すてっぷ相談」への
参加 
Ｍ市は、福祉事務所と教育委員会が連携しながら早期支援の体制整備を進め
ている。市からの依頼により、特別支援学校が相談や支援に関わることが多い。
全幼児対象の「満 5 歳すてっぷ相談」に特別支援学校が参加している。幼児に
は個別問診と集団遊び、保護者には子育て学習会が行われ、相談の結果に応じ
て医療機関や児童相談所につがれている。特別支援学校の教育専門官は、保護
者へ子育てのアドバイスを行っている。相談後にはスタッフによるミーティン
グを行っている。また、必要に応じて「個別ケース診断会議」を開き支援を検
討している。市からの要請による保育所・幼稚園への巡回相談は、16 園にのべ
32 回訪問していた。午前中 2 時間程度、子どもを観察し、午後にケース検討会
を開いて、担任保育士等にアドバイスをする。市教育委員会主催の「就学に関
する相談会」が年に 5 回あり、相談員として参加している。各機関の保有して
いる情報は市の「連携会議」で報告し共有している。  
（３）効果と課題  
Ｍ市が早期支援に積極的に取り組み、市からの要請に応じて特別支援学校が
必要な支援を行っている。幼稚園・保育所からの要請は年々増加しており、ニ
ーズに対応した特別支援学校の専門性が期待されている。一定の効果が出てい
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るが、よりニーズに対応していく必要がある。  
 
３）Ｃ特別支援学校（関東地方）  
（１）校内体制  
地域支援は支援部地域支援担当 5 人が行っている。専任は部長 1 人で地域支
援・校内支援を兼務している。相談室は設置されている。平成 23 年度来校、訪
問相談の合計は、幼稚園・保育所 262 件であった。  
（２）早期支援への取組：幼児の相談教室「どんぐり教室」  
地域には個別指導を行っている療育はなかったため、平成 16 年度に、幼児の
療育として、個別の学習を行うことをねらいとし「どんぐり教室」を開設した。
支援部 4 人のスタッフで、火、水、木曜日放課後を中心に、幼児を対象に月 1
回 40 分の個別指導をしている。幼児の対象年齢は 3 歳から幼稚園・保育所等の
年長児までとしている。発達障害等の診断はないが、支援が必要な幼児も対象
としている。保健師、医師、母親からの紹介やホームページからなど、様々な
ルートで申し込みがある。平成 23 年度は、対象児 19 人に 185 回の指導を実施
した。また、夏季休業中には、サマースクールも実施し、グループ学習や母親
同士の交流などを行っている。利用している子どもについては、在園している
幼稚園を訪問したり、小学校に就学の際に、指導内容等の情報を提供したりし
ている。  
（３）効果と課題  
特別支援学校が早期支援に関わることで、発達障害の子どもが早期に適切な
支援を受けられれば、負の連鎖にならないなど、大きな意義がある。「どんぐり
教室」の個別指導を通して、子どもの成長を見ることができ、相談を通して、
保護者の精神的安定につながっていると考えている。ただし、月に 1 回の指導
になるので子どもとの関係の維持することが難しい。指導回数を増やしたいが、
対応する教員をどのように確保するのかが課題である。  
 
４）Ｄ特別支援学校（関東地方）  
（１）校内体制  
地域支援は特別支援教育コーディネーター 3 名が主に行っている。3 名は各学
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部に所属し、週 10 時間程度授業を行っている。相談室は設置されている。  
（２）早期支援への取組：幼児支援教室「チューリップグループ」  
どこにも療育を受けるところがないという地域の保護者の要望から開設した。
対象は、地域の年長児のうち、幼稚園、保育所等に通っているが、他の療育機
関を受けていない幼児である。基本的な生活習慣と学習体勢の基礎を培う、保
護者への相談活動を通して適切な就学につなげる、小学校就学後の学習や集団
生活への適応を促すことをねらいとしている。週 1 回、重度と軽度の 2 つのグ
ループに分けて実施している。保護者への個別面談も行っている。スタッフは、
幼児支援担当教師が行い、大学生もボランティアで入っている。活動の流れと
して、Ａグループ（軽度）が、①持ち物整理、排泄、運動  ②始まりの会  ③
設定遊び（楽器遊びなど）  ④集団遊び（ゲームなど）  ⑤個別学習  ⑥手洗
い、おやつ ⑦排泄、持ち物整理、終わりの会で構成されている。また、Ｂグ
ループ（保護者も一緒に参加）は、①持ち物整理、着替え、排泄  ②始まりの
会 ③設定遊び（サーッキット運動など）  ④設定遊び（楽器遊びなど）  ⑤
手洗い、おやつ  ⑥排泄、着替え、持ち物整理、終わりの会で構成されている。
利用した子どもについては、学校生活での関わり方等について記述した引き継
ぎ資料を小学校へ提供している。  
（３）効果と課題  
障害の重い子どものコミュニケーション、ＡＤＬ、関わり等の支援、配慮に
ついて、特別支援学校の専門性を活かすことができる。早期から保護者に関わ
ることで、保護者が子どもの発達の状態を知ったり、学校等の情報を知る機会
を持ったりすることができ、理解が進みやすくなる。また、幼児支援教室での
情報を提供することで、在籍園での集団で適応できる状態を増やしていくこと
ができたり、早期に子どもの力を最大限伸ばせたりする。幼児支援教室を、将
来的には市町に移行していくことが課題である。  
 
５）Ｅ特別支援学校（北陸地方）  
（１）校内体制  
地域の相談支援は地域支援部が担当している。専任教員 5 名と相談補助の臨
時講師の 6 名で構成している。地域支援専用の棟が建てられ、複数の相談室、
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プレイルーム、スタッフルームが設置されている。専用の電話回線も引かれて
いる。校内支援は、自立活動部校内支援担当 4 名が行っている。平成 23 年度の
就学前幼児の相談件数は 309 件であった。県庁所在地のＮ市は、他の相談機関
があるので、小規模の市町からのニーズが高い。  
（２）早期支援への取組：保健センターとの連携による保育所・幼稚園への支
援 
5 歳児健康診査後フォローとして、保健師に同行して幼稚園・保育所を訪問
している。保健師が連絡・調整をおこない、特別支援学校のコーディネーター
は学校教育相談担当として、子どもの観察や担任等への助言を行っている。年
間 43 園所（幼稚園 9 園 保育所 34 所）、のべ 100～120 回行った。年に 5～6
回訪問する保育所・幼稚園もある。Ｎ市を除いた市町の保育所・幼稚園の 8～9
割をカバーできている。また、保健センター主催の「年長児保護者相談会」で
就学までの流れの講話を行ったり、保健センター、保育士による「事例検討会」
で、保健師と共に小学校への引き継ぎを行ったりしている。  
（３）効果と課題  
専門機関の少ない地域に対して、保健センター等と連携を図りながら支援を
行っている。訪問コンサルテーションを継続することにより、保育士の気づき
も増え、支援力も上がってきている。特別支援学校は幼児期から継続して支援
していけることが強みであり、継続的に保護者とつながっていけることで、長
期的に子どもの支援ができる。健診やその後の相談等、保護者へのフォローが
丁寧に行われている市町と十分でない市町があるので、市町との連携を深めて
地域間格差を減少することが課題である。  
 
６）Ｆ特別支援学校（中部地方）  
（１）校内体制  
特別支援教育コーディネーターは 2 名配置されており、地域支援専任と校内
担当専任に分かれている。教育相談（地域支援専任） 1 名、自立活動 3 名、進
路指導 1 名の 5 名の専任が、総合支援室に所属している。相談室は設置されて
いる。教育相談のチラシは、職員向けと保護者向けを分けて配布している。相
談のほとんどが校外へ出向いての相談であり、平成 23 年度はのべ 840 件であっ
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た。学校の所在地域であるＯ町との連携は密接である。  
（２）早期支援への取組：「5 歳児すこやか相談」への参加  
「5 歳児すこやか相談」はＯ町が実施している。毎年 12 月に保育所・幼稚園
を巡回し、全ての 5 才児を観察する。その後のフォローをスタッフ（特別支援
教育コーディネーター、保健師、スクールカウンセラー等）で検討し、発達相
談や発達検査につなげている。常勤の心理士の配置がなく、特別支援教育コー
ディネーターが、「就学相談委員会調査員」として、心理検査を実施・報告して
いる。検査結果等により、年長の 6 月に教育委員会が実施している「子どもな
んでも相談」につなげている。特別支援学校のコーディネーターと保健師が協
働し、保育士と保護者が記入する「5 歳児すこやか相談おたずね票」を作成し
て活用している。  
（３）効果と課題  
早期支援に関しては、保健師が中心になっており、そのサポートを特別支援
学校が行っている。特別支援学校コーディネーターは、学校現場をわかってい
るので、幼稚園・保育園から小学校につなげる役割ができる。子ども課と連携
を取りながら、幼児の成長を促したり、保護者の不安感を和らいだりするよう
な支援ができればいいと考えている。  
 
７）Ｇ特別支援学校（北陸地方）  
（１）校内体制  
地域支援は教育相談部 5 名が担当している。 4 名が特別支援教育コーディネ
ーターであり、専任はいない。授業時間の 3 時間～11 時間の軽減がある。教育
相談部は校内支援として他機関へのつなぎも行っている。  
（２）早期支援への取組 
：①「3 歳児健康診査」「 5 歳児健康相談」への参加  
要請のある市町の 3 歳児健康診査に参加し、親子遊びや自由遊びに一緒に入
り、子どもの様子を観察している。その後のスタッフによるカンファレンスで
情報交換、今後のフォローについて検討を行う。5 歳児健康相談には 2 名の特
別支援教育コーディネーター参加し、子どもの観察と保護者への相談を行って
いる。  
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：②保育カウンセラーとの連携  
保育カウンセラーが配置され、3 歳児まで保育カウンセラーが子ども・保護
者、保育所等の支援を行い、年中児以上を特別支援学校のコーディネーターが
支援を引き継いでいる。保育カウンセラーが相談した情報は特別支援学校のコ
ーディネーターに引き継がれるシステムである。  
：③保育所・幼稚園への訪問による支援  
支援地域の保育園の数は、公立 26 園＋私立数園。相談件数は 651 件とかなり
多い。ほとんどが訪問相談で、保育所・幼稚園から依頼を受けて訪問している。
私立の園からはあまり要請がない。幼児の活動の様子を観察し、支援の手立て
について保育士にアドバイスを行っている。発達検査は保育所・幼稚園や保護
者の希望により、実施している。検査結果については園長や担任保育士同席の
下で報告している。  
（３）効果と課題  
保育所・幼稚園への支援は一定の効果が出ている。保育士の悩みを聞いて 5
歳児健康相談につなげたり、発達検査を行ったりして、小学校にも支援をつな
げている。早期から気づいて適切に対応し、その対応の効果を就学後につない
でいくことが、中学校や高等学校での不適応や不登校などの軽減につながって
いくのではないかと考えている。  
 
８）Ｈ特別支援学校（近畿地方）  
（１）校内体制  
地域支援は教育支援部 11 名が担当している。校外の訪問相談に行くのは、専
任（5 時間授業担当）の特別支援教育コーディネーター 2 名で、聴覚障害担当と
知的障害担当に分けている。校内支援は自立活動部が行っている。地域支援の
ための相談室は設置されていない。  
（２）早期支援への取組 
：①来校教育相談  
年間のべ 50 回程度行った。放課後に相談を行うことが多い。子どもの観察と
保護者の相談が中心である。相談担当 2 名で対応し、観察と相談の役割を分け
て行っている。相談内容に応じて、運動動作や、サーキット、コミュニケーシ
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ョンのやりとりなど、子どもへの直接指導的を行う場合もある。  
：②「5 歳児発達相談」への参加  
「5 歳児発達相談」は年間 6 回実施している。特別支援教育コーディネータ
ーは「ことばの相談員」として毎回参加している。2 名で参加することが多く、
子ども、保護者への相談を行っている。希望する保護者と子どもを対象として
おり、参加する幼児のほとんどが相談後に要フォローとなっている。  
（３）効果と課題  
特別支援学校が早期から関わることで、学齢期になっても関わることができ、
長期的に相談することが可能になり、子どもの支援に役立つと考えている。様々
な機関で支援が進んできており、子どもたちの発達については効果が出ている。
一方、関係機関の連携や役割の分担などを総合的に見てくれる機関や担当者が
必要である。また、「 5 歳児発達相談」で要フォローになった幼児への療育等の
支援をする機関が足りないのも課題である。  
 
９）Ｉ特別支援学校（近畿地方）  
（１）校内体制  
自立活動部所属の特別支援教育コーディネーター 2 名が、専任で地域支援を
担当している。地域支援のための相談室は設置されていない。来校相談は年間
のべ 50 件程度、訪問支援は年間のべ 70 件程度である。保育所、幼稚園からの
相談が約７割を占めている。Ｐ市では教育委員会と子育て支援課が連携して「あ
んしんコーディネーター（Ｐ市が独自で設置しているコーディネーター）」を 3
名配置している。  
（２）早期支援への取組 
：①保育所・幼稚園への巡回・訪問による支援  
保育所・幼稚園からの依頼により訪問相談を実施している。登園から帰園ま
で子どもの様子を観察し、昼寝の時間や帰園後、職員に対する助言等を行って
いる。訪問相談は定期的（ 5 月、7 月、9 月、11 月、1 月等）に行っている。ま
た、Ｐ市では全ての保育所、幼稚園への巡回相談を実施しており、保健師が調
整し、特別支援学校のコーディネーターや「あんしんコーディネーター」がス
タッフとして同行している。  
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：②健診後フォローへの協力  
乳幼児健康診査後のフォロー事業である「すこやか相談」に月 1 回参加し、
子どもの観察や保護者への相談を行っている。「 5 歳児健康診査」が実施されて
おり、３歳児健康診査で要観察にならなかった気になる子どもについてスクリ
ーニングを行っている。特別支援学校の特別支援教育コーディネーターも参加
し、教育相談や発達検査が必要な子どもに各機関の紹介を行っている。  
（３）効果と課題  
子育て支援課、社会福祉課、教育委員会、特別支援学校等が連携し、切れ目
のない支援を作り上げている。乳幼児健康診査から相談につなげるシステム、
保育所・幼稚園への支援、小学校へ支援をつなげるシステムができ、サポート
ファイルも活用している。また、「あんしんコーディネーター」と「特別支援学
校コーディネーター」の連携ができており、「あんしんコーディネーター」が保
護者からの相談窓口になり、継続的な相談が必要なケースを特別支援学校コー
ディネーターが引き継いでいる。しかし、地域では療育を行う場がなく、療育
が必要な子どもに適切な支援が行われていないことが課題である。  
 
10）Ｊ特別支援学校（近畿地方）  
（１）校内体制  
地域支援は支援部 5 名で担当している。支援部の 2 名は特別支援教育コーデ
ィネーターで地域支援の専任である。「ふらっと・あいルーム」の名称の相談室
を玄関側に設置している。来校相談が多く、年間のべ 600 件程度ある。また、
発達検査を行ったケースについては「サポートプラン」という子どもの実態と
具体的支援を示した報告書を保護者や保育所・幼稚園に提供している。  
（２）早期支援への取組 
：①健診後のフォローへの協力  
Ｑ市保健センターからの要請により、乳幼児健康診査後の要フォロー児への
相談を実施している。年間のべ 50 件程度、特別支援教育コーディネーター 2 名
が保健センターを訪問して行っている。1 名が子どもの観察、1 名が保護者の相
談を同室で行っており、必要に応じて心理検査の実施や親子教室・療育機関等
の紹介を行っている。  
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：②特別支援学校、保健センター、療育機関による連絡会  
Ｑ市では、特別な支援が必要な子どもの早期支援に係る実際的な課題と具体
的な対応を検討するため、保健センター、療育機関、特別支援学校の三つの機
関の担当者による「特別な支援が必要な子どもの早期支援に係る連絡会」が発
足された。連絡会は各機関長と、特別支援学校コーディネーター、保健センタ
ー保健師、療育機関職員で構成され、事務局は特別支援学校に置かれている。
連絡会では、Ｑ市における早期支援の課題とその解決のための具体的方法を検
討し、協議の結果はＱ市自立支援協議会児童部会で報告を行っている。 
（３）効果と課題  
Ｑ市では、保健センター、療育機関、特別支援学校が連携した早期支援のシ
ステムができた。特別支援教育コーディネーターが、保護者への相談等、健康
診査後のフォロー事業に参加することで、幼児の実態把握と保護者の理解が進
みやすくなった。また、担当者の連携が深まることで、早期支援のための中長
期的な見通しをもった協働作業が可能になった。しかし、小学校入学後に読み
書き困難等により気付かれる児童が少なくなく、ＬＤ児の早期発見が今後の課
題である。  
 
11）Ｋ特別支援学校（中国地方）  
（１）校内体制  
地域支援は支援部 8 名が担当をしている。教育相談室は設置されている。特
別支援教育コーディネーターは 3 名であり、専任はいない。火曜日の午前中と
木曜日に校外の支援に出かけている。また、特別支援教育コーディネーターは、
毎週交代で木曜日に 1 名、市役所に出勤している。平成 23 年度の巡回相談は年
間 119 回であった。  
（２）早期支援への取組 
：①保育所・幼稚園への訪問支援  
Ｒ市内では、「すくすく相談ネット」を立ち上げ、年間 2 回全幼稚園・保育所
を巡回している。巡回メンバーは保健師、特別支援教育コーディネーター、発
達支援センターの相談員、医療センターの療育担当者、児童相談所の担当者、
教育委員会の指導主事等である。 1 学期に 1 回目を行い、子どもの観察と保育
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士への助言を行い、2 学期に支援経過の検討を行っている。1 時間程度の観察の
後、ケース会議を行う。必要に応じて保護者相談も組み入れている。  
：②健診後フォローへの協力  
1 歳 6 か月児・3 歳児健康診査後のフォロー相談「発達クリニック」に毎月参
加している。医師、保健師が保護者相談している間、特別支援教育コーディネ
ーターが子どもの様子を遊びながら観察する。終了後、医師を交えてカンファ
レンスによる情報共有を行う。就学に関する保護者相談も行っている。  
：③親子教室への参加  
特別支援学校が単独で親子教室を運営していたが、子育て支援センターが引
き継ぎ「ゆうゆう教室」として運営している。保健師、市から委託された保育
士、本校コーディネーター 2～3 名で行っている。参加する子どもは平均 5～6
組である。集団遊び、製作などを取り入れている。特別支援教育コーディネー
ターの一人が全体を掌握し、もう一人が進行を行っている。紙芝居、リズム遊
びなどは保育士が行う。プログラムはスタッフ全員で検討している。  
（３）効果と課題  
地域に資源が少ないため、特別支援学校が果たすべき役割は大きい。地域に
密着した相談として、保護者、保育士と一緒に考えていくスタンスで行ってい
る。特別支援学校が、早期支援に関わることで、適切な就学の在り方だけでは
なく、長期的な展望を持った助言を保護者に提供できる。また、早期に支援を
することにより、子どもの将来の困難さの軽減につながると考えている。保育
士の気づきがまだ不十分であり、研修等を充実させて保育士の特別支援教育の
理解、指導力を高める必要がある。  
 
12）Ｌ特別支援学校（中国地方）  
（１）校内体制  
地域支援は支援部が担当している。支援部は、校外支援課と自立活動支援課
に分けている。相談室が設置されており、校外支援課が幼児教育相談「スマイ
ルルーム」を開設している。コーディネーター部があり、校内担当コーディネ
ーター3 名が校内支援を行っている。専任教員はいない。  
（２）早期支援への取組：幼児教育相談室「スマイルルーム」  
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就学に向けての相談支援の場として、幼児 10 人を対象に月に 1～ 2 回、1 時
間の集団指導を行っている。内容は、ゲームやダンス・体操などを取り入れて
いる。保護者への相談も実施している。  
（３）効果と課題  
スマイルルームでの療育により、保護者の子どもへの理解が進み、ニーズに
あった就学先が決まることがある。スマイルルームの支援が、子どもへの安心
感や幼稚園の支援力の向上につながっていると考えている。ただし、スマイル
ルームは希望者によるものなので、気づきや意識を持っている保護者だけが来
ており、必要な子ども全てをすくえているわけではない。早期支援に関わる特
別支援学校の教員は、定型発達の子どもに対して十分な実践を積み、医療、福
祉、心理の視点に目を向けることが必要である。  
 
Ⅳ．考察  
本調査結果から、調査を行った全ての特別支援学校で、就学前の子ども・保
護者への来校相談、保育所・幼稚園への巡回・訪問相談が実施されていた。そ
の他の就学前の子どもへの相談支援については、地域の状況やニーズに応じて、
市町村の保健・福祉・教育機関等と連携しながら様々な取組に参加・協力して
いることが明らかになった。  
調査結果から、特別支援学校が行っている早期支援の取組の形態として、以
下の 3 つに分けられた。①特別支援学校が単独で行っている相談支援、②市町
村が主体となり、要請に応じて特別支援学校が参加・協力を行っている相談支
援、③特別支援学校と市町村保健センター等関係機関が密接に連携し協働で行
っている相談支援である。  
①特別支援学校が単独で実施している早期に係る相談支援としては、来校に
よる保護者子どもへの教育相談と幼児教室等による発達障害等の子どもへの直
接指導であった。相談室等での就学前の子どもの相談では、複数の学校で特色
のある取組が行われていた。Ｅ特別支援学校では、複数の相談室、プレイルー
ム、スタッフルームを備えた地域支援専用の棟を設置し、 5 名の専任教員で相
談支援を行っており、地域支援部が校内からほぼ独立した形態で、地域の相談
支援センターとしての役割を果たしていた。また、特別支援教育コーディネー
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ターの創意工夫による取組も見られた。Ｈ特別支援学校では、運動・動作や、
コミュニケーションなど、子どもへの直接指導を組み入れた来校相談を行って
いた。Ｆ特別支援学校では、職員・保護者向けの 2 種類の教育相談チラシを作
成していた。Ｊ特別支援学校では、発達検査を行ったケースに「サポートプラ
ン」という子どもの実態と所見、具体的支援を示した報告書を保護者や保育所・
幼稚園に提供していた。  
幼児教室等による直接指導を行っている特別支援学校は 3校あった。Ｃ特別支
援学校の「どんぐり教室」では、個別指導を行っており、Ｄ特別支援学校の「チ
ューリップグループ」やＬ特別支援学校の「スマイルルーム」では、小集団で
の指導を行っていた。また、Ｄ特別支援学校の「チューリップグループ」では、
知的な遅れが軽度のグループと中・重度のグループに分けて実施する工夫が見
られ、対象を保育所・幼稚園の年長で他の療育機関を受けていない幼児にしぼ
り、指導のねらいを明確にしていた。これら 3つの特別支援学校の特長として、
地域での療育が不足している部分に、特別支援学校の専門性を活用して地域の
中で役割を果たすといった意図があると考えられる。辻・田畑（ 2006）は、早
期支援のあり方として、親子の情緒の安定を優先してサポートできる体制が必
要であり、そのために誰かが継続して関われるような構造があることが重要で
あると述べている。これら幼児教室は保護者相談も行いながら継続的に子ども
に関わることができ、子どもへの発達支援だけではなく、母子の情緒の安定を
支える地域の資源の一つとしてその役割を担っていると推測される。 
②市町村保健センターが主体となり、特別支援学校が参加・協力している取
組は多く見られた。「 3歳児健康診査」にはＡ特別支援学校とＧ特別支援学校が
参加し、子どもの観察や保護者への相談を行っていた。「 5歳児健康診査・5歳児
発達相談」にはＢ特別支援学校とＧ特別支援学校、Ｆ特別支援学校が参加し、
子どもの観察や保護者への相談を行っていた。1歳6ヶ月児、3歳児健康診査後の
フォローについては、Ｉ特別支援学校、Ｋ特別支援学校が発達相談のスタッフ
の一員として参加していた。また、Ｊ特別支援学校は保健センターを訪問して
保護者への相談、子どもの観察、発達検査を特別支援教育コーディネーターが
行っていた。保育所・幼稚園への巡回相談は、Ｂ特別支援学校、Ｅ特別支援学
校が参加していた。「年長児保護者相談会」を実施している市町もあった。これ
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らの取組では、中心的役割を担っているのは市町村保健センターであり、特別
支援学校が専門機関の一つとして、必要とされる場面で連携・協力を行ってい
た。河野・伊藤（ 2011）は、発達が気になる段階からの支援は，保護者にとっ
て身近で利用することへの敷居が低い場所やシステムで行われる必要があり、
保健センターなどでそのような支援体制を整えることが重要であると述べてい
る。このような、市町村保健センターが企画・調整し特別支援学校が参加・協
力する早期支援のシステムは、比較的構築しやすく且つ地域のニーズに柔軟に
対応でき、特別支援学校のセンター的機能も活用しやすいと考えられる。  
③市町村保健センター等関係機関と特別支援学校が協働で行っている取組は、
いくつかの地域で見られた。Ｆ特別支援学校は保健センター主催の「5歳児すこ
やか相談」に参加しており、保健師と協働して「 5歳児すこやか相談おたずね票」
を作成していた。また、特別支援教育コーディネーターが「就学相談委員会調
査員」として、心理検査を実施・報告する役割を担っており、保健師と協働し
て早期支援を行っていた。Ｇ特別支援学校の地域では、保育カウンセラーと特
別支援学校のコーディネーターが幼児の年齢を分けて役割分業しながら相談支
援を行うシステムを作っていた。Ｉ特別支援学校の地域では、市の「あんしん
コーディネーター」が保護者の相談窓口になり、継続的な相談を必要とするケ
ースを特別支援学校コーディネーターが引き継ぐシステムを作っていた。Ｊ特
別支援学校は保健センター、療育機関の担当者と協働して「特別な支援が必要
な子どもの早期支援に係る連絡会」を発足し、早期支援の課題とその解決のた
めの具体的方法を検討していた。Ｋ特別支援学校は保健センターと連携し「す
くすく相談ネット」のメンバーとして、木曜日に市役所に出勤し保育所・幼稚
園を巡回していた。また、親子教室のスタッフとして参加し、プログラムの検
討も行っていた。これら 5校の取組は、市町村の要請に応えて連携・協力する枠
を越え、ＰＤＣＡサイクルの中で関係機関の担当者と連携・協働し、早期支援
のシステムを整備していると考えられる。渥美・笹森・後上（ 2010）は、関係
する行政機関が一人ひとりの支援ニーズに対応した総合的な支援を相互に連携
して統合的に取り組んでいける体制づくりが必要であり、市町村ごとに関係諸
機関の連携体制・ネットワークが整備することが重要であると述べている。こ
れら5校が取組を行っている市町は 1万人から 5万人までの人口規模が少ない地
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域であり、「地域に資源が少ないため、特別支援学校が果たすべき役割は大きい
（Ｋ特別支援学校）」というコーディネーターの意見からも、特別支援学校が地
域の貴重な専門機関として位置付けられ、市町村が実施する早期支援の担い手
の一つとして活動していると推測できる。  
本調査から、センター的機能を活用した早期支援の在り方として、地域のニ
ーズにあった様々な連携・協働の形態があることが示された。特別支援学校が
早期支援にかかわる意義として、特別支援教育コーディネーターからは、「特別
支援学校は幼児期から継続して長期的に子どもの支援ができる（Ｅ特別支援学
校）」「早期から関わることで、長期的に相談することが可能になる（Ｈ特別支
援学校）」「長期的な展望を持った助言を保護者に提供できる（Ｋ特別支援学校）」
という、就学前から学齢後も相談支援を継続できることや、長期的視点を持っ
て相談に対応できることが挙げられた。また、「早期から気づいて適切に対応し、
その対応の効果を就学後につないでいくことが、中学校や高等学校での不適応
や不登校などの軽減につながっていくのではないか（Ｇ特別支援学校）」といっ
た、二次障害の予防への効果についても挙げられた。吉岡（2008）は、「要観察」
がレッテル貼りでなく予防であるとの観点に立てば、できる限り多くの子ども
を健康診査でフォローする体制を作ることが望ましく、リスクのある母子が事
後フォロー体制に乗り、その間に子どもにあった育児方法を学ぶことができれ
ば、子どもの利益につながると述べている。特別支援学校が乳幼児健康診査や
フォロー事業等の早期支援に関わることで、教育的で長期的な視点から保護者
に相談ができる。また、必要に応じて子どもへの直接的な指導も行うことがで
きる。これらの多様で柔軟な支援が、地域での早期からの母子支援の質の向上
につながることも推測できる。  
これらのことから、地域の資源等の実態により支援の在り方は異なるものの、
特別支援学校が早期支援に参加する意義があり、一定の効果を上げることにつ
いても期待できる。しかし、特別支援学校の教員が就学前の発達障害等の子ど
もや保護者の相談支援に関わることは容易ではないと考えられる。本調査にお
いても「早期支援に関わる特別支援学校の教員は、定型発達の子どもに対して
十分な実践を積み、医療、福祉、心理の視点に目を向けることが必要である（Ｌ
特別支援学校）」といった特別支援学校の教員の専門性の向上に関する意見が出
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された。また、池本・三品・吉原（2006）は、附属養護学校での早期教育相談
の実践から、地域のニーズに対応するためには教員自身が特別支援教育に関す
る研修や研鑽を更に積み、専門性を高めていく必要があると述べている。さら
に松村・澤田・大崎ら（2010）は、地域の特性を生かし、それぞれの関係機関
が連携を取りながら役割分担を行うことが必要であり、そのことを地域に周知
していくことが大切であると述べている。以上のことにより、特別支援学校が
市町村保健センターや福祉機関、教育委員会と連携・協働する早期支援の形態
は、地域資源の状況や特別支援学校の校内体制整備の状況、特別支援教育コー
ディネーター等の専門性により多様に存在すると考えられる。そのため、特別
支援学校のセンター的機能を活用した早期支援モデルは、それらの要因が絡み
ながら、柔軟に構築され地域の状態像より変化していくものであると推測でき
る。 
本研究では、特別支援学校のセンター的機能を活用した早期支援の取組を調
査し、関係機関と連携・協働した早期支援のあり方を検討した。今後は、特別
支援学校が行った早期支援の取組についてその効果や課題の検討が求められる。 
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第二章の総括  
 
本研究の第二章においては、特別支援学校が就学前の子どもの早期支援にど
のように関与しているのかを明らかにするため、特別支援学校 738 校を対象に
質問紙調査を実施した。回収のあった 503 校の調査結果から、以下のことが明
らかになった。  
① 特別支援学校の約 73％で乳幼児の来校相談を行っていた。  
② 幼稚園・保育所の巡回相談では、年間 16 回以上行っている特別支援学校が
20％以上ある一方、年間 5 回以内が 50％以上あり、特別支援学校間で差が見ら
れた。  
③ 巡回相談を始めた理由は、行政機関からの依頼、幼稚園・保育所からの要
請、特別支援学校側の意識の高まりからであった。  
④ 巡回相談をほとんど行っていない学校の主な理由は、幼稚園・保育所から
の要請がないことであった。  
⑤ 特別支援学校の約半数が市区町村保健センターと連携しており、 10％以上
の特別支援学校が、要観察児の保護者への相談や親子教室への参加等、乳幼児
健康診査後のフォロー事業の協力を行っていた。  
⑥ 75％の特別支援学校が支援地域の療育機関と連携していた。  
⑦ 約半数の特別支援学校が特別な支援が必要な就学前の子どものための連絡
会議に参加していた。  
⑧ 特別支援教育コーディネーターが、特別支援学校が早期支援に関わる意義
として挙げているのは、「特別支援学校の専門的なノウハウの提供」「早期支援
の重要性」「関係機関との連携・協働の重要性」等であった。  
第三章では、特別支援学校が就学前の子どもに対して実際に行っている支援
や保健機関等との連携について具体的に明らかにするため、特色ある取組を行
っている特別支援学校 12校の特別支援教育コーディネーターに面接により調査
を行った。調査結果から、特別支援学校が行っている早期支援の取組としては
三つの形態に分けられた。  
① 特別支援学校が単独で実施している早期に係る相談支援  
具体的取り組みとしては、来校による保護者・子どもへの教育相談と幼児教
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室等による発達障害等の子どもへの直接指導が実施されていた。  
② 市町村が主体となり、要請に応じて特別支援学校が参加・協力を行ってい
る相談支援  
この形態では、特別支援学校は専門機関の一つとして、３歳児健康診査や５
歳児発達相談、保育所・幼稚園への巡回相談等、必要とされる場面で連携・協
力を行っていた。  
③ 特別支援学校と市町村保健センター等関係機関が密接に連携し協働で行っ
ている相談支援  
この形態では、特別支援学校が地域の貴重な専門機関として、市町村保健セ
ンター等関係機関の担当者と連携・協働し、フォロー事業等の一役を担い、早
期支援のシステムの整備に参加していた。  
 以上、第二章及び第三章の調査結果から、特別支援学校の一部では、地域の
ニーズに応じて、市区町村保健センター等関係機関と連携しながら、保育所・
幼稚園への巡回相談や乳幼児健康診査後のフォロー事業に参加していることが
明らかになった。また、特別支援学校が関係機関と連携・協働する早期支援の
形態は、多様に存在すると推測され、特別支援学校のセンター的機能を活用し
た早期支援モデルは、柔軟に構築されるべきであると考えられる。しかし、特
別支援学校が行っている就学前の子ども等への相談支援や関係機関と連携した
早期支援の取組については、その効果及び課題が十分に検討されていない。そ
のため、第四章では、筆者が特別支援教育コーディネーターである兵庫県立赤
穂特別支援学校が、そのセンター的機能を活用して子ども、保護者、保育所・
幼稚園・小学校等へ実際に行った支援について検討を行うこととした。  
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第三章 特別支援学校のセンター的機能を活用した子ども、保護者、保育所・
幼稚園・小学校等への支援の  
 
 
研究Ⅲ 兵庫県立赤穂特別支援学校が実施した保育所・幼稚園・小中学校等へ
のコンサルテーションの効果  
 
Ⅰ．はじめに  
１．特別支援学校のセンター的機能  
特別支援学校のセンター的機能について、特別支援学校学習指導要領（文部
科学省,2009）には、小中学校等の要請により、障害のある児童、生徒、または
当該児童生徒を担当する教師等に対して必要な助言または援助を行ったり、地
域の実態や家庭等の要請により保護者等に対して教育相談を行ったりするなど、
各学校の教師の専門性や施設・設備を生かした地域における特別支援教育のセ
ンターとしての役割を果たすよう努めることと示されている。地域支援の対象
として、特別支援学校学習指導要領解説（文部科学省 ,2009）には、地域の小中
学校だけでなく幼稚園、保育所、高等学校等に在籍する障害のある幼児児童生
徒や担当教師等への支援も含まれていることに留意する必要があると示されて
いる。また、小学校学習指導要領（文部科学省 ,2010）においては、障害のある
児童などについては、特別支援学校等の助言又は援助を活用しつつ、個別の指
導計画や個別の教育支援計画の作成などにより、子どもの障害の状態等に応じ
た指導を計画的、組織的に行うことが示されている。このようなことから、保
育所、幼稚園、小学校、中学校、高等学校（以下、学校等と称する）において
特別な支援が必要な子どもへの教育を行う上で、特別支援学校は地域のセンタ
ーとして重要な役割を担うことになった。  
 
２．学校等へのコンサルテーション  
コンサルテーション (consultation)とは、広義には専門家との相談、協議の
ことを指すが、心理学においての狭義には、学校や保育所など専門職のいる職
場や地域社会に対して、心理臨床、発達臨床など他の専門職が外部から援助介
入することをいう（深谷，2011）。学校等へのコンサルテーションについて、後
上（2010）は、学校という場面で、教育にかかわる問題について、学級担任と
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は異なる専門性を持つ者が援助対象である子ども等の問題について、よりよい
支援のあり方を学級担任と話し合うプロセスを指し、困難な問題に直面してい
るコンサルティ（学校等）に、その問題や課題を評価・整理し、解決に向けて
コンサルティの力量を引き出す支援を行う相談活動であると述べている。  
このような学校等へのコンサルテーションを特別支援学校が行うためには、
コンサルタントである特別支援学校の教員に、発達障害の特性や教育場面での
配慮・支援に関する知見、学校等の課題を評価し解決するための相談を遂行す
る技量が求められる。松村・大内・笹本ら (2008)の調査では、小学校の 89％、
中学校の88％が特別支援学校に対し、「自校の子どもの指導・支援についての相
談・助言」を必要と考えていた。しかし、松村・大内・笹本ら (2009)は、特別
支援学校のセンター的機能に関する調査結果から、多様な障害に対する教員の
専門性が不十分であることが浮き彫りになったとし、その要因として、これま
で特別支援学校では取り組んでいない発達障害への対応に関する内容及び小・
中学校の学級等を単位とする集団での指導や支援の在り方についての知見の不
足が考えられると述べている。また、コンサルテーションの方法の問題として、
石橋・牛山・吉利（ 2008）は､知的障害特別支援学校の 76.1％が学校等へのコン
サルテーションを実施していたが、担任教師等への相談・助言が多く、特別支
援学校が提案した支援が校内で引き継がれない危険性を指摘している。  
特別支援学校による学校コンサルテーションの実際的研究については、大
山・後上（2008）が事例を通し、保護者と学校の協働を促す学校コンサルテー
ションの取組を行い、保護者との連携の重要性について述べている。また、千
代田（2010）は、埼玉大学教育学部附属特別支援学校「発達支援相談室しいの
み」で年間を通して継続的にコンサルテーションを行っている小学校 2校へアン
ケート調査を行い、学校コンサルテーションの効果があったが、特別支援学校
スタッフの力量の向上が不可欠であるとも述べている。  
これらの先行研究から、多くの特別支援学校で学校コンサルテーションを実
施しているが、多様なニーズに対応できる特別支援学校教員の専門性、学校等
内での支援体制の整備、保護者との連携等についていくつかの課題があると推
測される。加えて、特別支援学校が実施したコンサルテーションについて、コ
ンサルティである学校等側からの評価を基に分析を行った研究が少なく、その
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有効性と課題について十分な検討がなされていないという問題もある。  
 
３．研究の目的  
そこで本研究では、特別支援学校が実施した学校等へのコンサルテーション
がコンサルティである学校等での課題解決、学校等内の支援体制の整備、子ど
もの変容に関してどのように機能しているのかを、コンサルティである学校等
を対象に調査し、その有効性を検討し、併せて、特別支援学校が求められるコ
ンサルテーションのあり方について検討することとした。  
 
Ⅱ．方法  
１．兵庫県立赤穂特別支援学校のセンター的機能としての学校コンサルテーシ
ョンの概要  
兵庫県立赤穂特別支援学校では、特別支援教育の地域のセンターとしての役
割を果たすため、平成 18年度に地域支援を主として行う分掌（支援部）を設置、
平成19年に相談室を設置して、校内体制整備を進めながら地域支援の取り組み
を行っていた。平成 22年度では、学校等の発達障害児等への支援に対応するた
め、地域支援を担当する教師 6名の内、特別支援学校（養護学校）免許状に加え
て、特別支援教育士、言語聴覚士等の資格を持つ特別支援教育コーディネータ
ー2名（専任）が学校コンサルテーションを行っていた。学校コンサルテーショ
ンの対象は赤穂市、相生市の保育所、幼稚園、小学校、中学校、高等学校であ
った。学校コンサルテーションの内容は、①相談室での相談、②学校等への巡
回相談、③メールによる相談を行っていた。コンサルテーションの内容は、①
授業や保育場面での子どもの観察、②特別支援教育コーディネーター等への相
談・助言、③担任等への相談・助言、④校内委員会やケース会議への出席・助
言、⑤個別の教育支援計画、個別の指導計画作成への支援、⑥医療・福祉・労
働等関係機関への紹介であった。また、赤穂特別支援学校では、学校等での具
体的支援や支援の継続に活用してもらうため、心理検査（新版Ｋ式発達検査
2001,WISC-Ⅲ知能検査等）を実施した子どもに、検査結果と具体的支援を示し
た報告書（サポートプラン）を作成していた。サポートプランは学校等のコー
ディネーター及び担任教諭等へ説明の上提供することとし、平成 22年度では、
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55人分の提供を行った。平成22年度のコンサルテーションの実施回数はのべ164
回（保育所 23回、幼稚園 32回、小学校 89回、中学校 15回、高等学校 5回）で、相
談室でのコンサルテーションはのべ 42回、巡回によるコンサルテーションはの
べ120回、メールによるコンサルテーションはのべ 2回であった。電話による対
応は、主に巡回による相談の日程調整や来室による相談の紹介をしており、カ
ウントを行わなかった。そのため、本研究では、赤穂特別支援学校が平成 22年
度に行った来室・巡回・メールによる学校コンサルテーションについて調査を
行うこととした。  
 
２．調査対象  
赤穂市・相生市の全ての認可保育所、公立・私立幼稚園、公立小学校・中学
校・高等学校（全日制課程と定時制課程）の内、相談・連携等により関係のあ
った学校等を対象にした。調査の対象は、 53 箇所（保育所 10、幼稚園 16、小
学校 15、中学校７、高等学校 5）であった。  
 
３．調査期間及び調査手続き  
本調査の調査期間は、平成 23 年 3 月初旬～ 3 月下旬であり、郵送法による質
問紙調査を実施した。学校名・記入者名は無記名で行い、返信用封筒を同封し
回収した。  
 
４．回収数と回収率  
回収数は 38 箇所（保育所 6、幼稚園 12、小学校 12、中学校３、高等学校２、
未記入３）で、回収率は 71．6％であった。中学校・高等学校の回答数が少な
く、学校等の分類の項目に記入がなかった用紙が 3 つあった。なお本研究では、
学校等の校種による回答の傾向には違いがなかったため、学校等をまとまった
群として分析を行った。  
 
５．アンケート調査の内容と整理の仕方（資料 2 参照）  
調査内容は、子どもの実態把握と校内支援体制に関すること（ 5 項目）、教師
の子どもへの関わりや指導方法の工夫、子どもの変容に関すること（ 4 項目）、
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保護者との連携等に関すること（ 2 項目）の 11 項目で、4 件法で行った。加え
て自由記述を 3 項目設けた。  
11 項目の結果については、数と割合を表に示し、分析・検討を行った。自由
記述の結果については、回答の内容を筆者を含む複数名協議によりキーワード
に分類し、その数を表に示した。  
 
６．回答者  
アンケートの記入者は管理職が 12 人、特別支援教育コーディネーターが 15
人、特別支援学級の担任（特別支援教育コーディネーター兼任を除く）が 6 人、
養護教諭が 1 人、その他が 1 人、未記入が 3 人であった。  
 
Ⅲ．結果  
１．11 項目の質問結果から  
選択肢 11 項目の調査結果を表 4-1-1 に示した。 
１）子ども実態把握と校内支援体制  
「子どもの現在の発達等の状態を理解することができましたか」「気になる子
どもの行動等、課題の背景にある事項や行動等の原因などの情報を得ることが
でき、子どものことがよく理解できましたか」の問いに対して、「大いに理解で
きた」の回答がそれぞれ 29 校園（87.9％）、22 校園（66.7％）からあった。ま
た、「子どもの状態を校内委員会や職員会議等で話し合うなどして、教師間の共
通理解や情報共有ができましたか」の問いに対して、「大いにできた」が 25 校
園(75.8%)あり、「管理職やコーディネーター、他の教師への協力依頼等、校内
支援体制を整えることに役立ちましたか」の問いに対して、「大いに役立った」
20 校園(60.6%)あった。「個別の指導計画や個別の支援計画を作成に活用するこ
とができましたか」の問いに対して「大いに活用できた」が 18 校園（54.5%）
であり、「あまり活用できなかった」の回答が１校園（3％）あった。  
２）子どもへの関わりや指導方法の工夫  
「子どものことを理解することで子どもへの関わりかたが変わりましたか」
の問いに対して、「大いに変わった」の回答は 14 校園（42.4%）であった。また、
「相談を受けて子どもへの発問や教材の活用等日々の授業に活用できましたか」 
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表 4-1-1 選択肢 11 項目の調査結果  
 
の問いに対して、「大いに活用できた」18 校園(54.5%)からあった。  
３）子どもの行動の変容  
「子どもへの教材や指導方法を工夫したことで、授業時間内での子どもの気
になる学習課題や行動を改善することが出来ましたか」の問いに対して、「大い
に変わった」の回答が 6 校園(18.2%)であり、「あまり変わらなかった」の回答
が 3 校園（9.1％）からあった。「学校生活での支援を実施したことで友達関係
や業間や昼休みの様子、給食時間等での行動等を改善することができましたか」
大いに理解できた 少し理解できた あまり理解できな
かった
まったく理解でき
なかった
未記入
29(87.9%) 4(12.1%) 0(0.0%) 0(0.0%) 0(0.0%)
大いに理解できた 少し理解できた あまり理解できな
かった
まったく理解でき
なかった 未記入
22(66.7%) 11(33.3%) 0(0.0%) 0(0.0%) 0(0.0%)
大いにできた 少しできた あまりできなかっ
た
まったくできな
かった 未記入
25(75.8%) 8(24.2%) 0(0.0%) 0(0.0%) 0(0.0%)
大いに役立った 少し役立った あまり役立たな
かった
まったく役立たな
かった
未記入
20(60.6%) 12(36.4%) 1(3.0%) 0(0.0%) 0(0.0%)
大いに活用できた 少し活用できた あまり活用できな
かった
まったく活用でき
なかった
未記入
14(42.4%) 16(48.5%) 1(3.0%) 0(0.0%) 2(6.1%)
大いに変わった 少し変わった あまり変わらな
かった
まったく変わって
いない
未記入
14(42.4%) 19(57.6%) 0(0.0%) 0(0.0%) 0(0.0%)
大いに活用できた 少し活用できた あまり活用できな
かった
まったく活用でき
なかった
未記入
18(54.5%) 11(33.3%) 1(3.0%) 0(0.0%) 3(9.1%)
大いに変わった 少し変わった あまり変わらな
かった
まったく変わって
いない
未記入
6(18.2%) 23(69.7%) 3(9.1%) 0(0.0%) 1(3.0%)
大いに改善した 少し改善した あまり改善しな
かった
まったく改善しな
かった
未記入
6(18.2%) 22(66.7%) 2(6.1%) 0(0.0%) 3(9.1%)
大いに進めること
ができた
少し進めることが
できた
あまり進めること
ができなかった
まったく進まな
かった
未記入
10(30.3%) 18(54.5%) 5(15.2%) 0(0.0%) 0(0.0%)
大いに変わった 少し変わった あまり変わらな
かった
まったく変わって
いない
未記入
6(18.2%) 19(57.6%) 6(18.2%) 1(3.0%) 0(0.0%)
学校生活での支援を実施したことで友達関係
や業間や昼休みの様子、給食時間等での行動
等を改善することが出来ましたか。
保護者への支援を行ったことで、保護者にゆ
とりができ、親子関係や家庭での生活に変化
が出てきましたか。
子どもの現在の発達等の状態を理解すること
ができましたか。
子どものことを理解することで子どもへの関
わりかたが変わりましたか。
気になる子どもの行動等、課題の背景にある
事項や行動等の原因など情報を得ることがで
き、子どものことがよく理解できましたか。
個別の指導計画や個別の支援計画の作成に活
用することができましたか。
相談を受けて子どもへの発問や教材の活用等
日々の授業に活用できましたか。
保護者の思いを考える視点等を聞き、保護者
と協働して子どもの教育を進めることができ
ましたか。
子どもの状態を校内委員会や職員会議等で話
し合うなどして、教師間の共通理解や情報共
有ができましたか。
管理職やコーディネーター、他の教師への協
力依頼等、校内支援体制を整えることに役立
ちましたか。
子どもへの教材や指導方法を工夫したこと
で、授業時間内での子どもの気になる学習課
題や行動を改善することが出来ましたか。
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の問いに対しては「大いに改善した」が 6 校園（18.2%）であり、「あまり改善
しなかった」の回答が 2 校園（6.1%）あった。 
４）保護者との連携  
「保護者の思いを考える視点等を聞き、保護者と協働して子どもの教育を進
めることができましたか」の問いに対して「大いに進めることができた」が 10
校園（30.3%）、「あまり進めることができなかった」の回答が 5 校園（15.2%）
あった。また、「保護者への支援を行ったことで、保護者にゆとりができ、親子
関係や家庭での生活に変化が出てきましたか」の問いに対して、「大いに変わっ
た」の回答が 6 校園 (18.2%)あり、「あまり変わらなかった」の回答が 6 校園
（18.2％）、「まったく変わっていない」の回答が 1 校園（3.0％）あった。  
 
２．自由記述の結果から  
１）相談支援に期待していたもの  
「本校の相談・支援に期待していたものは何ですか」の問いに対する回答の
キーワードを表 4-1-2 に示した。  
 
表 4-1-2 「本校の相談・支援に期待していたものは何ですか」に対する回答結果  
 
「子どもの実態把握とその対応への助言」「具体的な支援プラン」「幼児理
解と支援方法」「現状の把握と支援方法」「児童の行動に裏にあるものの解明」
「子どもの発達状況にあった指導方法」など、「子どもへの具体的な支援方法
や関わり方」についての内容が 6 校園、「子どもの実態把握」についての内容
キーワード 回答数
子どへの具体的な支援方法や関わり方 6
実態把握 5
校内支援体制の整備 3
保護者との連携 2
通常学級（集団）での対応 2
専門的なアドバイス 1
支援の検証 1
個別の支援計画の活用 1
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が 5 校園あり、多かった。また、「校内の支援体制、システム作りへのアドバ
イス」「特別支援教育に関する校内体制の推進」など「校内支援体制の整備」
に関する内容が 3 校園からあった。  
２）今後の相談支援に期待するもの  
「本校の今後の相談・支援に何を期待しますか」の問いに対する回答のキー
ワードを表 4-1-3 に示した。  
 
表 4-1-3 「本校の今後の相談・支援に何を期待しますか」に対する回答結果  
 
「具体的な支援方法を聞いて実践した後、子どもの様子を見てもらい、また
次の段階へとステップできるよう継続してほしい」「子どもたちは日々成長し
ているので、学期毎に次のステップへの助言がほしい」など「継続的な相談」
を希望する内容が 7 校園からあった。「集団生活の中においての支援方法を更
に具体的に知りたい」「細かい支援を具体的に教えてほしい」など、「具体的
な支援方法や関わり方」について希望する内容が 7 校園からあった。  
３）他の児童への効果  
「今年度の相談・支援でクラスにいる他の気になる子どもの支援に役立つこ
とはありましたか。それはどんなことでしょうか」の問いに対する回答のキー
ワードを表 4-1-4 に示した。  
「気になる子の内面（何に困っているのか）を知ることで、他の児童の内面
も知ろうとするようになった」「生徒の気になる行動の捉え方を、コンサルテ
ーションで得られた知識を活用して理解するようになり、他の子どもにも支援  
キーワード 回答数
継続的な相談 7
具体的な支援方法や関わり方 7
実態把握 3
校内支援体制の整備 1
現状のコンサルテーションで満足 1
職員の専門性の向上 1
実践例の紹介 1
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表 4-1-4 「今年度の相談・支援でクラスにいる他の気になる子どもの支援に役立つこと  
はありましたか。それはどんなことでしょうか」に対する回答結果  
 
を行うことができている」「児童理解を深めるための教師の意識が変革できた」  
など「教師の子どもへの見方の変容による効果」の内容が 5 校園からあった。
「発達障害の特性や対応を教えてもらったことで、声かけや教材の提示方法な
ど、他児への指導にも活かすことができた」「写真、見本、ジェスチャーをす
ることで他児の理解も高まった気がする」「具体物を使って指導すると、理解
しやすいことが多くなった」など、「指示の仕方、教材の提示など、支援方法
の工夫による効果」の内容が 4 校園からあった。「子どもにとってよい関わり
方や遊びを教えてもらい、保育に活かせた」「不適切な行動をした時は反応せ
ず、理解し行動できたらほめるように関わるようになった」など「教師の子ど
もへの関わり方の変容による効果」の内容が 4 校園からあった。  
 
Ⅳ．考察
本研究では、学校等へのコンサルテーションがどのように機能しているのか
についての調査を行った。調査結果には肯定的な内容が多かった。しかし、本
調査はコンサルティである学校等がコンサルタントである特別支援学校のコー
ディネーターによるコンサルテーションを評価する形式であるため、学校等が
コンサルテーションをマイナス評価しにくい傾向があることを考慮する必要が
ある。そのため、選択肢の「少しできた」等の回答を肯定的評価として判断す
ることは慎重に行うべきと考え、「大いにできた」等の割合を肯定的評価の基
準として考察することとした。  
キーワード 回答数
教師の子どもへの見方の変容による効果 5
指示の仕方、教材の提示など、支援方法の工夫による効果 4
教師の子どもへの関わり方の変容による効果 4
特性が似ている子どもへの効果 2
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本調査で、子どもの現在の発達等の状態を大いに理解できたという回答が
87.9％あり、子どもの背景情報などから子どものことが大いに理解できたとい
う回答が66.7％あった。このことは、学校等の教員が子どもの実態を把握する
ことにおいて、赤穂特別支援学校のコンサルテーションが効果的に機能してい
ると考えられる。また、教師間の共通理解や情報共有が大いにできたという回
答が75.8%あり、対象の子どもの状態等の情報を校内の職員が共通理解すること
についても効果的に機能していると考えられる。赤穂特別支援学校では、心理
検査実施によるアセスメントを行った子どもに対して、サポートプランという
子どもの発達等の状態と支援方法を示した報告書を保護者・学校等に提供して
いる（井上・井澤・後上ら,2012）。自由記述の回答にも、特別支援学校のコン
サルテーションに期待していたものについて、「子どもの実態把握」「発達の
状態」「児童の行動に裏にあるものの解明」など実態把握に関する記述が多く
あり、学校等にとって、子どもの発達や行動特性等の実態把握を重要に考え、
専門の立場からの助言や情報を求めていた。後上（ 2010）は、学校コンサルテ
ーションの役割の一つは、コンサルティに子どもの見方や課題の整理の仕方に
ついて、新しい視点を提供することであると述べている。本調査結果での実態
把握に関する項目の評価の高さは、子どもの観察と助言に加え、サポートプラ
ンによる詳細な情報提供を行っている赤穂特別支援学校の特色のあるコンサル
テーション方法が学校等のニーズと一致していたと考えられる。そのことによ
り、学校等のコーディネーターや担任等に子どもの見方や行動の裏にある課題
に対して、新しい視点を提供しているのではないかと推測できる。  
校内支援体制を整えることに大いに役立ったという回答が 60.6%あった。こ
のことは、半数以上の学校等において、管理職やコーディネーターを含めた校
内支援体制の構築に効果があったことを示している。一方、個別の指導計画や
個別の支援計画の作成に大いに活用できたという回答は 42.4%であり、あまり
活用できなかったとの回答も１校園（3％）あった。赤穂特別支援学校のコンサ
ルテーションが学校等の状況によっては、個別の指導計画の作成にあまり活か
されなかったということを示している。安塚・京林（2007）は個別の指導計画
の活用は特別支援学校が有する「子ども一人ひとりの見方」や「目標や課題設
定の仕方」といったノウハウが発揮できる有効な支援方法であると述べており、
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学校等に個別の指導計画・個別の支援計画を作成・活用を促すためのコンサル
テーションのあり方については、今後さらなる検討が必要である。  
子どもへの発問や教材の活用等日々の授業に大いに活用できたとの回答が
54.5%あり、子どもへの関わり方が大いに変わったとの回答が 42.4%あった。赤
穂特別支援学校のコンサルテーションを受けた学校等の半数以上が、指示の工
夫や教材の工夫を行っていると考えられ、特別支援学校のコーディネーターに
よる助言等が具体的であったことを示している。自由記述の回答にもコンサル
テーションに期待していたものに「子どもへの具体的な関わり方」「集団生活
の中においての支援方法を更に具体的に知りたい」「細かい支援を具体的に教
えてほしい」など指導・支援の方法に関することが多かった。このことは、安
塚・京林（2007）が保育所・幼稚園へ行ったニーズ調査で「指導方法のアドバ
イス」が一番多かったことと一致しており、指導・支援の方法に関する具体的
なアドバイスが、学校等でもっともニーズが高いものであると考えられる。  
授業時間内での子どもの気になる学習課題や行動が大いに変わったとの回答
は 18.2%であり、少し変わったとの回答は 69.7%であった。友達関係や業間や昼
休みの様子、給食時間等での行動等が大いに改善したとの回答については
18.2%であり、少し改善したが 66.7%あった。これらの結果から、多くの学校等
では、コンサルテーションを受けながら子どもの共通理解の基に、支援体制を
整えて取組んでいるものの、子どもの学習面や行動面の改善については大きな
効果が出てないことが推測できる。  
保護者との連携について、保護者と協働して子どもの教育を大いに進めるこ
とができたとの回答は 30.3%あったが、あまり進めることができなかったとの
回答も 15.2%あった。親子関係や家庭での生活が大いに変わったとの回答が
18.2%であり、あまり変わらなかった、まったく変わっていないとの回答が合わ
せて 21.2％あった。この結果から、赤穂特別支援学校のコンサルテーションが、
学校等と保護者との協働した支援を行うことへ多少の効果があるが、保護者の
変容に関してはあまり効果がなかったと予測できる。  
本調査結果から、学校等が現在の課題を解決するため、子どもの実態把握と
具体的な指導・支援の方法を特別支援学校のコンサルテーションに求め、コン
サルタントである赤穂特別支援学校のコーディネーターが具体的な助言を行う
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ことにより、子どもの実態把握、校内の共通理解、支援体制の整備、具体的支
援については一定の効果があることが示された。しかし、子どもの行動の変容、
保護者の変容については、学校コンサルテーションの効果が高くないことも示
された。この理由として、赤穂特別支援学校のコンサルテーションが、学校等
のニーズが高い具体的支援方法や子どもの実態把握に関する助言や情報を主と
して提供するスタイルであったと考えられる。そのため、長期的な視点に立っ
た指導計画の作成や子どもの状態の変化に対応しながら効果的な指導を行うた
めの教師の力量の向上にはつながりにくかったことが推測できる。また、学校
等が今後特別支援学校のコンサルテーションに期待することについても、具体
的な支援方法のアドバイスと継続的な相談が多く、即効性のあるコンサルテー
ションを継続的に求めるといった、赤穂特別支援学校への依存傾向があると考
えられる。松村・大内・笹本ら (2008)は、特別支援学校のセンター的機能の意
義について、学校全体として、障害のある子どもへの教育的機能が高まるよう
な支援のあり方を工夫する必要があると述べている。そして後上（ 2010）は、
学校コンサルテーションの意義として、学校内の様々な課題を教師集団が自ら
解決していく力量を育てることであると述べており、コンサルタントである特
別支援学校の姿勢のあり方に言及している。自由記述に、コンサルテーション
による教師の子どもへの見方の改善、支援方法の工夫、教師の関わり方の変化
によって、コンサルテーションの対象児以外の子どもへ効果があったことも示
されている。そのような教師の見方の変化や創意工夫への効果が現れているこ
とは、コンサルテーション方法のさらなる工夫により、学校の教師集団の意識
の改善や力量の向上へ繋がることが期待できる。例えば、特別支援学校で行わ
れている一人の事例について課題を分析して全職員で具体的な支援を検討する
ようなコンサルテーションや心理検査の解釈の方法を研修しながら、子どもの
状態と支援方法をグループで検討するコンサルテーションなどが考えられる。
加えて、長期的な視点に立った個別の指導計画作成への助言や特別支援学校の
コーディネーターと学校等のコーディネーター・担任教師等が協働でサポート
プランを作成することも考えられる。今後は、赤穂特別支援学校として、調査
結果を基に改善された学校コンサルテーションの取組を継続し、その成果と課
題により、コンサルテーションの在り方についてさらなる検討をする必要があ
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ろう。  
 
※注．本研究の一部は、井上和久・後上鐵夫・井澤信三（ 2013）特別支援学校のセンター
的機能としての学校コンサルテーションの効果についての一考察－兵庫県立赤穂特別支
援学校の取組を通して－：発達障害研究， 21（ 3）， 168－ 177．に掲載されている。  
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研究Ⅳ 兵庫県立赤穂特別支援学校が作成した子ども・保護者・学校等への支
援ツール「サポートプラン」の効果  
 
Ⅰ．はじめに  
１．兵庫県立赤穂特別支援学校のセンター的機能としてのサポートプランによ
る取組の実際  
渥美・後上・笹森ら(2008)は、保護者が我が子の発達に不安を感じた時、身
近な場所に、いつでも安心して早期からの相談ができるシステムが整っている
ことが重要であると述べている。特別支援学校学習指導要領（文部科学省 ,2010）
においても、地域の実態や家庭の要請等により保護者等に対して教育相談を行
うことと示されている。特別支援学校を対象にした笹森・後上・久保山ら (2010)
の調査では、多くの特別支援学校が障害の理解や保護者学習会等、保護者への
支援を行っており、発達検査の実施やアセスメントについての支援を行ってい
る学校も多かった。  
兵庫県立赤穂特別支援学校では、相談室（ふらっと・あいルーム）を設置し
て、保護者・子ども、保育所・幼稚園・小学校・中学校（以下、学校園と略す）、
高等学校の教員への早期からの教育相談を行っている。具体的には、相談室で
の教育相談（平成 22年度のべ 722件）、学校園、高等学校への巡回によるコンサ
ルテーション（平成 22年度のべ120回）であり、アセスメントを行った子どもに
対して、サポートプランという子どもの発達等の状態と支援方法を示した報告
書を作成し、保護者や学校園に提供している。サポートプランは、保護者が子
どもの状態を理解して家庭での配慮・支援に活用すること、学校園、高等学校
で個別の指導計画を作成する上で実態把握のための補助資料や具体的な支援へ
の参考にすることを目的としている。  
図 4-2-1 にサポートプラン提供の流れを示した。初回の相談で保護者等から
の聞き取りと子どもの行動観察を行う。そして保護者へのアドバイスと共に詳
細なアセスメントの方法を保護者に提案する。 2 回目以降の相談では保護者の
希望により、心理検査、学校園、高等学校での観察等を経て、サポートプラン
を作成する。心理検査は、子どもの年齢や発達の状態に応じて、新版 K 式発達
検査、WISC－Ⅲ知能検査等を実施している。サポートプランは保護者へ説明の
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上、提供し、依頼により学校園、高等学校へ提供する。発達等により子どもの
状態が変化するなどした場合は、心理検査等のアセスメントを再度行い、新し
く作成し提供している。  
 
 
図 4-2-1 サポートプラン提供の流れ  
 
２．サポートプランの作成と改善に関する筆者らの試み  
城間・緒方(2011)は、特別支援教育が、一人一人のニーズに応える教育であ
るという視点に立つならば、子どもの実態を的確に把握しアセスメントしてい
くことがその出発点になっていくと述べている。また、藤田（ 2011）は、支援
の現場では、子どもの発達に関するアセスメントに加え、家族の願いを傾聴し
ながら受容し、家族の状況やニーズを整理した上で日々の発達支援や家族支援
につなげていくことが重要であると述べている。筆者らは、平成 17 年に、保護
者にとってわかりやすいアセスメント報告書の作成を試みた。当時のアセスメ
ントは、保護者からの情報の聞き取り、相談室での行動観察、チェックリスト
や教材等を使った発達のチェックにより行った。それらによる子どもの状態と
家庭で取り組める支援を簡潔に示し、サポートプランとして提供を始めた。そ
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の後、学校園への巡回相談のニーズ増加と共に、学校園で適切な支援を行うた
め、子どもの詳細な実態把握が必要となり、心理検査を実施するようになった。
筆者らは、サポートプランを、実施した検査の結果とそれに基づいた具体的な
支援方法の例を挙げる様式に改訂した。  
 西岡・井上・土居 (2009）らは、サポートプランの活用状況やその有用性を
明らかにし、サポートプランの改訂を行うこととした。平成 20 年に、支援地
域である赤穂市、相生市全域の学校園、高等学校に質問紙調査を実施すると共
にサポートプランを提供した担任からの聞き取り調査を行った。その結果、サ
ポートプランが、「子どもの状態の理解」「子どもの見方や対応方法の変化」
「子どもへの具体的な指導」「支援ツールや教材作り等の参考」に役立つこと
が示唆されたが、一方、「通常学級など集団でできる内容」や「提供後のフォ
ローアップ」に関する課題も示された。これらの調査結果から、サポートプラ
ンの様式及び内容の改訂を行った。   
西岡・井上・土居 (2009）により改訂したサポートプランの様式例を図 4-2-2
に示した。サポートプランは、保護者・学校園、高等学校からの情報、検査等
の結果、総合所見を記載した『子どもの状態について』の欄と、集団場面での
支援と個別指導や家庭などでの支援の例を具体的に示した『支援について』の
二つの欄から構成されており、 A4 用紙 3～5 枚に示して提供している。  
平成 21 年 4 月から平成 23 年 3 月にかけて、サポートプランを 139 人（平成
21 年度 84 人、平成 22 年度 55 人）の保護者に提供した。そのうち学校園に在
籍している 117 ケースについて保護者の希望があり提供した。種別ごとの内訳
としては、保育所が 10 ケース、幼稚園が 36 ケース、小学校が 66 ケース、中学
校が 5 ケースであった。高等学校はなかった。検査の実施及びサポートプラン
の作成は、特別支援教育士等の資格を有し、大学等への長期派遣研修の経験が
あり、民間の心理検査講習会を修了した者が行った。  
 
３．研究の目的  
サポートプランは、家庭と子どもの在籍する学校園とが子どもの発達の状態
に関する情報を共有し、共通理解した上で配慮や支援を行っていくツールとし
ての役割があると考えている。また、サポートプランを基にして学校園への巡  
76 
 
○○さんのサポートプラン  
 
                                  担当        
子どもの状態について（△△幼稚園 4歳児） 
保護者・幼稚園からの情報 
 ・一人遊びが多く、友だちと関わることが難しい。 
 ・行動の切り替えが難しい。興味のない活動に参加しようとしない。 
 ・オウム返しが多く、コミュニケーションが取りにくい。 
 
➢検査時の様子 
・３０分程度椅子に座り、指示に従って取り組むことができました。 
 ・積み木を組み立てるような課題は、得意そうにしていました。 
検査結果 
新版Ｋ式発達検査〔平成○○年○月○日（４才△ヵ月）〕 
認知適応の状態 
＊目で見た物を理解し、分けたり組み立てたりすることができます。 
・見本の形を記憶し、積木を組み合わせて階段の形を作ることができました。 
・4つの積木を合わせて模様を形作ることはとても得意でした。 
 
 ・物の用途（鉛筆は書くものなど）をことばで説明することは難しいです。 
＊経験したことや一般的事実、場面状況について、質問を聞き、考えたことを言葉で説明することは
苦手です。 
・『もしバスに乗り遅れたらどうしたらよいか』などの質問に答えることが難しかったです。 
総合所見 
 本児の中では、見たものを理解することや記憶することは得意と思われ、立体を構成する力、名称や
数の理解も高いと思われます。一方、言葉の意味を理解する力、言葉で考えて表現する力は弱く、身体
イメージや他者の表情を理解する力も弱いところと思われます。 
そのため、本児の困難さとして、特定の物への興味・関心の偏り、人への関心の希薄さが考えられま
す。 
これらのことから、家庭や幼稚園では、言葉に加え、絵図などの視覚的な支援も使って理解を促すこと
が大切です。また自分の気持ちを簡単な言葉で表現する力を身につけていくことが大切になります。 
支援について 
※ 幼稚園や家庭では以下のような支援が考えられます。 
 １ 言葉かけの仕方を工夫しましょう。 
  ① 言葉で指示をする時は本児の注意を促して（アイコンタクトを心がける）からしましょう。 
② 何を尋ねられているか、どう答えたらよいかがわかるように聞きましょう。 
   （例）「幼稚園で何したの？」 
    →「今日幼稚園で何の歌を歌ったの？」「○○の歌？▽▽の歌？」 
     「楽しかった？」（楽しい表情や身振りをつけながら） 
③ 人の感情など目に見えにくいもの、ことばで表現されていない場の状況などを理解させる言葉
かけをしましょう。 
・理解できていないと思われた時には、具体的に言葉で伝えましょう。 
   （例）「○○さんは△△できて喜んでいるんだよ」 
「○○したから△△になったんだよ。だから次は□□するよ」 
 
 ２ ほめながら行動（気持ち）を切り替える力を身につけていきましょう。 
  ① 幼稚園でのルール（絵本のときは最後まで座って見る、決まったところに片付けるなど）を分
かりやすく教えていきましょう。 
② やめにくい遊びなどには事前に簡単な約束をしてから始めましょう。 
『時計の針がここに来たらおしまい』『時計が鳴ったらおしまい』 
『○回したら（数えたら）終わり』など 
・『やめる』ことを強調せず、次の活動を伝えましょう。 
 『家に帰ったら○○しようね』など 
・時間に余裕を持って段階的に言葉がけをしたり、片付けを手伝ったりしましょう。 
③ 参加しづらい活動の場合には、あらかじめ約束をしたり見通しを持ちやすいように、流れや時
間を示したりして、本児と確認した上で短時間から参加しましょう。 
＊ できたらすぐにほめ、大人の言うことを聞けばほめられていい気持ちになる体験をしながらす
べきことを少しずつ意識させていきましょう。 
 
 
図 4-2-2 サポートプランの様式例 
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回相談や担任教師への助言等を行うことで、学校コンサルテーションの効果的
なツールとしての役割もあると考える。また、特別な支援が必要な子どもへ効
果的な支援を行うためには、指導・支援の主体である学校園が、提供されたサ
ポートプランを参考にしながら個別の指導計画を作成し、それぞれの保育や教
育場面に応じた、より効果的な指導・支援を行うことも重要である。  
そこで本研究では、平成 21 年度から 2 年間にわたり、改訂したサポートプラ
ンが学校園でどのように機能しているのかを調査し、その活用状況及び有用性
を検討することとした。具体的には、 1 回目の調査については、改訂したサポ
ートプランが学校園でどのように役立ったのかを探ることとし、 2 回目の調査
では、サポートプランの内容に関する学校園の評価、担任等によるサポートプ
ランの活用の状況と子どもの変容効果等を探ることとした。  
 
Ⅱ．方法  
１．調査対象  
赤穂市・相生市の全ての認可保育所、公立・私立幼稚園、公立小学校・中学
校・高等学校（全日制課程と定時制課程）の内、相談・連携等により関係のあ
った学校園、高等学校を対象にした。調査の対象は、1 回目が 54 箇所（保育所
10、幼稚園 17、小学校 15、中学校７、高等学校 5）で、2 回目は 53 箇所（保育
所 10、幼稚園 16、小学校 15、中学校７、高等学校 5）であった。2 回目の調査
対象は 1 回目と同じであったが、2 回目の調査で、平成 22 年度に相談・連携等
の関係のなかった私立幼稚園 1 園を対象から外した。  
 
２．調査期間及び調査手続き  
本調査の調査期間は、 1 回目が平成 22 年 2 月中旬～3 月初旬、 2 回目が平成
23 年 3 月初旬～3 月下旬であり、郵送法による質問紙調査を実施した。学校名・
記入者名は無記名で行い、返信用封筒を同封し回収した。  
 
３．アンケート調査の内容と整理の仕方（資料 3 参照）  
本調査では、兵庫県立赤穂特別支援学校が学校園、高等学校に行った支援の
状況を明らかにするために、サポートプランについての項目と学校園、高等学
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校への訪問支援の項目を設けた。サポートプランの項目については、サポート
プランを提供した学校園、高等学校のみが回答する旨をアンケート用紙に記し
た。本研究ではサポートプランの項目について分析と検討を行うこととした。  
1 回目の調査項目は、サポートプランがどのように役だったのかについて、
選択によるもの 9 項目であった。回答の選択肢は「そう思う」「どちらかと言え
ばそう思う」「どちらかと言えばそう思わない」「そう思わない」の 4 件法で行
った。サポートプランに関する感想等と、今後の希望という２項目について、
自由に記述する欄を設けた。  
2 回目の調査項目は、サポートプランの内容に対する学校園の評価・担任等
による活用状況・子どもの変容等について、選択によるもの 8 項目であった。
回答はそれぞれの選択肢により、 4 件法で行った。  
調査結果については、 2 回の検査結果の項目を「子どもの実態把握と学校園
での支援体制作りに関する項目」「『支援について』の欄の支援方法及び関わり
や指導においての使いやすさに関する項目」「保育や授業計画、教材づくり、個
別の指導・支援計画に関する項目」「職員への心理的効果、保護者との連携に関
する項目」「子どもの変容、教師によるサポートプランの改良・作成に関する項
目」の６つのカテゴリーに分け、数と割合を前述の表に示し、分析・検討を行
った。  
 
４．対象としたサポートプラン  
対象としたサポートプランは、西岡・井上・土居 (2009）により改訂した様式
とし、平成 21 年度、平成 22 年度に保護者及び学校園に提供したものとした。  
 
５．回収数と回収率  
1 回目の回収数は 45 箇所（保育所 10、幼稚園 14、小学校 13、中学校 6、高
等学校 2）で、回収率は 83．3％、２回目の回収数は 38 箇所（保育所 6、幼稚
園 12、小学校 12、中学校３、高等学校２、未記入３）で、回収率は 71．6％で
あった。  
回収したアンケートの内、サポートプランの項目を回答した学校園は 1 回目
33 箇所（保育所 8、幼稚園 11、小学校 11、中学校３）、2 回目 21 箇所（保育所
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１、幼稚園 9、小学校 9、中学校 2）であった。高等学校からの回答はなかった。
1 回目の中学校、 2 回目の保育所と中学校の回答数が少ないため、本研究では、
学校園をまとまった群として分析を行った。  
 
６．回答者  
1 回目のアンケートの記入者は管理職が 22 人、特別支援教育コーディネータ
ーが 21 人、特別支援学級の担任（特別支援教育コーディネーター兼任を除く）
が 2 人であった。2 回目のアンケートの記入者は管理職が 12 人、特別支援教育
コーディネーターが 15 人、特別支援学級の担任が（特別支援教育コーディネー
ター兼任を除く）が 6 人、養護教諭が 1 人、その他が 1 人、未記入が 3 人であ
った。  
 
Ⅲ．結果と考察  
１．子どもの実態把握と学校園での支援体制作りについて  
サポートプランによる子どもの実態把握・職員間の共通理解、学校園での支
援体制作りに関する項目の結果を表 4-2-1 に示した。  
 
表 4-2-1 子どもの実態把握と学校園での支援体制作りに関する項目結果  
 
１回目項目
そう思う どちらかと言え
ばそう思う
どちらかと言え
ばそう思わない
そう思わない 未記入
32(97%) 1(3%) 0( 0%) 0( 0%) 0( 0%)
そう思う どちらかと言え
ばそう思う
どちらかと言え
ばそう思わない
そう思わない 未記入
30(91%) 3(9%) 0( 0%) 0( 0%) 0( 0%)
そう思う どちらかと言え
ばそう思う
どちらかと言え
ばそう思わない
そう思わない 未記入
19(58%) 11(33%) 1(3%) 0( 0%) 2(6%)
２回目項目
とても合ってい
た
合っていた あまり合ってい
なかった
まったく合って
いなかった
未記入
10(48%) 11(52%) 0( 0%) 0( 0%) 0( 0%)
大いに活用して
いる
ときどき活用し
ている
ほとんど活用し
たことがない
まったく活用し
たことがない
未記入
4(19%) 11(52%) 6(29%) 0( 0%) 0( 0%)
実態把握に役立ったか
職員間の共通理解に役立ったか
サポートプランは子どもの実態に合っていま
したか
支援体制づくりに役立ったか
サポートプランを校内委員会や職員研修で資
料等に活用されたことがありますか
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子どもの実態把握及び学校園での共通理解について、「子どもの実態把握に役
立ったか」の問いに対して、「そう思う」の回答が 32 校園（97％）、「どちらか
と言えばそう思う」の回答 1 校園(3%)であり、「サポートプランが子どもの実態
に合っていましたか」の問いに対して、「とても合っていた」10 校園(48%)、「合
っていた」11 校園 (52%)で、全学校園を占めた。自由記述でも「子どもの実態
把握、関わり方に役立っている」と書かれており、サポートプランの『子ども
の状態について』の欄の内容が、子どもの実態に合っており、学校園において
子どもの実態把握に役立っているとの回答を得た。この理由としては、サポー
トプランの様式に、保護者や学校園からの情報、心理検査の結果等から、総合
所見を設けることで、子どもの状態がわかりやすく示され、読み手側が理解し
やすくなったと考えられる。  
「職員間の共通理解に役立ったか」の問いに対して、「そう思う」の回答が
30 校園（91%）あり、「どちらかと言えばそう思う」の回答 3 校園 (9%)あった。
また、「サポートプランを校内委員会や職員研修で資料等に活用されたことがあ
りますか」の問いに対して、「大いに活用している」4 校園(19%)、「時々活用し
ている」11 校園(52%)で、「ほとんど活用したことがない」の回答は 6 校園（29％）
であった。これらの結果から、サポートプランが学校園での子どもの状態や支
援のあり方を共通理解するためのツールとしてある程度有用であることが示さ
れた。一方、学校園での活用状況については、 30％で活用されていないという
課題も見えた。     
「支援体制作りに役立ったか」の問いに対して「そう思う」が 19 校園（58%）、
「どちらかと言えばそう思う」が 11 校園（ 33%）であり、「どちらかと言えばそ
う思わない」の回答が１校園あった。自由記述にも「サポートプランの支援を
全職員が意識するまでには至っていない」という意見もあった。  
これらの結果から、サポートプランが学校園で子どもの実態把握に役立ち、
半数以上の学校園の職員間で活用され、支援体制作りに役立っていた。その一
方、学校園内全体の共通理解のために十分に活用されていない実態もあり、職
員全体への浸透については、サポートプランだけでは限界があることもうかが
えた。  
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２．「支援について」の欄の保育や授業での活用のしやすさについて  
 サポートプランの「支援について」の欄の内容において、子どもへの関わり
や学校園での使いやすさ等に関する項目の結果を表 4-2-2 に示した。  
 
表 4-2-2 「支援について」の欄の支援方法及び関わりや指導においての使いやすさに関  
する項目結果  
 
「支援方法が具体的でしたか」の問いに対して、「とても具体的だった」が 9
校園(43%)、「具体的だった」が 11 校園(52%)であり、「あまり具体的ではなかっ
た」が 1 校園(5%)であった。サポートプランの支援方法が、具体的であると評
価されていることが示された。自由記述においても「支援について、図や具体
的な言葉で示しているので、支援の仕方がわかりやすく、そのまま保育に取り
入れて活用している」と書かれており、調査結果を裏付けている。また、「直接
説明が受けられるので、とてもわかりやすい」「園に来てもらって説明しても
らえるのでわかりやすい」という感想もあり、学校園の担任等に説明をして提
供していることがサポートプランの理解をより深めていることがわかった。ま
た、「サポートプランをもらえるだけでなく、そこまでの過程において、多方
面において子どもの発達・見方について具体的に指導してもらえることがあり
がたい」という感想もあり、学校園へのコンサルテーションとサポートプラン
の組合せが、学校園での子どもへの支援にとってより効果があると推測される。
「集団の中で使いやすかったですか」の問いに対して、「とても使いやすかった」
１回目項目
そう思う どちらかと言え
ばそう思う
どちらかと言え
ばそう思わない
そう思わない 未記入
31(94%) 2(6%) 0( 0%) 0( 0%) 0( 0%)
２回目項目
とても具体的
だった
具体的だった あまり具体的で
はなかった
具体的ではな
かった
未記入
9(43%) 11(52%) 1( 5%) 0( 0%) 0( 0%)
とても使いやす
かった
使いやすかった あまり使いやす
くなかった
使いにくかった 未記入
5(24%) 13(62%) 1( 5%) 0( 0%) 2( 9%)
支援方法が具体的でしたか
集団活動の中で使いやすかったですか
子どもへの関わり方に役立ったか
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5 校園(24%)、「使いやすかった」 13 校園(62%)であった。「あまり使いやすくな
かった」が 1 校園 (5%)であり、サポートプランがほとんどの学校園にとって使
いやすいものになっていることが示された。また、「子どもへの関わり方に役立
ったか」の問いに対して、「そう思う」が 31 校園（94%）、「どちらかと言えばそ
う思う」が 2 校園 (6%)あった。自由記述で「自分の気付かないことがわかり、
子どもへの関わりに大変役立った」と書かれており、サポートプランの「支援
について」の内容が、学校園の担任等の子どもへ適切な関わりを行うための参
考になっていることが示された。  
西岡・井上・土居（ 2009）が行った調査では、サポートプランへの今後の要
望として「通常学級（集団）でできる内容」「多くの指導の具体例」があった。
本調査の結果から、改良を行ったサポートプランによる通常学級できる支援の
具体例の記載が、通常の学級や集団での活動に役に立ちやすいものになってい
ることが推測できる。  
 
３．保育や授業計画での活用と個別の指導計画での活用について  
 サポートプランによる、保育や授業づくり、教材づくり、個別の指導計画や
個別の支援計画作成への有用性に関する項目の結果を表 4-2-3 に示した。  
表 4-2-3 保育や授業づくり、教材づくり、個別の指導・支援計画に関する項目結果  
 
「保育や授業づくりに役立ったか」の問いに対して、「そう思う」の回答が
28 校園(85%)、「どちらかと言えばそう思う」の回答は 3 校園(9%)あった。「ど
ちらかと言えばそう思わない」の回答が１校園からあった。「教材づくりに役立
１回目項目
そう思う どちらかと言え
ばそう思う
どちらかと言え
ばそう思わない
そう思わない 未記入
28(88%) 3(9%) 1(3%) 0( 0%) 1(3%)
そう思う どちらかと言え
ばそう思う
どちらかと言え
ばそう思わない
そう思わない 未記入
19(58%) 11(33%) 1(3%) 1(3%) 1(3%)
そう思う どちらかと言え
ばそう思う
どちらかと言え
ばそう思わない
そう思わない 未記入
29(88%) 2(6%) 0( 0%) 0( 0%) 2(6%)
保育や授業づくりに役立ったか
教材作りに役立ったか
個別の指導計画・支援計画の作成に役立った
か
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ったか」の問いに対しては「そう思う」が 19 校園（58%）「どちらかと言えばそ
う思う」が 11 校園（ 33%）であった。一方、「どちらかと言えばそう思わない」
「そう思わない」の回答がそれぞれ１校園からあった。これらの結果から、サ
ポートプランが保育や授業づくりの参考として役立っており、教材づくりにあ
る程度活用されていると考えられる。しかし、「個々に合う教材よりも、全体
的に指導できる教材づくりの方に重点が置かれてしまう」といった感想や、「通
常学級の場で活用できる教材を教えて欲しい」といった意見もあり、サポート
プランの内容についての課題も見られた。  
「個別の指導計画や支援計画の作成に役立ったか」の問いに対して、「そう思
う」の回答がそれぞれ 29 校園(88%)あり、「どちらかと言えばそう思う」の回答
はそれぞれ 2 校園 (6%)あった。「どのように個別指導をしていけばよいかとても
よくわかった」「見通しを持った支援計画の作成ができた」の自由記述からも、
サポートプランが学校園での個別の支援計画や指導計画に活用されていること
が示された。  
これらの結果から、サポートプランの内容が、個別の(教育)支援計画や個別
の指導計画作成の参考や、保育や授業づくりのための参考資料としても一定の
役割を果たしていることが明らかになった。  
 
４．職員の心理的な支えと保護者との連携について  
 サポートプランの職員への心理面の支え、保護者との連携に関する項目の結
果を表 4-2-4 に示した。  
 
表 4-2-4 職員への心理効果や保護者との連携に関する項目結果  
１回目項目
そう思う どちらかと言え
ばそう思う
どちらかと言え
ばそう思わない
そう思わない 未記入
26(79%) 4(12%) 1(3%) 1(3%) 1(3%)
そう思う どちらかと言え
ばそう思う
どちらかと言え
ばそう思わない
そう思わない 未記入
26(79%) 6(18%) 0( 0%) 0( 0%) 1(3%)
２回目項目
定期的に話し合
いの場を持って
いる
数回話し合った
ことがある
ほとんど話し
合ったことがな
い
まったく考えて
いない
未記入
4(19%) 15(71%) 2(10%) 0( 0%) 0( 0%)
職員の心理面での支えになったか
保護者との連携に役立ったか
サポートプランをもとに保護者と話し合われ
ましたか
84 
 
「職員の心理面での支えになったか」の問いに対しては、「そう思う」の回答
が 26 校園(79%)あり、「どちらかと言えばそう思う」の回答は 4 校園(12%)あっ
た。「どちらかと言えばそう思わない」「そう思わない」の回答がそれぞれ１校
園からあった。 91％の園、小中学校で職員の心理面で何らかの支えになってい
るという結果が得られた。この理由として、サポートプランによって、子ども
の状態や支援の例が紙面で提供されることで、職員が子どもの指導支援を行う
上で安心したり、自信を持って対応できたりするなどの効果があったのではな
いかと推測できる。  
サポートプランのねらいは、保護者と学校園が子どもの状態を知り、連携し
ながら支援をするためのツールとしての役割を果たすことにある。「保護者との
連携に役立ったか」の問いに対して、「そう思う」の回答が 26 校園(79%)あり、
「どちらかと言えばそう思う」の回答はそれぞれ 6 校園(18%)あった。「サポー
トプランをもとに保護者と話し合われましたか」の問いに対して、「定期的に話
し合いを持っている」4 校園(19%)、「数回話し合ったことがある」15 校園(71%)
あった。「ほとんど話し合ったことがない」の回答は 2 校園(10%)であった。90％
の学校園でサポートプランを基に保護者と話し合いが行われており、サポート
プランが学校園と保護者との連携に役立っていると考えられる。また、「具体
的に書かれているので、保育する側も保護者の方もわかりやすく、とても役立
った。」というサポートプランの内容についての感想や、「保護者との対応の
中で、サポートプランで説明を受けた内容で話のきっかけを作りやすい」とい
ったサポートプランを連携のためのツールとして活用している学校園もあった。
一方、「保護者が家庭でうまく活用しているのか疑問だ」といった意見もあり、
サポートプランをうまく活用できていないと思われるものもあった。また、「サ
ポートプランに加え保護者との橋渡しをしてもらうことで、職員の心理面での
支えや、保護者との連携に役立ち感謝している」といった、相談スタイルから
の保護者連携の効果に関するものもあった。  
これらのことから、サポートプランが保護者との連携や家庭と学校園で共通
理解を行うツールとして活用されており、子どもの配慮や支援を行うための保
護者と学校園の共有ツールとして有用であると考えられる。  
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５．サポートプランによる子どもの変容と教師によるサポートプランの改良に
ついて  
サポートプラン活用による子どもの変容、教師によるサポートプランの改良、
教師による他児へのプランの作成に関する項目の結果を表 4-2-5 に示した。  
 
表 4-2-5 子どもの変容、教師によるサポートプランの改良等に関する項目結果  
 
「サポートプランの支援を活用することで子どもが変容しましたか」の問い
に対して、「とても変わった」 4 校園(19%)、「変わった」14 校園 (66%)であり、
「あまり変わらなかった」が 2 校園(9%)あった。18 校園(85%)の学校園で子ど
もの変容に効果が見られた。自由記述でも、「実際の授業にサポートプランに
よる支援をとり入れ、子どもが落ち着き始めた」「サポートプランを早期にい
ただけたことで、入学してきた生徒がトラブルも少なく集団活動できるように
なってきた」という効果が示されており、サポートプランを活用した配慮や指
導が子どもの学習や行動を変容させる効果があることが推測できる。また、「相
談した子の支援内容があてはまりそうな子に対して、同じような関わりをする
ことで、気になる子も少しずつ友だちの中に入っていけるようになった」とい
った自由記述もあり、サポートプランを活用した配慮や支援が他児へ効果があ
る可能性も見られた。  
「サポートプランを、あなたが使いやすいように改良されたことがあります
か」の問いに対して、「改良して使ったことがある」が 1 校園(5%)、「すこし改
良して使っている」が 12 校園(57%)、半数以上の学校園でサポートプランを改
２ 回 目 項 目
とても変わった 変わった あまり変わらな
かった
まったく変わら
なかった
未記入
4(19%) 14(66%) 2(10%) 0( 0%) 1( 5%)
改良して使った
ことがある
すこし改良して
使っている
改良の方法かわ
からなかった
改良しようとは
考えなかった
未記入
1( 5%) 12(57%) 7(33%) 1( 5%) 0( 0%)
いつも作成しよ
うとしている
作成したことが
ある
作成しようとし
たが出来なかっ
た
作成しようと考
えたことはない
未記入
1( 5%) 5(24%) 5(24%) 10(47%) 0( 0%)
サポートプランの支援を活用することで子ど
もが変容しましたか
サポートプランを、あなたが使いやすいよう
に改良されたことがありますか
サポートプランを参考に、他に支援を必要と
する子どものプランを作られたことがありま
すか
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良しながら活用している実態が示された。「改良の方法がわからなかった」の回
答が 7 校園（33％）あり、「改良しようと考えなかった」が 1 校園 (5%)あった。
また、「サポートプランを参考に、他に支援を必要とする子どものプランを作ら
れたことがありますか」の問いに対して、「いつも作成しようとしている」が 1
校園(5%)、「作成したことがある」 5 校園(24%)あり、6 校園(29%)で、担任等が
他の子どものサポートプランを作成していることがわかった。「作成しようとし
たが出来なかった」5 校園(25%)、「作成しようと考えたことがない」10 校園(50%)
あった。調査結果から、半数以上の学校園で担任等がサポートプランを改良し
ているが、他の子どものサポートプランを作成するまでには至っていないこと
が明らかになった。自由記述でも「サポートプランを見直した方がいいと思う
が、そのまま次の学年に引き継いでしまっている」といった感想があり、サポ
ートプランを改良することの困難さがうかがえた。この理由として三点推測さ
れる。一つめには、サポートプランを改良したり作成したりするためには多く
の時間が必要になり、他の児童生徒を抱える通常学級の担任教師が、一人の子
どもために行うことが困難であることが推測できる。二つめとして、サポート
プランを作成するためには、子どもの発達や障害等に関する一定の知識や経験
が必要になり、学校園の保育士・教師が自力で作成することが容易ではないと
いうことが推測できる。三つめとして、小中学校の通常学級や保育所等での個
別の教育支援計画や個別の指導計画の作成状況が不十分であり有効活用されて
いないことも推測できる。  
 
Ⅳ．まとめ  
本研究では、サポートプランが学校園でどのように機能しているのかを調査
し検討を行った。調査結果から、サポートプランが、子どもの状態像を表して
おり、担任等による子どもの実態把握や職員間の共通理解に役立っていること
が示された。また、サポートプランを基に担任等が保護者と話し合いを持った
りするなど、学校園と保護者の連携に活用されていることも示された。城間・
緒方(2011)は、関係する支援者間で子ども一人一人の情報を共有することが重
要であるとし、保護者を含めた支援者が、情報を正確に把握していくことが不
可欠であると述べている。このことから、サポートプランが、支援者と保護者
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が子どもの状態等の情報を共有するツールとして、一定の役割を果たしている
ことは、子どもに適切な対応をするために大きな意味があると思われる。  
サポートプランの『支援について』の欄について、示されている支援例が具
体的で、子どもへの適切な関わり方と通常学級や保育所・幼稚園での集団内で
の支援にも役立っていることが明らかになった。また、個別の指導計画や授業
づくりにおいても多くの学校園で活用されており、サポートプランを参考にし
た取組が、子どもの変容に一定の効果があることも明らかになった。これらの
結果から、「サポートプラン」が学校園の担任等にとって、特別な支援を要す
る子どもへの支援ツールとして幅広い用途においてその有用性が示されたと考
えられる。その背景として、サポートプランが作成されてから、子どもと保護
者のニーズ、学校園の感想や意見を取り入れながら改良を重ねてきたことがあ
げられる。改良と共に、サポートプランが子ども・保護者・学校園でツールと
しての機能をより高められてきたと考えられる。しかし、サポートプランが子
どもの変容等においてより機能するためには、サポートプランの提供を行った
後、担任等による実際的な支援へのコンサルテーションを行うなど、提供後の
フォローが重要であると考える。  
今回の調査の自由記述から多くの「大変ありがたい」との感想と共に、今後
について、「サポートプランを基にした園や家庭での支援法や課題に向けた取
組について教えてもらいたい」「サポートプランをもとに、明日からの具体的
な対応に生かすことを努めたい」という意見があった。今回の調査からも、サ
ポートプランを活用した学校園へのコンサルテーションによる効果と共に、保
護者や学校園のニーズの高まりも推測される。このことから、サポートプラン
と連動したコンサルテーションなど、活用方法の工夫による効果も期待できる。
その一方、学校園でサポートプランを改良したり他の子どものために作成した
りすることについては困難さがあることも示された。今後は、担任等と協働し
たサポートプランの作成、発達等の状態と支援例が示された一覧表等の開発、
さらに、サポートプランを活用するための実例集の作成やセミナーの開催など
の計画が必要となる。  
 本研究では、特別支援学校のセンター的機能としてのサポートプランについ
て検討を行った。調査結果から、サポートプランが保護者や保育所・幼稚園等
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が子どもの状態理解や支援への有効なツールとして活用されていることが示さ
れた。しかし、サポートプランのような支援ツールを効果的に活用し子どもへ
の支援を効果的に行うためには、できる限り早期に保護者等への相談を開始し、
必要な子どもへ早期から支援を行うことが重要であると考えられる。今後は、
特別支援学校がそのセンター的な機能を活用した早期からの支援について検討
を行う必要がある。  
 
※注．本研究の一部は、井上和久・井澤信三・後上鐡夫・西岡美智子（ 2012）兵庫県立赤
穂特別支援学校のセンター的機能としての改訂サポートプランの有用性：ＬＤ研究，21－
3， 370－ 381．に掲載されている。  
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研究Ⅴ 兵庫県立赤穂特別支援学校と保健・福祉機関が連携・構築した早期支
援システムの効果  
 
Ⅰ．はじめに  
発達障害の子どもを持つ保護者の受容の困難さについて、柳澤（ 2010）は、
保護者が、発達障害の可能性が疑われるわが子に対して、迅速に実際的な取組
を行うことができない背景には、発達障害という障害の気づきにくさ、発達障
害の子どもが示す特性を理解することの難しさが存在すると述べている。その
ため、支援の必要な子ども・保護者へ早期から相談や療育等の支援を実施する
ためには乳幼児健康診査と健康診査後フォローの役割が大きいと考えられる。
しかし、笹森・後上・久保山ら（ 2010）は、全国 168 市の保健センターに行っ
た調査結果から、常勤の保健師と心理職の配置が十分ではなく、健診事業を一
人の保健師が担わざるを得ない地域も多かったと述べている。そのため、早期
からの相談支援を充実するためには、市区町村の保健センターでの人的な整備
を進め、保健センターと保育所等との連携を密にする必要があるが、特別支援
学校が、センターとしての機能を活用して、障害児の相談支援の専門機関とし
て、乳幼児健診やその後のフォローに関わり早期支援の場を整備することも、
その一つの方法として考えられる。  
笹森・後上・久保山ら (2010)の調査では、多くの特別支援学校で乳幼児の子
どもの支援を行っており、保健センターでの乳幼児健康診査や親子教室等に参
加している学校もあった。また、第二章で筆者らが行った調査では、73.4％の
特別支援学校が就学前の乳幼児の来校相談を行っており、 47.1％の特別支援学
校が保健センターと連携していた。そして、第三章で筆者が行った面接調査に
おいても、面接を行った 12 校全ての特別支援学校が保健センターと連携してお
り、多くの特別支援学校が健康診査後のフォロー事業に関わっていた。これら
の調査結果から、多くの特別支援学校では、校内体制を整備しながら地域の特
別支援教育のセンターとしての機能を発揮し始めていると考えられる。しかし、
特別支援学校が保健機関等と連携した早期支援の取組やその効果について明ら
かにした研究は見られない。  
 そのため、本研究では、特別支援学校のセンターとしての機能と保健センタ
ー、療育機関が連携し、発達障害または発達障害の可能性のある子ども等（以
 90 
 
後、「特別な支援が必要な子ども」と称する）を早期に発見し、早期に相談を
開始し、早期に適切な支援につなげるシステム（以後、早期支援システムと称
する）を構築した取組について、そのプロセスと機能の有効性の検討を試みた。  
 
Ⅱ．方法  
１．対象  
赤穂市における、特別な支援が必要な子どもの発見から、療育等の支援に繋
げるための早期支援システムの体制を対象にした。  
 
２．研究の方法及び結果の分析方法  
１）早期支援システム構築におけるプロセスの分析  
早期支援システム構築におけるプロセスについて、平成 21 年 4 月に発足した
連絡会（詳細後述）の議事録により、「早期支援に係る課題の明確化」「課題解
決のための方向性の検討」「早期支援システム構築の具体的な取組」の３つのプ
ロセスに分けて分析を行った。  
２）早期支援システム構築前後の比較と保健センターでの相談等の推移の検討  
早期支援システム構築前の平成 18 年度と構築後の平成 22 年度について、「子
どもへの気づきや健診から支援までの流れと機能の状況」「保健センターでの就
学前の子どもの相談件数と内訳」「相談室に来室した赤穂市の就学前の子どもの
のべ相談件数、相談児の数と年齢別内訳」を比較・検討した。また、「保健セン
ターの乳幼児健診での要観察児の数と割合、主訴の内訳」「保健センターでのコ
ーディネーターによるのべ相談人数と初回相談時の年齢別内訳」「親子教室の状
況及びコーディネーターの参加回数」について、推移を分析・検討した。  
３）関係者へのインタビュー調査  
保健センター保健師 2 名、療育機関職員 2 名に対して、インタビュー調査を
行った。調査期間は平成 23 年 12 月中旬から下旬であった。インタビュー調査
は、筆者が保健センター及び療育機関を訪問して行った。面接時間は 1 人につ
き 20～30 分であった。質問項目は「特別支援学校との連携について」「保健セ
ンター、療育機関、特別支援学校担当者が連携することについて」「連絡会につ
いて」の 3 項目であった。関係者には、3 項目について自由に話してもらった。
結果については、インタビューの項目ごとに、「変化または効果」「課題と今後
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の対応」の 2 つのカテゴリー毎に、聞き取ったことを分析した。  
 
Ⅲ．結果  
１．システム構築以前の赤穂市における早期支援の概要  
赤穂市では、従来から乳幼児健康診査や健康診査後のフォローは保健センタ
ーが行っていた。健康診査後に継続的な観察が必要な子どもに対しては、親子
教室を月 1 回 2 時間（午前 10 時から 12 時まで）実施していた。親子教室では、
親子での自由遊び、絵本の読み聞かせ、親子のおやつの時間を設定し、保健師
等が保護者に子育てのアドバイスを行っていた。療育機関としては、市が行う
児童デイサービス事業「あしたば園」（以後、療育機関と称する）が設置され
ていた。療育内容としては、3 歳までの幼児対象に週 2 回、1 回 3 時間（午前 9
時 30 分～12 時 30 分）、保護者同伴で小集団の設定保育（幼児 9 名）を行い、
4 歳児 5 歳児には週 1 回 3 時間(午前 8 時 30 分～11 時 30 分)、幼児の小集団の
設定保育（幼児 6 名）と週 1 回 45 分、保育士による 1 対 1 の個別指導を行って
いた。また、必要な子どもには、理学療法や言語療法等を行っていた。保育所
や幼稚園での特別な支援が必要な子どもについては、加配保育士を配置し支援
を行っていた。  
支援体制の整備については、保健、福祉、教育関係者、保護者団体等による
障害者自立支援協議会児童部会を社会福祉課が設置し、障害児に対する幼児期
から青年期にわたる支援の在り方を検討していた。また、市内には兵庫県立赤
穂特別支援学校が設置されており、その中にある相談室で 3 名の特別支援教育
コーディネーター（以後、コーディネーターと称する）が、福祉・保健・教育
機関等と連携をしながら地域支援を行っていた。地域支援の内容としては、早
期からの教育相談「0 歳から高等学校卒業までの子ども、保護者、学校・園の
教師（保育士）等を対象とし、必要に応じて継続的な相談を実施」、保育所・
幼稚園・小学校・中学校への訪問による担任保育士・教師等へのコンサルテー
ション、職員研修会への講師派遣等であった。  
 
２．「特別な支援が必要な子どもの早期支援に係る連絡会」の設置  
赤穂市では、特別な支援が必要な子どもの早期支援に係る実際的な課題と具
体的な対応を検討するため、平成 21 年 4 月、保健センター、療育機関、特別支
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援学校の三つの機関の担当者による「特別な支援が必要な子どもの早期支援に
係る連絡会」（以後、連絡会と称する）を発足した。連絡会は会長（兵庫県立赤
穂特別支援学校長）、副会長（赤穂市保健センター所長、赤穂市障害福祉係長兼
療育事業管理責任者）、特別支援学校コーディネーター 2 名、保健センター保健
師 2 名、療育機関職員 2 名の 9 名で構成した。事務局は特別支援学校に置くこ
ととし、連絡会での実質的な協議は、会長、副会長を除いた 6 名の構成員で行
うこととした。  
連絡会は平成 21～22 年度に保健センターにて 14 回行った。協議の目的は、
早期支援に係る関係機関連携のあり方の検討と早期発見、早期支援のためのシ
ステムの構築であった。  
 
３．早期支援システム構築におけるプロセス  
１）早期支援に係る課題の明確化  
連絡会では、「早期発見から早期支援に係る課題の整理」「効果的な関係機関
連携のあり方の検討」「具体的な方法の検討」を行った。  
早期発見から早期支援に係る課題について、各機関から早期支援に係る課題
を出し合い、重要性と緊急性を考慮して「早期発見の課題」「保護者支援の課
題」「受け入れ側の課題」の 3 つの重点課題に整理した。  
「早期発見の課題」として、言語面や行動面の軽微な問題は、健康診査等で
発見しにくいことが挙げられた。また、乳幼児健康診査の問題として、健康診
査を行っている施設の構造上、複数の部屋で実施していることから、子どもの
十分な観察ができないことが挙げられた。加えて、健康診査を受ける子どもが
全体の 90％程度であることも挙げられた。また、保育所での気づきに関して、
保育士の経験や障害等の知識によって異なることも挙げられた。  
「保護者支援の課題」として、発達の遅れ等が軽度の場合、保護者が気づい
ていなかったり、受け入れにくかったりして、相談や療育等の支援を希望しな
い場合が多いことが挙げられた。保護者の養育力や対人関係に問題があり、保
護者自身が支援を必要とするケースがあることも挙げられた。  
「受け入れ側の課題」として、健康診査等で気づかれた子どもの保護者への
継続的な相談を行う機関がないため、子どもの発達を評価し療育が必要である
かの判断をすることが難しいことが挙げられた。また、保育所・幼稚園と療育
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機関との連携が十分にできていないことや、サポートファイル（家庭と学校等
や関係機関が、子どもの必要な情報を共有して支援するためのファイル）が未
整備なため、支援の継続が不十分であることが挙げられた。  
２）課題解決のための方向性の検討  
早期からの継続的な支援のため、3 つの課題解決に向けた方向性を検討し、4
つの方向性（「早期スクリーニングの質の向上」「保護者への相談・支援の充実」
「療育の充実」「支援の継続」）が出された。  
「早期スクリーニングの質の向上」として、できるだけ早期に子どもの発達
等の状態を把握し、保護者への相談を開始するために、乳幼児健康診査の質問
票の改善を行うこととした。次に健康診査で要観察や療育が必要と考えられた
子どもに対して、保健師による保護者への働きかけを行うとともに、コーディ
ネーターが保健センターでの相談等のフォローに協力していくこととした。そ
の他、保健センターの施設・設備の改善の必要性も挙げられた。  
「保護者への相談・支援の充実」としては、保健センター、療育機関、保育
所・幼稚園、相談室が連携して、保護者に対して相談するように働きかけたり、
必要に応じて相談を継続したりするようにした。  
「療育の充実」については、療育に携わる職員の研修の確保、専門職員の配
置、遊戯施設や個別指導室の整備などの必要性が挙げられた。  
「支援の継続」への取組としては、保育所等で作成されている個別の支援計
画を関係機関の情報共有のために有効に活用することを推進する、サポートフ
ァイルの作成を行うことが挙げられた。  
３）早期支援システム構築の具体的な取組  
早期支援システム構築の具体的な取組の一つ目として、発達障害のある幼児
の兆候（「他人が目に入らないぐらい執着するものはありますか」「道路に飛び
出すような危険な行動が度々ありますか」など 7 項目）を 3 歳児健康診査質問
票に加えることにより、乳幼児健康診査の場で保健師が保護者からの聞き取り
をしやすくした。二つ目は、健康診査後フォローについて、保健センターと特
別支援学校が協働した取組を行うこととした。具体的には、乳幼児健康診査で
要観察となり、保護者が子どもの発達に関する相談を希望した場合、特別支援
教育士、言語聴覚士等の資格を持つコーディネーターが、保健センターを訪問
して相談に応じることとした。また、要観察児と保護者のために保健センター
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が実施している親子教室にコーディネーターが特別支援学校の学校行事、命令
出張等がある場合を除き可能な範囲で参加して、子どもの観察と保護者の相談
を行うこととした。三つ目の取組として、乳幼児期から家庭と学校・園や関係
機関が必要な情報を共有して、支援を継続するために、サポートファイルの作
成を行うこととした。サポートファイルは平成 23 年度 4 月から保護者に提供を
開始し、平成 23 年度は 98 人に提供を行った。  
 
４．早期支援システム構築前後の比較と保健センターでの相談等の推移の検討  
１）平成 18 年度と平成 22 年度の早期発見・早期支援の流れと機能の状況  
早期支援システム構築前の平成 18 年度と構築後の平成 22 年度の子どもへの
気づきや健診から支援までの流れを、それぞれ図 4-3-1 と図 4-3-2 に示した。  
従来、子どもの発達等の総合的な把握や相談等の窓口は保健センターが中心
に行っていた。保護者が発達の遅れ等に気づいたり、乳幼児健康診査で要観察
となったりした子どもに対して、平成 18 年度には、保健師によるフォローと非
常勤の専門家の発達相談で運用していたが、平成 22 年度では、コーディネータ
ーが保健センターを訪問して、保護者の相談や子どもの観察を行い、継続的な
相談が必要な場合は保健センターと特別支援学校の相談室の二箇所で対応でき
るようにした。平成 18 年度、平成 22 年度ともに、保育所等での気になる子ど
もについては、保育所等から、保健センターや相談室の相談を紹介したり、コ
ーディネーターが保育所等の要請に応じて訪問し相談を行っていた。平成 22
年度では、観察が継続的に必要と思われる子どもについては、子どもの状態に
応じて親子教室を紹介する場合と相談室で継続的に観察と相談を行う二つのル
ートを利用できるようにした。また、親子教室にはコーディネーターが参加し
て、子どもの継続的な観察を行うこととした。経過観察により、療育が必要と
判断した子どもについては、保健センターを通して療育機関を紹介することと
した。加えて、療育を受けている子どもの保護者が継続的な相談を希望する場
合、相談室を紹介することとし、必要な子どもには、小学校入学後も相談を継
続することにした。  
平成 18 年度と平成 22 年度の保健センターでの就学前の子どもの相談件数と
その内訳を表 4-3-1 に示した。  
のべ相談件数は、平成 18 年度が 57 件、平成 22 年度が 34 件であった。コー  
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図 4-3-1 平成 18 年度の子どもへの気づきや健診から支援までの流れ  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-3-2 平成 22 年度の子どもへの気づきや健診から支援までの流れ  
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表 4-3-1 保健センターでの就学前の子どもの相談件数と内訳（件）  
 
ディネーターによる相談は、平成 18 年度は実施されていなかったが、平成 22 
年度は 34 件で、のべ相談件数の全てを占めた。療育機関利用後の相談について
は、療育機関から相談室を紹介するようにしたため、保健センターでの平成 22
年度の相談は 0 件であった。保育所等から保健センターに紹介された療育機関
を利用していない子どもの相談件数は、平成 18 年度は 16 件であったが、保育
所等から相談室への紹介やコーディネーターによる保育所等への巡回によるコ
ンサルテーションの増加により、平成 22 年度は 6 件に減少した。  
平成 18 年度と平成 22 年度、相談室に来室した赤穂市の就学前の子どものの
べ相談件数、相談児の数と年齢別内訳を表 4－3－2 に示した。  
 
表 4-3-2 相談室に来室した A 市の就学前の子どもののべ相談件数、相談児の数と年齢別
内訳  
 
平成 22 年度に相談室に来室した赤穂市の就学前の子どもは 58 名で、平成 18
年度と比較して 2.1 倍に増加した。年齢別内訳では、3 歳児が 22 名で、平成 18
年度と比較して 4.4 倍に増加している。 4 歳児が 16 名（2.0 倍）、 5 歳児が 15
名（1.7 倍）であり、増加した。  
来室した子どものうち保育所に通所している子どもは平成 18 年度が 5 名、平
成 22 年度が 8 名で、幼稚園に通園している子どもは平成 18 年度 13 名、平成
22 年度が 26 名であった。療育機関を利用している子どもは平成 18 年度が 20
 のべ相談
件数  
コーディネータ
ーによる相談  
療育利用して
いない在宅児
の相談  
療育機関利用
児の相談  
保育所・幼稚園児
の相談（療育機関
利用者を除く）  
平成 18 年度  57 0 36 5 16 
平成 22 年度  34 34 28 0 6 
 
のべ相談件数  
（人）  
相談児の数  
（人）  
初回相談時の年齢内訳（人）  
１歳  ２歳  ３歳  ４歳  ５歳  
18 年度  174 27 0 6 5 8 8 
22 年度  273 58 2 3 22 16 15 
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名、平成 22 年度が 30 名であった。親子教室を利用している子どもは平成 18
年度が 0 名で平成 22 年度が 5 名であった。  
２）早期支援システム構築前から構築後に係る保健センターでの健診及び健診
後フォローの状況  
平成 18 年度から平成 22 年度までの乳幼児健康診査での要観察児の数と健康
診査を受けた子どもに対する割合と主訴の内訳を表 4-3-3 に示した。  
 
 
表 4-3-3 乳幼児健康診査での要観察児の数と健康診査を受けた子どもに対する割合及び主訴の内訳（人） 
 
 1 歳 6 ヶ月児健康診査での要観察児について、連絡会が発足した平成 21 年
度以降の要観察児の割合は 13％を超え、増加傾向が見られた。 3 歳児健康診査
においては、一定の傾向は見られなかった。  
主訴の内訳では、平成 21 年度からの 1 歳 6 ヶ月児健康診査の言葉の理解・表
出の問題の割合が 11％を超えており、増加傾向が見られた。 3 歳児健康診査で
は、各項目とも年度ごとにばらつきが見られ、一定の傾向は見られなかった。  
保健センターでのコーディネーターによる平成 21 年度から平成 23 年度まで
の、のべ相談人数と初回相談時の年齢別内訳を表 4-3-4 に示した。  
コーディネーターによる相談を開始した平成 21年度ののべ相談人数は 7人で
あったが、平成 22 年度が 28 人、平成 23 年度は 48 人であり、相談人数の増加
が見られた。初回相談時の年齢では、平成 21 年度から平成 23 年度にかけて、1
歳児が 0 人から 7 人、2 歳児が 3 人から 16 人、3 歳児が 1 人から 18 人に増加し
た。 
 
 
18 年 度  19 年 度  20 年 度  21 年 度  22 年 度  
１歳 6 ヶ月児健診での要観察児 42(11.2%) 25(7.5%) 32(9.1%) 50(13.1%) 49(13.0%) 
言葉の理解・表出の問題  29(7.7%) 24(7.2%) 26(7.4%) 
45(11.8%
) 
43(11.4%
) 
行動面の問題  13(3.5%) 1(0.3%) 0(0.0%) 4(1.0%) 5(1.3%) 
その他  0(0.0%) 0(0.0%) 6(1.7%) 1(0.3%) 1(0.3%) 
3 歳児健診での要観察児  21(4.9%) 21(5.1%) 20(5.2%) 14(4.2%) 22(5.9%) 
言葉の理解・表出の問題  11(2.6%) 15(3.6%) 8(2.1%) 9(2.7%) 9(2.4%) 
行動面の問題  8(1.9%) 4(1.0%) 12(3.1%) 0(0.0%) 13(3.5%) 
その他  2(0.5%) 2(0.5%) 0(0.0%) 5(1.5%) 0(0.0%) 
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表 4-3-4 保健センターでのコーディネーターによる在宅児のべ相談件数、相談児の数と  
初回相談時の年齢別内訳  
 
保健センターが実施している年度ごとの親子教室の開催回数、参加親子の組
数、親子ののべ参加人数、コーディネーターの参加の回数を表 4-3-5 に示した。 
 
表 4-3-5 親子教室の状況及びコーディネーターの参加の回数  
 
のべ参加人数は平成 22 年度が 255 人、平成 23 年度が 228 人であり、システ
ム構築前の平成 20 年度以前と比較して増加した。コーディネーターの参加は早
期支援システム構築後の平成 22 年度が 16 回、平成 23 年度が 20 回であった。  
 
５．関係者へのインタビュー調査  
保健師、療育機関担当者へのインタビューの結果を表 4-3-6 に示した。 
インタビュー結果から、特別支援学校との連携についての主な効果として、
①複数の相談窓口と専門性の異なる複数の担当者による子どもの観察が可能に  
 
のべ相談件数 
（人）  
相談児の数  
（人）  
初回相談時の年齢内訳（人）  
１歳  ２歳  ３歳  ４歳  
21 年度  7 5 0 3 1 1 
22 年度  28 23 2 7 10 4 
23 年度  48 42 7 16 18 1 
 
開催回数（回） 
参加親子の  
組数（組）  
延べ参加人数
（人）  
コーディネーター
の参加回数 (回 ) 
18 年度  17 12 148 0 
19 年度  12 7 130 0 
20 年度  13 8 129 0 
21 年度  15 12 127 7 
22 年度  22 18 255 16 
23 年度  24 19 228 20 
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表 4-3-6 インタビュー結果のまとめ  
 変化または効果  課題と今後の対応  
特
別
支
援
学
校
と
の
連
携
に
つ
い
て  
＜療育機関＞  
・アセスメントの報告書を相談室から提供
されることにより、保護者と子どもの情報
の共有ができ、療育の参考になった。  
・保護者にとって、継続的な相談の場がで
きた。  
 
＜保健センター＞  
・複数の窓口での相談対応が可能になった。 
・複数の目で見ることによって子どもを重
層的に見れるようになり、今までは見逃し
がちなところが見られるようになった。  
・早期から詳細な経過観察ができるように
なった。  
・低年齢から相談につながるケースが増え
た。  
・保健師も発達の視点から子どもの変化を
より細かく見るようになった。  
＜療育機関＞  
・相談室での子どもの様子と療育での様
子が違うため、相談室で保護者が受けた
アドバイスと療育の対応方法と異なる
場合があった。  
・定期的な情報交換会を開催するなどし
て支援を進める必要がある。  
＜保健センター＞  
・相談する必要があまり感じられない子
どもが、母親が育児に不安を感じたり、
インターネットなどの情報に戸惑った
りして、相談を希望するケースが出てき
た。  
三
つ
の
機
関
の
担
当
者
が
連
携
す
る
こ
と
に
つ
い
て  
＜療育機関＞  
・必要なときに三つの機関の担当者が集ま
れる状況になった。  
・保健センターや相談室という公的な機関
から療育を紹介するという流れができ、療
育側として受け入れやすくなり、保護者も
安心して利用できるようになった。  
・療育に早期につながりやすくなり、早期
につながった子どもは集団に早く適応でき
ている。  
・子どもについての情報が入りやすくなり
療育がしやすくなった。  
・相談により、保護者が子どもの状態をあ
る程度理解して、冷静になってから療育を
利用するようになった。  
・目的を持って療育を利用する保護者が増
えた。  
＜保健センター＞  
・管轄の違う三つの機関が協力して早期支
援の課題に取り組むことができた。   
・各機関の役割が理解でき、それぞれの立
場を考えながら、対応できるようになった。 
・連携により安心して保護者への対応がで
きるようになった。  
・特別支援学校や療育の担当者にすぐに相
談できるので、ケースに短時間で対応でき
るようになった。  
＜療育機関＞  
・早期に療育を希望する保護者が増え、
低年齢のクラスで待機の子どもが出る
ようになった。  
・療育利用の優先順位、終了について検
討する必要がある。  
・連絡会担当者が保育所に巡回するな
ど、保育所支援の取組を進める必要があ
る。  
 
 
 
 
 
 
 
 
＜保健センター＞  
・親子教室を希望する保護者が増加して
おり、対応が困難になってきた。  
・療育の低年齢のクラスが満杯の状態
で、親子教室が療育の待機場所になって
いる。  
・発達の課題が少ない子どもについて
は、療育を受けずに保育所や幼稚園で支
援することを検討する必要がある。  
連
絡
会
に
つ
い
て  
＜療育機関＞  
・担当者同士が生のやりとりで、必要な事
柄について話し合える場ができた。  
・関係機関が組織としてつながることで、
担当者が変わっても連携を継続できるよう
になった。  
・関係者が深くつながれば、サポートファ
イルやシステムを作ることができる実感を
もてた。  
＜保健センター＞  
・関係機関の垣根が低くなって、気軽に相
談できるようになった。  
・定期的に担当者が集まることができるの
で、療育につながったケースについて情報
が共有できるようになった。  
・支援が必要な子どもが生きていく中で必
要な早期からの支援のシステムを作ること
ができた。  
・サポートファイルを作り上げることがで
きた。  
＜療育機関＞  
・今後、市全体の子どもの支援をどうす
ればよいのかを、行政機関に伝えていく
必要がある。  
・次の目標を立てることが必要である。 
・他機関と連絡会との会合が必要であ
る。  
 
 
＜保健センター＞  
・他の協議会等と連携を進める必要があ
る。  
・次のテーマを持つ必要がある。  
・必要な場合に連絡会以外のメンバーに
も参加してもらうことも必要である。  
・早期支援システムの効果・課題を明ら
かにして、療育機関や保健センターの機
能のあり方を考えていく必要がある。  
・限られた資源の中で、市全体の子ども
への支援ができる体制作りを検討し、各
機関に伝えていくことが必要である。  
・サポートファイルの普及を進めていく
必要がある。  
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なったこと、②継続的な相談による保護者の理解が促進されたこと、②アセス
メント結果を療育で活用できるようになったこと、③保健師の視点が変わった
こと、が挙げられた。相談室での助言と療育での対応方法が異なるケースがあ
ることから、今後の対応として、①定期的な情報交換会などを開催すること、
②相談室と療育機関が共通理解の基で支援をしていくことが挙げられた。  
三つの機関の担当者間が連携することの主な効果として、①親子教室や療育
へのスムーズなつながり、②子どもについての情報共有のしやすさ、③組織の
つながりによる各担当者の安心感と他機関への理解の深まり、④保護者が子ど
もの状態や療育の目的を理解しやすくなったことが挙げられた。課題としては、
親子教室や療育を希望する保護者が増え、待機の子どもが生じていることが挙
げられた。今後の対応として、支援が必要な全ての子どもに適切な対応ができ
るようにするため、①個々の子どもの療育の必要性について検討する、②言語
や行動面などで支援の必要性が高くない子どもに対して、療育を勧めずに保育
所・幼稚園での支援を行う体制整備を検討する、③要療育の子どもが家庭の事
情により療育を受けずに保育所に通っている場合が多くあることから、保育所
への支援の必要性が挙げられた。  
連絡会についての主な効果として、①担当者間が組織として実際的につなが
ったこと、②早期支援システムができたこと、③サポートファイルを連絡会が
中心になり作成できたことが挙げられた。課題として、限られた資源でも、市
全体の子どもへ必要な支援ができる体制作りを考えていく必要があることが挙
げられた。今後の対応として、①三つの機関以外の参加者の招集を検討する、
②次の目標を設定する、③早期支援システムの効果を検討し各機関で改善すべ
き点を考えていく、④サポートファイルの普及を進めることが挙げられた。  
 
Ⅳ．考察  
本考察では、数あるセンター的機能の中で、特に「関係機関との連携」の領
域に関わる部分のセンター的機能に関して述べていくこととする。  
本研究では、特別支援学校、保健センター、療育機関が連絡会を柱に行った
取組に関して、そのプロセスと機能の有効性について分析を行った。三つの機
関の担当者が集まり、それぞれの機関の役割や専門性を理解しながら、早期発
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見・早期支援の課題を明確にし、課題解決のための対応を検討し、具体的な取
組を行うことにより、早期支援の新たなシステムが構築された。  
早期発見の取組の一つとして、 3歳児健康診査での問診票の改善を行ったが、
3歳児健康診査での要観察児の増加は顕著に見られなかった。しかし、早期支援
システムの構築後、1歳６ヵ月児健康診査での要観察児が増加するとともに、保
健センターでのコーディネーターによる、1歳児、2歳児、3歳児の相談が増加し
た。この理由として、保健師のインタビュー結果から、保健師が乳幼児健康診
査等で言葉の理解や表出などの発達を詳しく丁寧に見るようになったこと、特
別支援学校のコーディネーターが相談に参加することにより、複数の相談窓口
ができ、保護者へ相談を勧めやすくなったこと、発達障害等の情報が保護者に
入りやすくなったことで、保護者からの相談が増加したことが挙げられた。水
田・鈴木・大下 (2005)は、親が利用したい相談機関は、子どものことを理解し
継続的に対応してくれ、必要な時にすぐ出かけられる所であるとし、地域の身
近な相談機関が、子どもの発達の状況や親の悩みを理解しながら、助言・指導
することが親にとって必要な支援になると述べている。本研究で、特別支援学
校のコーディネーターが保健センター担当者と連携し、健康診査後の相談に関
わることにより、子どもの状態の理解への助言や継続的な相談ができるように
なり、保健センターの相談が保護者にとってより身近で利用しやすくなったと
推測される。  
また、特別支援学校にある相談室での 3 歳児、4 歳児、5 歳児の相談も増加し
た。この理由として、コーディネーターと保健師、療育機関担当者の連携が深
まり、保健センターや療育機関から相談室での相談に繋がるケースが増えたこ
と、特別支援学校の相談室が保育所、幼稚園に周知されるようになったため、
保育所・幼稚園からの紹介が増えたことが推測できる。  
早期支援について、辻・田畑（ 2006）は、早期からの介入がより発達を促進
しやすいという理由だけでなく、親も含めた周囲の者が子どもの障害を理解す
るなど、早期介入によって関係者が一体となって療育に取り組む体制が整いや
すくなると述べている。また、渥美・笹森・後上（2010）は、発達障害のある
子どもにできるだけ早期から支援を行うためには、フォローアップグループを
充実させ、健康診査後、速やかにこれらへの参加を勧めるなど支援体制を充実
させることが重要であると述べている。本研究では、保健センターでのコーデ
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ィネーターによる相談の増加に伴い、親子教室の参加者が増加したことが示さ
れた。このことは、早期から相談を開始することにより、保護者が子どもの状
態を理解しやすくなったためであると考えられる。また、コーディネーターが
親子教室に参加したことについて、保健師は「毎月の経過観察と継続的な相談
ができるようになり、要観察の子どもの変化を継続的に見ることができないと
いう問題が解消された」と回答しており、専門性の異なる複数の関係者による
継続的な経過観察と保護者への相談を行う新たな体制ができたことにより、保
護者が受け入れやすくなり、療育にスムーズにつながりやすくなったと考えら
れる。療育機関担当者の「継続的な相談により、自分の子どもの発達や課題を
理解して冷静になってからつながる保護者や、目的を持って療育を利用する保
護者が増えた」「保健センターや相談室という公的な機関から療育を紹介すると
いう流れができ、保護者も安心して利用できるようになった」といった回答か
らも、保護者の安心感と子どもの状態の受け入れに効果があったことが推測で
きる。  
神野・嶋田・田村ら（ 2006）は、一貫性、関連性、継続性のある相談・支援
が必要であり、それらを継続的にコーディネートできる地域に根ざした専門家
の役割が重要であると述べている。「子どもについての情報が入りやすくなり、
療育がしやすくなった」「早期に子どもが療育につながるようになり、早期に療
育を始めた子どもは集団での適応が早いと実感している」という療育機関の回
答は、早期支援システムが子どもの療育現場での支援の効果を促進するために
機能していることを推測させるものであり、連絡会を柱にした連携が支援をコ
ーディネートし、その効果を高める役割を務めていると考えられる。一方、療
育機関を希望する事例が増え、待機の子どもが出るという新たな課題が発生し
た。そのため、今後は、連絡会と他機関及び保育所・幼稚園とのさらなる連携
が必要であり、特別支援学校や療育機関のサポートによる保育所・幼稚園での
支援体制のさらなる整備が必要である。  
本研究では、連絡会が、早期支援に係る課題と対応策の検討、早期支援シス
テムの構築、サポートファイルの作成を行うなど、障害者自立支援協議会の作
業部会のような役割を果たす結果となった。そのため、今後は、より発展的効
果的な体制作りを検討するため、協議会と連携を進めながら早期支援に関する
新たな課題を整理し、それらの解決のための目標設定を行う必要がある。  
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また、本研究から、コーディネーターの早期支援の参画が、就学後の支援を
継続する点においても一定の効果があることが推測される。実際、赤穂特別支
援学校のコーディネーターは、保健センターでの相談から、療育開始後に相談
室で継続的な相談を行い、必要な子どもには小学校入学後も相談の継続を行っ
ており、小学校からの要請に応じてコンサルテーションも行っていた。これら
のことから、コーディネーターが早期支援に関わることで、早期から子どもに
継続的に関わることができ、その結果、就学後も学校等へ子どもの発達等の状
態に合った具体的支援方法を助言することが可能になると考えられる。現在、
厚生労働省と文部科学省が中心になり、発達障害早期総合支援モデル事業が行
われ（文部科学省 ,2008）、全国の市町での取組が進められているが、関係機関
が連携した早期からの支援の一つの方法として、特別支援学校のセンター的機
能の活用も有用なものと考えられる。先進的な取組として、桐生市立養護学校
と群馬県立あさひ養護学校は、保健、福祉、教育機関と連携のもと、療育支援
相談会や保育所・幼稚園への巡回相談に参加するとともに、特別支援教育班の
一員として発達障害の理解のための「モデル事業通信」を発行した (文部科学
省,2008)。また、青森県立むつ養護学校は、「下北地区こども発達相談連絡
協議会」に参画し、関係機関がアンケート調査、教育相談、コンサルテーショ
ンから得られた情報をもとにして、通常の学級、特別支援学級、幼児、園児等
の状況について情報を共有するとともに、地域の医療・保健・教育の各機関
の情報を集約した「子ども発達相談ガイド」の作成を行った（小澤 ,2009）。
今後、特別支援学校による地域の実情に合った様々な取組が期待できる。  
本研究では、特別支援学校と保健センター、療育機関が連携し、特別な支援
が必要な子どもを早期に発見し、早期に相談を開始し、早期に支援につなげる
システムについて示した。しかし、地域の早期支援が充実するためには、療育
等までの相談支援の流れに加えて、療育機関での療育効果や保育所・幼稚園で
の支援の充実が不可欠である。赤穂市では、保育所、幼稚園で個別の支援計画
が作成され、支援が進められているが、療育については、人員の配置や設置場
所等の課題は残されたままである。また、サポートファイルの様式作成・配布
までには至ったが、その活用との検証はなされていない。そのため、今後はサ
ポートファイルの活用状況等への調査・検討を行う必要がある。  
 
 104 
 
※注．本研究の一部は、井上和久・井澤信三・後上鐡夫（ 2013）：特別支援学校、保健・
福祉機関が連携した乳幼児期から就学前の子どもの支援システム構築の取組．ＬＤ研究，
22（ 3）， 279－ 290．に掲載されている。  
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研究Ⅵ 兵庫県立赤穂特別支援学校と保健・福祉機関が作成したサポートファ
イルの効果  
 
Ⅰ．はじめに  
早期からの支援について、渥美・笹森・梅田ら（2011）は、発達障害等の子
どもへ生涯にわたり一貫性のある支援を実現するためには、親子が歩んできた
歴史を十分に踏まえることが肝要であるが、それぞれの機関が別々の情報を持
っており、それらが集約できないことが多いと述べている。そして、笹森・後
上・久保山ら（2010）は、障害の発見から支援に関する情報に関しては、個人
情報に十分配慮された上で、相談支援ファイルのようなツールを活用すること
で、保健、福祉、医療、教育等の関係機関に共有化され、継続的、総合的に支
援がなされるように保障されなければならないと述べている。これらのことか
ら、適切な支援の継続のためには、保護者や関係機関が情報を共有できるため
のツールが必要であり、相談支援のための手帳やファイル（以後、サポートフ
ァイルと称する）がその一つとして考えられる。  
サポートファイルは、文部科学省・厚生労働省が作成を推奨し、県や市町村
の福祉関係機関や教育委員会が中心になり普及が進められており、各市町村が
独自の名称を使用し、独自の様式を作成して配布を進めている。城間・緒方（2011）
の研究では、障害のある子どもの乳幼児から学校卒業まで、生涯を通じて活用
できるツールとして、サポートノート「えいぶる」のプロトタイプ作成を行っ
た。また、清水・緒方（2011）がサポートノート「えいぶる」試用者に行った
調査では、試用した保護者の 7 割がサポートノートを「必要あるもの」「使いた
いもの」と考えていた。サポートファイルが効果的に活用されるためには、そ
の存在を周知されていることが重要であり、特別な支援が必要な子どもに適切
な配慮や支援を行うべき保育所、幼稚園、小学校、中学校（以下、学校園と称
する）での周知は特に重要である。しかし、学校園でのサポートファイルの活
用状況や問題点について調査・検討した研究は見られない。そのため、本研究
では、特別な支援が必要な幼児の早期発見から早期支援への円滑な移行のため、
保健センター、療育機関、特別支援学校が協働して作成したサポートファイル
が、学校園でどのように活用されているのかを調査し、その有用性と普及への
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課題、対応策について検討を行うこととした。  
 
Ⅱ．方法  
１．赤穂市サポートファイルについて  
１）赤穂市の早期支援の状況とサポートファイル作成の組織  
赤穂市は、人口約 5 万人で、従来から乳幼児健康診査や健診後のフォローは
保健センターが行っていた。療育機関としては、児童発達支援事業「あしたば
園」（以後、療育機関と称する）が設置されていた。市内には兵庫県立赤穂特
別支援学校（以後、特別支援学校と称する）が相談室を平成 18 年に設置し、筆
者を含む心理士・言語聴覚士等の資格のある 2 名の特別支援教育コーディネー
ターが、早期からの教育相談、学校園へのコンサルテーション等の地域支援を
行っていた。しかし、三つの機関の連携は希薄で、保健センターに心理職が配
置されておらず、必要な幼児へ早期に相談支援を開始しにくい状況があった。
そのため、早期からの支援の充実を図るため、特別支援学校の呼びかけにより、
保健センター、療育機関、特別支援学校の三つの機関による「特別な支援が必
要な子どもの早期支援に係る連絡会」（以後、連絡会と称する）を設置した。平
成 21 年度（6 回開催）には、関係機関が連携した早期からの支援システムの構
築への検討を行った。そして、平成 22 年度は、支援の継続のツールとしてサポ
ートファイル作成を行うこととした。そのため、協議の場として、サポートフ
ァイル検討委員会を設置した。構成員は社会福祉課・教育委員会・保健センタ
ー・療育機関の各機関担当者、特別支援教育担当学校園所長、学校園所の代表
コーディネーター、特別支援学校のコーディネーターであった。  
２）サポートファイル様式決定・配布までのプロセス  
サポートファイル作成までの流れを、図 4-4-1 に示した。平成 22 年 4 月から
作成のための取組を開始した。連絡会においてサポートファイル様式・配布ま
での計画を行うとともに、様式試案の検討、モニター（保護者）の選定、質問
紙の作成を行った。同年 9 月、サポートファイル検討委員会で様式試案の検討、
10 月、幼児から中学生までの保護者 13 人に様式試案に実際に記入してもらい
質問紙調査を実施、その結果を基に様式試案の改訂を行った。その後、発達障
害者支援センター職員による助言、サポートファイル検討委員会での協議を経
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て、平成 23 年 3 月に様式を決定した。  
 
図 4-4-1 サポートファイル作成のプロセス  
 
サポートファイルを配布する対象者は、特別な配慮・支援が必要な本人また
はその保護者等とし、希望者への配布を原則とした。一方、療育機関では、早
期からの支援の充実を図るため、サポートファイルの意義を説明し、全利用者
（保護者）へ配布を行うこととした。同年 4 月から、連絡会担当者が、教育・
福祉関係者、保護者、市民への説明会を行い、現地で希望者へ配布した。また、
特別支援学校、療育機関、市の社会福祉課でも配布できるように窓口を設置し
た。その結果、平成 24 年 2 月末までに 3 才から 16 才までの子どもの保護者約
100 名に提供した。  
３）サポートファイルの内容  
サポートファイルの内容を図 4-4-2 に示した。  
平成22年
4月
9月
10月
12月
平成23年
1月
3月
4月
＜市民への説明会＞
モニターへの様式試案・アンケート用紙の配布
＜様式の決定＞
＜専門家からの助言＞
＜様式案の改訂＞
サポートファイルの配布・説明会の実施
＜教育・福祉関係者への説明会＞
＜療育機関利用保護者への説明会＞
＜アンケート結果の分析＞
＜様式試案の改訂＞
早期支援に係る連絡会（第５回）
＜様式試案の検討・決定＞
サポートファイル検討委員会（第1回）
サポートファイル検討委員会（第2回）
早期支援に係る連絡会（第1～3回）
＜作成・配布までの計画＞
＜様式試案の作成・検討＞
＜モニターの選定＞
＜モニターへのアンケートの作成＞
早期支援に係る連絡会（第４回）
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図 4-4-2 サポートファイルの内容  
 
氏名、住所、家族構成、診断名等の欄からなるフェイスシート、医療情報、
成育歴、所属歴、生活習慣、本人の特性、コミュニケーション、医療的な管理・
処置等、15 項目 26 ページで構成している。それぞれの項目の先頭ページには
記入年月日の記載欄を設けている。成育歴、所属歴、相談の記録等については
記録を書き加えていく欄を設け、生活習慣、本人の特性、コミュニケーション
等の項目については、学年記載欄を設け、毎年書き換える様式とした。  
 
２．学校園への質問紙調査  
１）調査対象  
赤穂市の全ての公立保育所、公立・私立幼稚園、公立小学校・中学校を対象
にした。調査の対象は、 32 箇所（保育所 6、幼稚園 11、小学校 10、中学校 5）
であった。  
２）調査期間及び調査手続き  
本調査の調査期間は、平成 24 年 2 月下旬～ 3 月下旬であった。郵送法による
質問紙調査を実施した。学校名・記入者名は無記名で行い、返信用封筒を同封
し回収した。  
３）回収数と回収率  
回収数は 27 箇所（保育所 4、幼稚園 9、小学校 10、中学校 4）で、回収率は
フェイスシート
（氏名住所等、家族構成、本人の状態、診断、障害者手帳など）
成育歴、所属歴
医療情報
（基礎疾患、医療機関、飲んでいる薬など）
（受診の際の配慮）
相談の記録
生活習慣
（ 睡眠・歯磨き・入浴・食事・排泄、衣服の脱ぎ着・運動・遊び）
好み、特性などについて
（好きなもの・嫌いな物、得意なこと・苦手なこと）
（感覚過敏、こだわり、パニック）
コミュニケーション
（ことばの理解、表現の様子、コミュニケーション方法など）
（他者との関わり方、集団での様子）
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84.4％であった。調査対象の学校園の数が少なく、校園種による回答内容が異
なる傾向が見られなかったため、本研究では、学校園をまとまった群として分
析を行った。  
４）質問紙調査の内容と整理の仕方（資料 4 参照）  
調査は次の内容で構成した。  
①「サポートファイルを持っている保護者はいますか」（ 3 件法）  
②「あなたの学校園ではサポートファイルを利用していますか」（ 4 件法）  
③「サポートファイルを利用してよかったところはどこですか」（②の質問で
「よく利用している」「利用している」を選択したものが回答する。選択肢＜複
数回答可＞とその他の自由記述欄あり）  
④「利用しにくかったところはどこですか」（②の質問で「あまり利用してい
ない」「利用していない」を選択したものが回答する。選択肢＜複数回答可＞と
その他の自由記述欄あり） 
⑤「サポートファイルを普及し活用してもらうために、今後必要と思われる
ことはなんですか」（選択肢＜複数回答可＞とその他の自由記述欄あり）  
各項目結果については、数と割合を表に示し、分析・検討を行った。自由記
述の結果については、回答の内容を筆者を含む複数名協議によりキーワードに
して分類した。  
５）回答者  
質問紙調査の記入者は管理職が 4 人、特別支援教育コーディネーターが 20
人、特別支援学級の担任が 1 人、未記入が 2 人であった。  
 
Ⅲ．結果  
１．サポートファイルの利用状況及び有用性、課題について  
 「サポートファイルを持っている保護者はいますか」の問いに対して、「いる」
と回答した学校園が 15校園（55.6％）あった。「いない」の回答が 9校園（33.3％）
あり、「把握していない」の回答が 3 校園（ 11.1％）あった。  
 「あなたの学校園ではサポートファイルを利用していますか」の問いに対し
て、「よく利用している」と回答した学校園は 0 校園で、「利用している」と回
答した学校園は 3 校園（11.1％）であった。「あまり利用していない」も回答が
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10 校園（37.0％）あり、「利用していない」と回答した学校園が 14 校園（51.9％）
あった。  
 「サポートファイルを利用してよかったところはどこですか（複数回答可）」
の問いに対する回答結果を表 4-4-1 に示した。  
「項目別に記載されているので、必要な情報をすぐに知ることができた」の
回答が 3 校園（11.1％）、「子どもの発達等の状況が詳しくわかった」が 2 校園
（7.4％）、「関係機関からの情報が入りやすくなった」1 校園（3.7％）であり、
子どもの情報収集に関する内容がのべ 6 校園からあった。「保護者と子どもにつ
いて話し合いがしやすくなった」の回答が 2 校園（7.4％）あり、その他の自由
記述で、「就園前に見せてもらうことにより、就園に向けての準備ができた」の
回答が 1 校園（3.7％）からあった。  
 
表 4-4-1 問 3「サポートファイルを利用してよかったところはどこですか」の問いに対
する回答結果  
  
 
「利用しにくかったところはどこですか（複数回答可）」の問いに対する回答
結果を表 4-4-2 に示した。  
「ファイルについて、保護者からの相談や提示がなかった」の回答が 13 校園
（48.1％）からあった。「ファイルを持っている保護者の把握ができなかった」
が 6 校園（22.2％）、「保護者も学校園も、ファイルについて十分知る機会がな
かった」が 4 校園（ 14.8％）あり、「ファイルの利用の仕方がわからなかった」
5 校園（18.5％）、「保護者にファイルをいつ提示してもらえばいいのかわから
数（割合）
3(11.1%)
2( 7.4%)
2( 7.4%)
1( 3.7%)
1( 3.7%)
1( 3.7%)
回答
項目別に記載されているので、必要な情報をすぐに知ることができた
子どもの発達等の状況が詳しくわかった
保護者と子どもについて話し合いがしやすくなった
関係機関からの情報が入りやすくなった
保護者からの提供（複写）により、資料として残しておけた
就園前に見せてもらうことにより、就園に向けての準備ができた
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なかった」4 校園（ 14.8％）を加えると、サポートファイルに関する情報提供
のの問題による利用のしにくさの回答がのべ 19 校園からあった。「必要なこと
は保護者や関係者と話し合うので必要を感じなかった」の回答が 6 校園
（22.2％）、「病院の診断書、個別の支援計画、サポートプランなど既存の資料
で十分対応できる」が 3 校園（11.1％）、「学校園所で支援をするうえで必要で
ない情報が多かった」が 2 校園（7.4％）あり、サポートプランの必要性の低さ
に関する内容がのべ 11 校園からあった。「ページ数（内容量）が多く、利用し
にくかった」というサポートプランの様式に関する内容が 3 校園（ 11.1％）か
らあった。「支援が必要な子どもでファイルを持っていない保護者がいた」とい
う、サポートファイル配布に関する問題が 4 校園（14.8％）からあった。  
 
表 4-4-2 問 4「利用しにくかったところはどこですか」の問いに対する回答結果  
 
 
２．サポートファイルの普及と活用のための方法  
「サポートファイルを普及し活用してもらうために、今後必要と思われるこ
とはなんですか（複数回答可）」に対する回答結果を表 4-4-3 に示した。  
「保護者への書き方講習会の実施」が 17 校園（63.0％）、教員等への説明会
の実施」が 17 校園（ 63.0％）あり、説明会・講習会の実施に関する回答が多か
数（割合）
13(48.1%)
6(22.2%)
6(22.2%)
5(18.5%)
4(14.8%)
4(14.8%)
4(14.8%)
4(14.8%)
3(11.1%)
3(11.1%)
2( 7.4%)
回答
学校園所で支援をするうえで必要でない情報が多かった
支援が必要な子どもでファイルを持っていない保護者がいた
保護者にファイルをいつ提示してもらえばいいのかわからなかった
対象児がいなかった
病院の診断書、個別の支援計画、サポートプランなど既存の資料で十分に対応できる
ページ数（内容量）が多く、利用しにくかった
ファイルについて、保護者からの相談や提示がなかった
ファイルをもっている保護者の把握ができなかった
必要なことは保護者や関係者と話し合うので必要を感じなかった
ファイルの利用の仕方が分からなかった
保護者も学校園所も、ファイルのことについて十分知る機会がなかった
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った。「サポートファイルについての相談窓口の設置」が 10 校園（ 37.0％）、「園
や学校への巡回による書き方等の相談の実施」の回答が 8 校園（ 37.0％）、「園
や学校でのサポートファイルの記入を支援する担当者の指名」の回答が 6 校園
（22.2％）あり、サポートファイルを利用するにあたって相談や支援の必要性
に関する内容が見られた。「広報等による理解・啓発」の回答が 6 校園（22.2％）、
「医療等関係機関向けのリーフレットの作成・配布」の回答が 3 校園（11.1％）
からあった。  
 
表 4-4-3 問 5「サポートファイルを普及し活用してもらうために今後必要と思われるこ
とはなんですか」に対する回答結果  
 
 
Ⅳ．考察  
１．学校園におけるサポートファイル活用状況と普及への課題  
本調査結果から、サポートファイルを利用している学校園は約 1 割であり、
清水らの保護者対象の調査での「サポートノートを関係機関に持っていき情報
を知ってもらうために使った」割合 9%とほぼ一致した。  
サポートファイルを活用している学校園からは「必要な情報をすぐに知るこ
とができた」「発達等の状況が詳しくわかった」「関係機関からの情報が入りや
すくなった」「保護者との連携や就園に向けての準備に役立った」の回答があっ
た。これらのことから、サポートファイルが、子どもの情報共有や保護者との
数（割合）
17(63.0%)
17(63.0%)
10(37.0%)
8(29.6%)
6(22.2%)
6(22.2%)
4(14.8%)
3(11.1%)
回答
保護者への書き方講習会の実施
教員等への説明会の実施
サポートファイルについての相談窓口の設置
園や学校への巡回による書き方等の相談の実施
園や学校でのサポートファイルの記入を支援する担当者の指名
広報等による理解・啓発
市民向け説明会の実施
医療等関係機関向けのリーフレットの作成・配布
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関係づくりに有用なツールになる可能性が示された。清水・緒方（ 2011）の調
査結果においても、教育機関での活用する目的として「子どものことを知って
もらうため」が挙げられ、活用した保護者全員が「役立った」「やや役立った」
を選択していた。  
一方、大半の学校園でサポートファイルが利用されなかったことが明らかに
なった。利用されなかった問題として次のことが挙げられる。  
① 保護者からのサポートファイルが学校園に提示されていない  
「保護者からの相談や提示がなかった」と回答した学校園が半数近くあった。
「保護者にファイルをいつ提示してもらえばいいのかわからなかった」が約
15％、「ファイルを持っている保護者の把握ができなかった」という回答が 20％
以上あった。これらの結果から、保護者から学校園にサポートファイルが繋が
る流れができていないという問題が明らかになった。  
② 学校園の職員がサポートファイルの必要性を理解できていない  
「必要なことは保護者や関係者と話し合うので必要を感じなかった」の回答
が 2 割以上あり、「病院の診断書、個別の支援計画など既存の資料で十分対応で
きる」が 1 割以上あった。自由記述においても、「在園児については、必要な情
報は保護者とその都度話し合っている」という内容があった。これらのことか
ら、サポートファイル活用の意義や目的が、学校園に十分に理解されていない
ことが示された。  
清水・緒方（2011）が保護者対象に行った調査でも、「サポートノートを使う
機会がない」とする意見が 70%、「使う必要がない」という意見が 24%あった。  
学校園と保護者両方への働きかけが必要と考えられる。  
③ 学校園がファイルの利用の仕方を十分に理解できていない  
「ファイルの利用の仕方がわからなかった」が 20%近くあった。学校園の担
任等へのサポートファイルの説明が十分行われなかった可能性を示している。  
④ サポートファイルの存在を知らない学校園の職員や保護者がいる  
「保護者も学校園所も、ファイルについて十分知る機会がなかった」の回答
が約 15％あった。「特別支援学級の担任やコーディネーター以外の教員はサポ
ートファイルの存在さえ知らないと思う」などの自由記述もあり、サポートフ
ァイルに関する情報が保護者や学校園の職員に十分に行きわたっていない可能
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性が示唆された。城間・緒方（2011）は、サポートノート「えいぶる」につい
て、関係するすべての機関や保護者への周知が図られることが前提であり、そ
れなくしては活用されることはないと述べ、周知の必要性を挙げている。  
⑤ サポートファイルの様式の記入量が多い  
「ページ数（内容量）が多く、利用しにくかった」という回答が約 1 割あっ
た。「記入による負担が大きく、保護者や関係機関の負担にならないよう簡素化
してほしい」などの自由記述もあった。サポートファイル様式の内容量が多い
と感じている教員や保護者がいることが示された。松井（2007）は、就学支援
システムにおけるサポートファイルの様式作成を行い、スムーズな指導の活用
のため、対象児の特徴が簡潔になおかつ要領よく描き出せるよう作成フォーム
の様式を工夫しなければならないと述べている。  
 
２．サポートファイル普及のための取組  
サポートファイル普及のためには、以下の 4 つの取組が考えられる。  
① 保護者から学校園にサポートファイルが繋がるルートづくり  
保護者に対して、サポートファイルを学校園に提示する時期や方法を具体的
に示した文書を提供することが考えられる。清水・緒方 (2011）は、配布時に活
用の流れなどを示す参考資料を添付する工夫をおこなっている。また、サポー
トファイルを提供した保護者の名簿等を承諾の下で福祉等の機関から各学校園
に提供することも考えられる。  
② サポートファイルの存在と意義、活用方法を伝える  
学校園への啓発として、教員等への説明会の実施や教員向けリーフレットの
作成が考えられる。また園長会・校長会や教員研修会で、サポートファイルの
必要性や意義、有用性について伝えることも考えられる。市民への対応として
は、説明会やホームページ・広報での情報提供などが考えられる。清水・緒方
（2011）はサポートノート活用の意味やメリットを自己の実感として感じられ
る仕組み、すなわち地域支援ネットワーク等の整備を早急に進めていく必要が
あると述べている。保護者や学校園がサポートファイルを活用してよかったと
実感できるように、早期から支援ツールとして活用するシステムを構築するこ
とが求められる。  
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③ 保護者への支援  
サポートファイルについての相談窓口の設置、学校園でのサポートファイル
記入を支援する担当者の指名など、関係機関や学校園で、サポートファイルに
関して気軽に相談できる場所や人を確保する取組が考えられる。また、連絡会
の担当者が、学校園を巡回し、サポートファイルに関する保護者からの相談を
受けることも考えられる。  
④ サポートファイルの様式等の改善  
障害や発達の状態や配慮・支援の方法等、必要な情報を記入する欄の確保は
必要である。対応として、保護者等が記入しやすくなる工夫が考えられる。例
えば、子どもにとって必要な情報のみを記入すればよいということを説明文の
最初に明記する、「発作がある場合は○○ページに記入しましょう」のような文
言を、吹き出しの形でガイドする等が考えられる。  
 
３．まとめ  
本研究では、サポートファイル活用の中心的な機関である学校園に対して調
査を行い、その状況を明らかにし、課題と今後の対応について検討を行った。
調査結果から、サポートファイルの様式作成と保護者への配布はスタートにす
ぎず、関係者にその意義を理解してもらい、学校園や保健・医療・福祉等関係
機関で活用されてこそ、その役割を果たすことができるということが明らかに
なり、サポートファイルの普及への具体的な取組を行うことが重要である。ま
た、サポートファイルの普及等、地域における特別な支援が必要な子どもへの
早期からの相談支援の充実のためには、特別支援学校を含む専門機関と市町村
の保健・福祉等関係機関の連携・協働が必要であり、今後は、地域の実態に合
わせた早期支援システム構築への検討が求められる。  
 
※注．本研究の一部は、井上和久（ 2013）：サポートファイルの活用と普及への課題と対
応に関する一考察～Ａ市の保健センター、療育機関、特別支援学校が連携した取組から～．
小児保健研究， 72（ 1）， 65－ 71．に掲載されている  
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第四章 本研究の総合考察  
 
Ⅰ．特別支援学校のセンター的機能を活用した就学前の子どもへの相談支援  
本研究では、特別支援学校がそのセンターとしての機能を活かし、地域の関
係機関と連携しながら、発達障害等の子どもの乳幼児期から就学までの支援の
在り方を検討した。  
まず第一に、特別支援学校が行っている就学前の子ども・保護者、保育所、
幼稚園への支援の状況、保健機関、療育機関との連携の状況を、全国調査によ
り明らかにした。調査結果から、以下のことが明らかになった。  
① 約半数の特別支援学校で就学前の子どもの保護者への教育相談を行ってお
り、40％以上の特別支援学校が保育所・幼稚園の巡回による相談を年間 6 回以
上行っていた。  
② 特別支援学校の約半数が市区町村保健センター等と連携しており、約 7％
の特別支援学校が市区町村保健センターが実施する乳幼児健康診査に参加・協
力しており、10％以上が乳幼児健康診査後のフォロー事業への協力を行ってい
た。 
③ 約 75％の特別支援学校が、支援地域の療育機関と連携しており、約 30％の
特別支援学校が在籍以外の子どもに関する情報交換を行っていた。  
これらの結果から、半数近い特別支援学校が地域の就学前の子どもの相談支
援や保育所・幼稚園への支援を実施しており、地域の就学前の子どもの支援に
ついて保健機関・療育機関と連携・協力を行っていることが明らかになり、一
部の特別支援学校では、市区町村が実施する乳幼児健康診査及び健康診査後の
フォロー事業に参加・協力していることも明らかになった。笹森・後上・久保
山ら（2010）は、特別支援学校が早期からの支援を行う効果について、子ども
の発達に関する支援、障害受容や子育ての不安に対する保護者への支援、保健・
医療・福祉の関係機関とのネットワークづくり、保育所・幼稚園への特別支援
に係る支援の 4 つを挙げている。また、今後、特別支援学校が地域の乳幼児の
支援機関として、発達障害の子どもへの支援要請の数がさらに増えていくと述
べており、特別支援学校のセンター的機能の更なる整備が求められる。 
第二には、特別支援学校が実際に行っている就学前の子どもへの相談支援、
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保育所・幼稚園への支援、関係機関との連携等の取組について、特別支援学校
の特別支援教育コーディネーターに対し面接による調査を実施し、特別支援学
校の地域支援の在り方を検討した。調査結果から、特別支援学校が行っている
早期支援の取組の形態として、以下の 3 つに分けられた。①特別支援学校が学
校独自で行っている相談支援、②市町村が主体となり、要請に応じて特別支援
学校が参加・協力を行っている相談支援、③特別支援学校と市町村保健センタ
ー等関係機関が密接に連携し協働で行っている相談支援である。  
特別支援学校が単独で行っている早期に係る相談支援は、①特別支援学校の
相談室で実施する子ども・保護者・保育士等への教育相談、②幼児教室による
子どもへの直接指導であった。これらの取組では、相談スタッフの数と役割、
相談方法、チラシの作成、検査報告書の作成、小学校への引き継ぎ資料の作成
など、学校独自に様々な創意工夫が行われていた。このような学校単独で行う
相談支援は、担当者の自由な発想の下で独自に実施・展開され、実施結果やそ
の効果に対応して柔軟に改善できるため、全国の様々な学校で特色のある取組
が行われていることが推測される。今後は、全国の特別支援学校で行われてい
る取組の状況調査等による実態把握が求められる。  
市町村が主体となり、要請に応じて特別支援学校が参加・協力を行っている
相談支援では、多くの特別支援学校が、市町保健センター等の要請により、保
育所・幼稚園への巡回相談に参加していた。このことは、特別支援教育の浸透
により、特別支援学校のセンター的機能が地域の相談支援の専門機関の一つと
して市町村保健センター等関係機関に周知されるとともに各機関の連携が進ん
できたことを示している。 
特別支援学校と市町村保健センター等関係機関が密接に連携し協働で行って
いる相談支援では、特別支援学校の特別支援教育コーディネーターが、関係機
関の担当者と連携し、健康診査後のフォロー事業等の企画・実施に参加するな
どして、早期支援システムの構築が行われていた。本調査で、関係機関と協働
した早期支援の取り組みを行っている特別支援学校は、人口規模が比較的小さ
く、地域の専門的な人材が少ない市町村に設置されていた。そのような市町村
では、特別支援学校が地域の発達支援の専門機関として位置付けられおり、特
別支援学校が市町村の実施する早期支援の担い手の一つとして参加していると
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推測される。  
連携・協働の特色ある取組としては、Ｆ特別支援学校のあるＯ町や、Ｋ特別
支援学校のあるＲ市では、特別支援学校のコーディネーターが保健師と一緒に
全ての保育所・幼稚園を巡回していた。加えて、Ｏ町では、巡回相談に 5 歳児
発達相談を兼ねており、効率的な事業取組が行われていた。また、Ｒ市では特
別支援学校コーディネーターが市役所に週 1 回勤務したり、保健センターで実
施されている親子教室に定期的に出向いたりして担当者間の関係を深めていた。
このような取組により、資源の少ない市町であっても、各機関が連携を密にし
ながらそれぞれの持っている専門性を活用して地域全体の支援の質を維持して
いることが推測された。 
 第三に、兵庫県立赤穂特別支援学校が実施している早期からの相談支援の取
組の有用性及び効果について、保育所・幼稚園等への質問紙調査または市保健
センター等の関係者への面接調査等により検証を行った。その結果、兵庫県立
赤穂特別支援学校の相談支援について以下のことが明らかになった。  
① 兵庫県立赤穂特別支援学校が保育所・幼稚園等に行っているコンサルテー
ションが、子どもの実態把握、校園内での共通理解、支援体制の整備、具体的
支援に対し効果が見られた。  
② 兵庫県立赤穂特別支援学校が作成し、幼稚園・保育所等に提供している「サ
ポートプラン」が、担任等による子どもの実態把握、職員間の共通理解、保護
者との連携に有用で、子どもへの適切なかかわり方、集団内での支援に役立っ
ており、個別の指導計画や授業づくりにも活用され、子どもの行動の変容にも
効果があることが示された。  
③ 兵庫県立赤穂特別支援学校、赤穂市保健センター、赤穂市療育機関の三者
で設置した「特別な支援が必要な子どもの早期支援に係る連絡会」での協議に
より、赤穂市の早期発見・早期支援に係る課題とその解決の方向性を明らかに
した。そして、機関間の連携体制の整備、特別支援学校のコーディネーターに
よる乳幼児健康診査後のフォロー事業への継続的な参加等、早期支援のシステ
ムを構築した。そのことにより、子ども・保護者への継続的な相談が可能にな
り、支援が必要な子どもが療育へスムーズに流れるようになった。  
④ 兵庫県立赤穂特別支援学校、赤穂市保健センター、療育機関の三者が中心
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となり作成した「サポートファイル」が子どもの情報共有や保護者との連携に
有用なツールになる可能性が示された。一方、大半の保育所・幼稚園等でサポ
ートファイルが利用されておらず、保護者から保育所・幼稚園につながるルー
トづくり、サポートファイルの理解・啓発等の取組の必要性が示された。  
 これらの、兵庫県立赤穂特別支援学校の取組の検討から、特別支援学校のセ
ンター的機能の活用が保育所・幼稚園・小学校等での子どもの実態把握や支援
体制の整備、具体的支援の向上等に有効であることが明らかになった。また、
特別な支援が必要な子どもへの効果的な支援の体制を地域で整備することにお
いて、特別支援学校が市保健センター、市療育機関、市社会福祉課等の行政機
関、市教育委員会と連携・協働を進めていくことが効果的であることも示され
た。加えて、特別支援学校においても、地域支援を行う分掌の設置や地域支援
担当者の複数指名等による校内体制の整備、地域支援を行う専門的な人材の育
成が必要であることも示唆された。  
 
Ⅱ．特別支援学校が地域の関係機関と連携した早期支援モデル  
全国の特別支援学校への質問紙調査の結果から、特別支援学校が市区町村保
健センターや福祉機関、教育委員会等と連携・協働する早期支援の形態は、地
域資源の状況や特別支援学校の校内体制整備の状況、特別支援教育コーディネ
ーター等の専門性により、多様に存在すると推測される。しかし、全国の特別
支援学校12校の地域支援に関する面接調査や兵庫県立赤穂特別支援学校の地域
支援の取組への検証から、特別支援学校が関係機関と連携・協働した早期支援
の在り方についていくつかの示唆が得られた。そのため、本項では、特別支援
学校が地域の保健センター等関係機関と連携・協働した複数の早期支援モデル
の作成を試みた。   
まず第一に、市区町村保健センターが企画・実施したフォロー等の事業に特
別支援学校が連携・協力する早期支援モデルを図 5-1に示した。この早期支援モ
デルでは、市区町村保健センターの保健師が乳幼児健康診査、要観察児や要精
密検査児のフォロー事業である発達相談、親子教室、5歳児発達相談、保育所・
幼稚園への巡回相談の企画・実施を全面的に行う。そして、保健師が必要な事
業に対して、特別支援学校のコーディネーター等に参加・協力を要請する。こ
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のモデルでは、主体が市区町村保健センターであり、早期支援に関するコーデ
ィネートについても市区町村の保健師が行う。そして、特別支援学校は、健康
診査後要フォロー児の発達相談、保育所・幼稚園への巡回相談等、要請を受け
た事業に参加して必要な役割を担う。このモデルの利点は、①保健センター一
機関が主になり企画・実施するため、比較的簡単にシステムを構築することが
できる、②特別支援学校においても、校内体制が十分に整備されていなくても、
可能な範囲の協力を行いやすいことにある。しかし、このモデルでは、特別支
援学校のコーディネーター等が要請を受けた事業へ協力を行うシステムである
ため、各々の事業について関係者が協議を行う場がなく、事業内容の評価や改
善等について市区町村保健センター一機関が担ってしまうといった問題がある。 
 
図 5-1 市区町村保健センターが企画・実施したフォロー等の事業へ特別支援学校が連
携・協力する早期支援モデル  
 
第二のモデルとして、市区町村保健センターが実施するフォロー事業の計
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画・改善に、特別支援学校が協力する早期支援モデルを図5-2に示した。  
このモデルでは、市区町村保健センターの保健師が要フォロー児への発達相
談、親子教室、 5 歳児発達相談等の事業の企画・調整を行う。そして、特別支
援学校は要請に応じて連携・協力する立場であるが、それぞれの事業に参加す
るだけではなく、乳幼児健康診査の問診票の作成に協力する、要観察児の発達
相談を行う、親子教室のプログラムを立てたり進行役を務めたりする、5 歳児
発達相談のチェックリストを作成するなど、事業の主要な役割の一つを担う。
また、それぞれの事業のスタッフ会議に特別支援学校のコーディネーターが参
加して、事業内容の評価や課題の検討、事業の改善を行ったりして市区町村保
健センターの事業に深く関わる。  
このモデル利点は、特別支援学校が地域の専門機関の一つとして参加・協力  
を行う立場ではあるが、参加する事業の計画の一部や実施後の事業の評価等に  
図 5-2 保健センターが実施するフォロー事業の計画・改善に特別支援学校が協力する早
期支援モデル  
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も関わるため、複数の関係者が知見を出し合いながら地域のフォロー事業や保  
育所・幼稚園での支援の向上を進めていくことができることにある。しかし、  
特別支援学校のコーディネーターがこのような関係機関との協働作業を行う場
合、子どもの発達支援に関する専門性が必要となるだけではなく、保健・福祉
機関の業務等に関する一定の知識を備えていく必要がある。また、このモデル
では、それぞれの事業後のカンファレンスで問題点の改善の話し合いはできる
が、地域全体の早期支援の課題及び具体的方策を協議する場がないことも問題
点として挙げられる。  
 第三のモデルとして、特別支援学校と市区町村保健センター、福祉等関係機
関が早期支援に係る連絡会議を組織し、連絡会議が主体となって早期支援体制
を整備していく早期支援モデルを図 5-3 に示した。  
 
 
図 5-3 特別支援学校、保健センター、福祉等関係機関が早期支援に係る連携会議を設置
し、連携会議が主体となり早期支援体制を整備していく早期支援モデル  
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このモデルでは、市区町村保健センター、療育等福祉関係機関、特別支援学
校等による早期支援を検討するための連絡会議を設置する。連絡会議では、地
域の早期支援に係る現状と課題を整理し、課題解決に向けた方向性について協
議を行う。そして、その方向性に基づいて、乳幼児健康診査、健康診査後のフ
ォロー事業、保育所・幼稚園への支援に係る具体的対応を検討する。検討され
た方法に基づき、特別支援学校のコーディネーターや他の専門機関の担当者が
フォロー事業、保育所・幼稚園への巡回相談等に参加するシステムを構築する。
システム構築後も、連絡会議においてシステムの進行状況や各フォロー事業の
評価等を行い、改善を進める。  
このモデルの利点としては、①主体が連携会議であり、市区町村保健センタ
ー、療育等福祉関係機関、特別支援学校の担当者が協働して地域の早期支援体
制の整備を行うことができること、②それぞれの機関の専門性を組み合わせな
がら早期支援の事業を進めていくことができ、それぞれの知見を最大限に反映
させることができることが挙げられる。一方、このモデルを効果的に運用する
ためには、連絡会を運営する立場の機関が必要となる。その場合、特別支援学
校の特別支援教育コーディネーターが、事務局として会議の連絡・調整を行う
役割を求められることもあり、特別支援学校での校内体制の整備が必要になる。
また、このようなモデルが機能するためには、それぞれの機関の担当者が連携
を深めながら、自身が所属する機関と他機関の役割と専門性を十分に理解して、
互いに他機関に依存しないで協働するスタンスを持つ必要がある。  
以上、本章では三つの早期支援モデルの作成と検討を行った。これらの三つ
のモデルは地域の専門資源の状況や特別支援学校の体制整備や地域支援を行う
教員の専任の数、特別支援教育コーディネーターの専門性等により、柔軟に機
能していくと考えられる。渥美・後上・笹森ら（ 2008）は、早期発見・早期支
援の重要性から、乳幼児健康診査と健康診査後フォローの充実を挙げ、乳幼児
期に障害の有無を確定するのは困難なことが多いが、継続的な相談やフォロー
グループでの関わりによって、保護者の相談に応じつつ、子どもの状態やその
変化を的確に把握することができると述べている。また、彼らは、発達障害等
の子どもが保育所・幼稚園からつながるシステムとして、市町村の相談支援チ
ーム、特別支援学校の地域支援、療育センター等の専門機関による巡回相談の
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活用を挙げている。加えて、笹森・後上・久保山ら（ 2010）は、特別支援学校
が早期支援に関わることにおいて、地域資源の一つとして、関係機関とのネッ
トワークにより、それぞれの専門性から機能を役割分担することも大切である
と述べている。これらのことから、特別支援学校のセンター的機能が行う早期
支援は、関係機関と連携・協働しながら、健康診査後のフォロー事業や保育所・
幼稚園等への巡回相談に参加する等、特別支援学校が保持する専門性を可能な
範囲で地域に提供することが重要であると考えられる。そしてその結果、地域
の早期からの支援が充実し、特別な支援が必要な子どもができる限り早期から
適切な支援を受けることができるようになれば、特別支援学校のセンター的機
能が地域資源の一つとしてその役割を果たしていると考えられる。  
 
Ⅲ．おわりに  
 本研究では、特別支援学校がそのセンター的機能を活用して行う早期支援に
ついて、全国の特別支援学校への質問紙調査、特別支援学校の特別支援教育コ
ーディネーターへの面接調査、特別支援学校の実際的な取組の検証を行った。
その結果、特別支援学校のセンター的機能を活用した様々な早期支援の取組が
行われていることが明らかになるとともに、特別支援学校を地域資源の一つと
して活用することにより、地域の早期からの支援体制が整備される可能性が示
された。また、特別支援学校と各機関の担当者が連携・協働しながら、各機関
の専門性に合わせた役割分業を行うことで地域の早期支援の質の向上がなされ
ることも示された。そして、これら特別支援学校への調査・取組等の検証を基
に、特別支援学校が保健機関、療育等福祉機関と連携・協働して行う早期から
の支援について、「早期支援モデル」の作成を試みた。  
 松村・大内・笹本（ 2009）は、地域に密着したセンター的機能が期待される
特別支援学校では、発達障害を含む多様な障害に対応する幅広い専門性が求め
られると述べている。特別支援学校のセンター的機能を早期からの支援に有効
に活用するためには、担当者の専門性の向上は不可欠である。また、船木（2009）
は、地域の相談支援機能の充実について、互いに理解し支えるといった専門機
関・専門職の処遇の一貫性の確保が必要であると述べており、後上（ 2010）は、
人的ネットワークを作成・構築し、現在だけでなく、後継者養成も含めたシス
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テムを地域リソースで連携して支援するシステムを作っていくことが必要であ
ると述べている。地域の早期支援を充実させ、支援の質を継続するためには、
特別支援学校の校内の専門性の維持・向上だけではなく、保健・福祉・医療機
関等の担当者が連携を密にしながら地域全体の専門性を継承することも重要で
あると考えられる。今後は、特別支援学校と関係機関が連携した「早期支援モ
デル」による取組を行いながら、それぞれの取組を検証することにより本モデ
ルの有効性と課題を分析・検討し、早期支援モデルのさらなる改善が行われる
ことを期待する。  
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資料 1 
 
 
 
第 2 章 研究Ⅰ 
「全国の特別支援学校の早期支援に
関する質問紙調査」アンケート 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
特別支援学校のセンター的機能としての就学前の子どもへの  
相談・支援等についてのアンケート  
                
１ 該当する番号を○で囲む、もしくは必要な事項を記入ください。  
 
（１）記入いただく方の職名（複数回答可）  
 ① 管理職  ② 特別支援教育コーディネーター  ③ 教務主任  
④  地 域 支 援 に 関 す る 部 （ 地 域 支 援 部 等 ） 主 任  ⑤  そ の 他
（         ） 
 
（２）貴校の学校種別（都道府県・市の管理運営に関する規則等によるもの）  
① 知的障害者  ② 肢体不自由者  ③ 知的障害者又は肢体不自由者   
④  病 弱 者  ⑤  知 的 障 害 者 又 は 病 弱 者  ⑥  そ の 他
（           ）  
 
（３）貴校の設置学部 (複数回答可) 
① 保育相談部  ② 幼稚部 ③ 小学部 ④ 中学部 ⑤ 高等部  
⑥ その他（       ）  
 
（４）貴校の幼児児童生徒数  
① 20 人未満   ②  21～50 人  ③  51～100 人 ④ 101～150 人  
⑤ 151～200 人 ⑥  201～250 人 ⑦ 250 人以上 
 
（５）貴校の教員（常勤）の数  
① 20 人未満  ② 21～40 人 ③ 41～60 人 ④ 61～ 90 人  ⑤ 91
～120 人 ⑥  121～150 人 ⑦ 150 人以上 
 
（６）貴校の支援地域（通学区域等により貴校が地域支援を行う地域）の市町
村の数（例：Ａ市、Ｂ市、Ｃ町あわせて 3 つなど）  
① 1 市町村  ② 2～3 市町村 ③  4～6 市町村 ④ 7～10 市町村  
⑤ 11 市町村以上  
 
（７）貴校の支援地域（通学区域等により貴校が地域支援を行う地域）の人口
規模（例：Ａ市、Ｂ市、Ｃ町あわせて 5 万 5 千人程度など）  
① 3 万人未満  ② 3～5 万人未満 ③ 5～10 万人未満  ④ 10～20 万
人未満 ⑤ 20～30 万人未満 ⑥  30～50 万人未満 ⑦  50 万人以上  
 
（８）地域支援を行っている専任（担任や授業の主指導を持たずに地域支援 [校
内支援の併用を含む ]に専念できる）教員の数  
 ①  0 人  ②  1 人  ③  2 人  ④  3 人  ⑤  4 人  ⑥  5 人以上
（   人）  
 
２  以下の質問に対して、当てはまる項目番号・記号を○でお囲みください。
（複数回答可）  
 
  
 
（１）貴校では、どのような地域支援（就学前に限りません）を行っています
か。 
 
① 地域の本人・保護者・教師等への教育相談・就学相談   
② 学校園所への巡回による相談・支援  
③ 地域向けの研修会の企画・実施  
④ 研修会への講師派遣  
⑤ アセスメントの実施 (授業参観、WISC-Ⅲ・Ⅳ、新版Ｋ式検査実施等 ) 
⑥ 教材・教具の紹介や貸し出し  
⑦ 福祉、医療、労働等の関係機関との連絡・調整  
⑧ 関係機関による連絡協議会等への参加  
⑨ 特別支援教育に関する情報発信 (支援だより、指導事例、用語解説等 ) 
⑩その他 (                            ) 
 
（２）就学前の乳幼児の来校相談（特別支援学校の相談室等にきてもらう）を
行っていますか。  
 
 ① 行っている   ② 行っていない  
 
（３）（２）で「①  行っている」を回答した方にお聞きします。どのような
相談支援をしていますか。（複数回答可）  
   
ア 特別支援学校への就学に関する相談  
イ 保護者への子育て等の教育相談  
ウ 子どもの相談室での様子の観察  
  エ 担任保育士等への助言  
オ 発達検査等の実施・解釈  
  カ 他機関の紹介  
  キ その他（                         ）  
 
（４）貴校の保育所、幼稚園への巡回による相談・支援の状況をお聞かせくだ
さい。  
 
 ① 年間に 30 回以上行っている    ②  年間に 16～29 回行っている  
③ 年間 6～15 回行っている     ④ 行ってはいるが、年間 5 回以下
である ⑤ まったく行っていない  
 
（５）（４）で「①  年間に 30 回以上行っている  ② 年間に 16～ 29 回行って
いる  ③  年間 6～15 回行っている」を回答した方にお聞きします。どの
ような相談支援をしていますか。（複数回答可）  
 
  
 
ア 保育場面での子どもの観察  
イ 担任等への保育等に関する助言  
  ウ 園内委員会での助言  
エ 研究授業等への助言  
  オ 研修会での講師  
  カ 保護者への相談  
キ 発達検査等の実施・解釈  
  ク 特別支援学校への就学に関する相談  
ケ 小学校に入学する子どもの特別支援学級入級等に関する相談  
  コ その他（                         ）  
 
（６）貴校の保育所、幼稚園への巡回による相談・支援を始めた経緯、行っ
ている理由をお聞かせください。  
 
 
 
 
 
（７）（４）で「④  行ってはいるが、年間 5 回以下である   ⑤  まったく行
っていない」を回答した方にお聞きします。理由をお聞かせください。（複
数回答可）  
 
  ア 自校では保育所・幼稚園は支援の対象としていないから  
イ 保育所・幼稚園からの要請がない（少ない）から  
  ウ 他機関（大学、療育センター等）の巡回相談が十分に機能しているか
ら 
エ  幼児のアセスメントをしたり、保育士への助言を行ったりするなど、
就学前の子どもに関する専門性のある職員が校内にいないから  
  オ 小学校・中学校からの支援要請が多く、保育所・幼稚園の支援に行き
にくい現状があるから  
  カ 自校の校内支援の要請が多く、保育所・幼稚園の支援に行きにくい現
状があるから  
  キ 巡回等に出かける旅費がない (少ない )ため、保育所・幼稚園の支援に
行きにくい現状があるから  
ク その他（                           ）  
 
（８）地域の市区町村保健センター等（乳幼児健診等の母子保健業務を行って
いる機関）と連携していますか。  
 
  ① 連携している   ② 連携していない  
 
 
  
 
（９）（８）で「①  連携している」を回答した方にお聞きします。どのよう
な連携をしていますか。（複数回答可）  
 
  ア 校内の幼児児童生徒の予防接種等、健康に関する情報交換  
イ １歳６か月健診、３歳児健診等での子どもの観察や保護者への相談  
ウ 健診で要観察になった子どもの保護者への相談  
  エ 健診で要観察になった子ども対象の親子教室への参加  
オ 発達検査等の実施・解釈  
カ 保健センター主催の保護者研修会や関係者向け研修会等への講師派遣  
  キ その他（                            ） 
 
（10）支援地域に療育機関（療育センター、発達支援事業  等）はありますか。  
 
① ある  ② ない  
 
（ 11）（ 10）で「①  ある」と回答した方にお聞きします。支援地域の療育機
関（療育センター、発達支援事業  等）と連携していますか。  
 
   ① 連携している   ② 連携していない  
（ 12）（ 11）で「①  連携している」を回答した方にお聞きします。どのよう
な連携をしていますか。（複数回答可）  
 
  ア 特別支援学校への就学にあたっての支援計画等の引き継ぎ  
イ 在籍幼児児童生徒の障害の状態や、指導・支援に関する情報交換   
ウ 在籍以外の子どもの障害の状態や、指導・支援に関する情報交換  
エ 療育等への参加協力  
  オ 研修等に関する連携・協力  
カ 運営会議等への参加  
キ その他（                         ） 
 
（13）特別な支援が必要な就学前の子どもための連携会議に参加していますか。 
 
 ① 参加している   ② 参加していない  
 
（ 14）（ 13）で「①  参加している」を回答した方にお聞きします。参加して
いる会議の名称（例：障害者自立支援協議会児童部会）をお書きください。  
 
 
３ 特別支援学校が、特別な支援が必要な子どもの早期支援に関わる意義等に
ついて、自由にご意見をお聞かせ下さい。   
 
 
ありがとうございました  
  
 
資料２ 
 
 
 
第 2 章  
「全国の特別支援学校の早期支援に
関する質問紙調査から特別支援学校
のセンター的機能を活用した早期支
援と関係機関との連携の実態」 
 
 
 
 
 
 
  
 
全国の特別支援学校の早期支援に関する質問紙調査から特別支援学校のセンタ
ー的機能を活用した早期支援と関係機関との連携の実態  
Ⅰ．目的  
本研究では、全国の特別支援学校に調査を行い、特別支援学校での特別支援
教育コーディネーターの配置状況及び支援地域の状況と、特別支援学校が実施
している就学前の子どもに実施している早期支援の実態、保健・福祉機関との
連携状況との関係を明らかにすることを目的とする。  
 
Ⅱ．対象と方法  
１．調査対象  
調査対象は、全国特別支援学実態調査平成 23 年度に記載されている全国特別
支援学校肢体不自由・知的障害・病弱教育校長会所属の都道府県立、市立、区
立特別支援学校の全て (738 校)とした。  
２．調査期間及び調査手続き  
本調査の調査期間は、平成 24 年 7 月下旬～ 8 月下旬であった。  
３．回収数と回収率  
回収数は 503 箇所で、回収率は 68.2％であった。  
４．質問紙調査の内容と整理の仕方  
質問紙は、選択肢 8 項目で構成した。各項目結果については、未記入等を除
く有効回答数に対して分析を行った。支援地域の人口規模の結果については、
10 万人未満、10 万人以上 50 万人未満、50 万人以上の 3 群に分けて分析を行っ
た。地域支援を行っている専任教員の結果について  
は 0 人、1 人、2 人以上の 3 群に分けて分析を行った。保育所・幼稚園への巡回
による相談・支援の結果については 30 回以上、6 回以上 29 回以下、5 回以下の
3 群に分けて分析を行った。各項目の結果についてはクロス集計を行い、χ 2
検定による分析を行った。  
 
Ⅲ．結果  
１．来校相談の状況  
「就学前の乳幼児の来校相談を行っていますか」の問いへの回答結果を、特
  
 
別支援学校が支援を行う地域の人口別に分類し表 1 に示した。  
 
表 1 支援地域の人口別来校相談の状況  
 
 
支援地域の人口が 50 万人以上の特別支援学校は、来校相談を「行っている」
の回答が 63.8％、「行っていない」の回答が 36.2％であり、支援地域の人口が
10 万人未満の特別支援学校、 10 万人以上 50 万人未満の特別支援学校に比較し
て、来校相談を行っている割合が有意に低かった（χ 2=21.62,p<.01 
χ 2=17.34,p<.01）。支援地域の人口が 10 万人未満の特別支援学校と 10 万人以
上 50 万人未満の特別支援学校との比較では、来校相談を行っている割合に差は
見られなかった。  
「就学前の乳幼児の来校相談を行っていますか」の問いへの回答結果を特別
支援学校で地域支援を行っている専任教員数別に分類し表 2 に示した。  
 
表 2 専任教員数別来校相談の状況  
 
 
専任教員が 0 人の特別支援学校は、来校相談を「行っている」の回答が 66.3％、
「行っていない」の回答が 33.7％であり、専任教員 1 人及び専任教員 2 人以上
の特別支援学校と比較して来校相談を行っている割合が有意に低かった
（χ 2=8.29,p<.01 χ 2=4.38,p<.05）。専任教員 1 人の特別支援学校と専任教員
2 人以上の特別支援学校の比較では、来校相談を行っている割合に差は見られ
なかった。  
 
 
行っている 行っていない
10万人未満(n=95) 74(77.9%) 21(22.1%)
10万人以上50万人未満(n=223) 184(82.5%) 39(17.5%)
50万人以上(n=160) 102(63.8%) 58(36.2%)
行っている 行っていない
専任教員0人(n=160) 106(66.3%) 54(33.7%)
専任教員1人(n=159) 128(80.5%) 31(19.5%)
専任教員2人以上(n=175) 134(76.6%) 41(23.4%)
＊＊
＊＊
＊＊:p<.01
＊
＊:p<.05　＊＊:p<.01
＊＊
  
 
2．保育所・幼稚園への巡回による相談・支援の状況  
「貴校の保育所・幼稚園への巡回による相談・支援の状況をお聞かせくださ
い」の問いへの回答結果を、特別支援学校が支援を行う地域の人口別に分類し
表 3 に示した。  
 
表 3 支援地域の人口別保育所・幼稚園への巡回相談の状況  
 
 
支援地域の人口が 50 万人以上では、巡回相談の年間回数が 5 回以下の特別支
援学校が 79.2％あり、支援地域の人口が 10 万人以上 50 万人未満、10 万人未満
の特別支援学校と比較して、巡回相談の回数が有意に少なかった
（χ 2=46.23,p<.01 χ 2=35.56,p<.01）。支援地域の人口が 10 万人未満と 10 万
人以上 50 万人未満の特別支援学校では、巡回相談の回数に差はなかった。  
「貴校の保育所・幼稚園への巡回による相談・支援の状況をお聞かせくださ
い」の問いへの回答結果を、専任教員数別に分類し表 4 に示した。  
 
表 4 専任教員数別保育所・幼稚園へ巡回相談の状況  
 
 
専任教員 2 人以上の特別支援学校の 20.8％が年間 30 回以上、 33.5%が年間 6
回から 29 回の巡回相談を行っており、専任教員 0 人及び 1 人の特別支援学校と
比較して、巡回相談の年間回数が有意に多かった（χ 2=25.72,p<.01 
χ 2=9.49,p<.01）。また、専任教員 0 人の特別支援学校は、71.2％が巡回相談年
間 5 回以下で 30 回以上の実施が 6.3％であり、専任教員 1 人の特別支援学校と
比較して有意に少なかった（χ 2=7.95,P<.05）。  
 
30回以上 6～29回 5回以下
10万人未満(n=95) 20(21.3%) 31(33.0%) 43(45.7%)
10万人以上50万人未満(n=105) 33(14.2%) 94(40.5%) 105(45.3%)
50万人以上(n=126) 5(3.2%) 28(17.6%) 126(79.2%)
30回以上 6～29回 5回以下
専任教員0人(n=160) 10(6.3%) 36(22.5%) 114(71.2%)
専任教員1人(n=157) 14(8.9%) 55(35.0%) 88(56.1%)
専任教員2人以上(n=173) 36(20.8%) 58(33.5%) 79(45.7%)
＊＊:p<.01
＊＊
＊＊
＊:p<.05　＊＊:p<.01
＊
＊＊
＊＊
  
 
3．市区町村保健センターとの連携の状況  
「地域の市区町村保健センターと連携していますか」の問いへの回答結果を
特別支援学校が支援を行う地域の人口別に分類し表 5 に示した。  
 
表 5 支援地域の人口別市区町村保健センターとの連携の状況  
 
 
支援地域の人口が 50 万人以上の特別支援学校は、市区町村保健センターと
「連携している」の回答が 30.1％、「連携していない」の回答が 69.9%であり、
支援地域の人口が 10 万人未満と 10 万人以上 50 万人未満の特別支援学校に比較
して、連携している割合が有意に低かった（χ 2=31.41,p<.01 
χ 2=22.04,p<.01）。また、支援地域の人口が 10 万人未満の特別支援学校は、
66.3％が「連携している」に回答しており、 10 万人以上 50 万人未満の特別支
援学校に比較して連携している割合が高い傾向が見られた（χ 2=3.74,p<.10）。 
「地域の市区町村保健センターと連携していますか」の問いへの回答結果を
特別支援学校内の地域支援を行っている専任教員数別に分類し表 6 に示した。  
 
表 6 専任教員数別市区町村保健センターとの連携の状況  
 
 
専任教員が 0 人の特別支援学校は、市区町村保健センターと「連携している」
の回答が 38.9％、「連携していない」の回答が 61.1％であり、専任教員 1 人及
び専任教員 2 人以上の特別支援学校と比較して市区町村保健センターと連携し
ている割合が有意に低かった。（χ 2=6.49, 
p<.01 χ 2=8.53,p<.01）。専任教員 1 人と専任教員 2 人以上の特別支援学校間
では、連携している割合に差はなかった。  
連携している 連携していない
10万人未満(n=95) 63(66.3%) 32(33.7%)
10万人以上50万人未満(n=218) 119(54.6%) 99(45.4%)
50万人以上(n=156) 47(30.1%) 109(69.9%)
連携している 連携していない
専任教員0人(n=157) 61(38.9%) 96(61.1%)
専任教員1人(n=156) 83(53.2%) 73(46.8%)
専任教員2人以上(n=171) 94(55.0%) 77(45.0%)
＊＊:p<.01
＊＊
＊＊
＊＊:p<.01
＊＊＊＊
  
 
 
4．療育機関との連携の状況  
「貴校の支援地域に療育機関はありますか」の問いに対して、「ある」と回
答した特別支援学校は 436（86.7％）で「ない」と回答した特別支援学校は 54
校（10.7％）であった。  
「ある」と回答した特別支援学校に「支援地域の療育機関と連携しています
か」の問いを行い、その回答結果を、特別支援学校が支援を行う地域の人口別
に分類し表 7 に示した。  
 
表 7 支援地域の人口別療育機関との連携の状況  
 
 
支援地域の人口が 50 万人以上、10 万人以上 50 万人未満、10 万人未満の特別
支援学校の 3 群間の回答割合に有意な差はなかった。  
「ある」と回答した特別支援学校に「支援地域の療育機関と連携しています
か」の問いを行い、その回答結果を、専任教員数別に分類し表 8 に示した。  
 
表 8 専任教員数別療育機関との連携の状況  
 
 
専任教員 2 人以上の特別支援学校は「連携している」の回答が 92.2％あり、
専任教員 0 人(81.8％)の特別支援学校と比較して、療育機関と連携を行ってい
る割合が有意に高かった（χ 2=6.97,p<.01）。専任教員 0 人と専任教員 1 人、専
任教員 1 人と専任教員 2 人以上の特別支援学校間には、療育機関と連携を行っ
ている割合に差はなかった。  
 
連携している 連携していない
10万人未満(n=72) 65(90.3%) 7(9.7%)
10万人以上50万人未満(n=198) 170(85.9%) 28(14.1%)
50万人以上(n=148) 129(87.2%) 19(12.8%)
連携している 連携していない
専任教員0人(n=132) 108(81.8%) 24(18.2%)
専任教員1人(n=144) 125(86.8%) 19(13.2%)
専任教員2人以上n=154) 142(92.2%) 12(7.8%)
＊＊:p<.01
＊＊
  
 
5．連携会議への参加の状況  
「特別な支援が必要な就学前の子どもための連携会議に参加していますか」
の問いへの回答結果を、特別支援学校が支援を行う地域の人口別に分類し表 9
に示した。  
 
表 10 支援地域の人口別連携会議への参加の状況  
 
 
支援地域の人口が 10 万人未満の特別支援学校は「参加している」の回答が
66.0％あり、支援地域の人口が 10 万人以上 50 万人未満と 50 万人以上の特別支
援学校に比較して、連携会議に参加している割合が有意に高かった
（χ 2=5.61,p<.05 χ 2=13.13,p<.01）。また、支援地域の人口が 50 万人以上の
特別支援学校は「参加していない」の割合が 57.7％あり、10 万人以上 50 万人
未満の特別支援学校と比較して連携会議に参加している割合に低い傾向が見ら
れた（χ 2=2.99,p<.10）。  
「特別な支援が必要な就学前の子どもための連携会議に参加していますか」
の問いへの回答結果を、専任教員数別に分類し表 10 に示した。  
 
表 10 専任教員数別連携会議への参加の状況  
 
 
専任教員 0 人の特別支援学校は「参加している」の回答が 42.6％、「参加し
ていない」の回答が 57.4％であり、専任教員 1 人及び 2 人以上の特別支援学校
と比較して、連携会議に参加している割合が有意に低かった（χ 2=5.18,p<.05 
χ 2=5.73,p<.05）。専任教員 1 人の特別支援学校と専任教員 2 人以上の特別支援
学校の連携会議参加の割合に差はなかった。  
参加している 参加していない
10万人未満(n=94) 62(66.0%) 32(34.0%)
10万人以上50万人未満(n=214) 110(51.4%) 104(48.6%)
50万人以上(n=156) 66(42.3%) 90(57.7%)
参加している 参加していない
専任教員0人(n=155) 66(42.6%) 89(57.4%)
専任教員1人(n=153) 85(55.6%) 68(44.4%)
専任教員2人以上(n=170) 95(55.9%) 75(44.1%)
＊:p<.05　＊＊:p<.01
＊＊
＊
＊:p<.05　＊＊:p<.01
＊ ＊
  
 
 
Ⅳ．考察  
１．支援地域の人口による特別支援学校のセンター的機能の実施状況  
本調査結果から、支援地域が 50 万人以上の特別支援学校は、来校による相談
及び保育所・幼稚園等への巡回相談ともに 50 万人未満の特別支援学校 2 群と比
較して少なかった。また、市区町村保健センターと連携を行っているのは
30.1％、就学前の子どものための連携会議への参加しているのが 42.3％であり
少なかった。一方、療育機関との連携については 87.2％が行っており、支援地
域が 50 万人未満の特別支援学校 2 群と比較して差がなかった。療育機関との連
携の割合が 3 群ともに 85％を超えて高く 3 群間に有意な差がなかったことは、
多くの特別支援学校では、在籍児童生徒に関するケース会議や情報交換会など、
療育機関との連携がすでにできているためであると推測できる。これらのこと
から、支援地域の人口が 50 万人以上の特別支援学校では、在籍している児童生
徒への支援やそのための連携については、支援地域が 50 万人未満の特別支援学
校と比較しても同様に行っているが、自校以外の就学前の子どもへの支援やそ
のための関係機関との連携については、行っている割合が低いことが明らかに
なった。この理由として、大都市等人口の多い地域には、発達支援センターや
大学の臨床発達センター等、特別支援学校以外に早期からの相談支援を行うこ
とができる既存の専門機関があることが推測される。そのため、来所相談を実
施している機関がいくつか存在していたり、保育所・幼稚園への巡回相談を行
う専門家チームの一員となる発達障害等の専門家が様々な機関に所属していた
りするため、特別支援学校のセンター的機能に対して、地域のニーズが高くな
いと推測される。このことにより、特別支援学校内でセンター的機能を発揮す
るための体制整備が進みにくいのではないかと考えられる。一方、支援地域が
10 万人未満の特別支援学校は、市区町村保健センターと連携している割合や就
学前の子どものための連携会議への参加の割合が高かった。この理由として、
人口の少ない地域は専門機関の数が少なく、特別支援学校が相談支援に対応で
きる貴重な資源の一つとして位置づけられているため、地域のニーズが高く、
専門家チームへの参加や連携会議への出席も求められることが多いことから、
保健・福祉等の機関との連携が深まりやすいことが推測される。  
  
 
これらのことから、特別支援学校が配置されている地域の状況により、特別
支援学校の地域支援に対するニーズが異なり、そのニーズの大きさが特別支援
学校の体制整備や地域の就学前の子どもへの相談支援の実施回数や関係機関と
の連携の状況に密接に関係しているのではないかと推測される。  
 
２．専任教員数による特別支援学校のセンター的機能の実施状況  
本調査結果から、専任教員数が 0 人の特別支援学校は来校相談を行っている
割合が低く、保育所・幼稚園への巡回による相談の年間回数も少なかった。ま
た、市区町村保健センターとの連携及び連携会議への参加の割合についても低
かった。これらの理由として、専任教員 0 人の特別支援学校では、特別支援教
育コーディネーターが担任業務を行ったり教科担当の授業等を行ったりしてい
るため、在籍児童生徒が登校している時間帯に来校相談や巡回相談等の地域支
援を行うことが制限されていることが推測される。そのため、特別支援学校が
地域のニーズに対応し、特別支援教育のセンターとしての役割を果たすために
は、特別支援教育コーディネーター等地域支援を行う専任教員を配置すること
が必要であると考えられる。文部科学省中央教育審議会の報告 (2012)では、今
後の特別支援学校は、域内の教育資源の組合せ（スクールクラスター）の中で
コーディネーター機能を発揮し、通級による指導など発達障害をはじめとする
障害のある児童生徒等への指導・支援機能を拡充するなど、インクルーシブ教
育システムの中で重要な役割を果たすことが求められており、センター的機能
の一層の充実を図る必要があると述べられている。このことからも、特別支援
学校がそのセンター的機能を充実することが必要であり、そのためには中心的
な役割を持つ特別支援教育コーディネーターの校内での適切な配置及び運用が
求められる。  
「特別支援教育の推進について (通知)」が平成 19 年 4 月に出され、地域にお
ける特別支援教育のセンター的機能の取組とコーディネーターの指名が明確に
されるとともに、特別支援学校での校内体制の整備が進められ、全ての特別支
援学校で特別支援教育コーディネーターが配置されることとなった。特別支援
教育コーディネーターについて、赤塚・大石（ 2013）は全国に配置され地域に
根差した活動を展開している特別支援学校のコーディネーターの役割・機能は
  
 
重要だと考えられ、コーディネーターが地域で機能するには、明確な目標設定
の下で子ども家庭支援センター等と協働しながら積極な地域参画・地域参入を
達成しなければならないと述べている。一方、谷沢・横山（ 2010）は、特別支
援学校のコーディネーターに行った調査結果から、地域支援を行う特別支援学
校のコーディネーターは周りの教員に相談することができず、 1 人で問題を抱
え込んだり責任を背負い込んだりしていることがうかがえると指摘している。
これらのコーディネーターの役割の重要性とコーディネーターという立場が抱
える問題から、特別支援学校においては、地域支援を行う専任のコーディネー
ターを複数配置することが考えられる。本調査結果では、専任教員 2 名以上の
特別支援学校は、保育所・幼稚園への巡回による相談を年間 30 回以上行ってい
るが 20.8％、年間 6～ 29 回行っているが 33.5％あり、専任教員 1 名の特別支援
学校と比較して多かった。このことは、保育所・幼稚園への巡回相談を一定回
数以上実施するためには複数の専任教員が必要であることを示唆している。原
口・野呂・神山（ 2013）は、保育所対象に行った調査結果から、保育所の 8～9
割以上で定期的な巡回相談が実施されていたが、約 5～6 割の保育所が年間 1～
3 回程度の実施であり、半数以上の保育所が十分な実施機会を与えられていな
いと述べ、地域における保育所・幼稚園の巡回相談はまだニーズに十分対応で
きていないことを指摘している。本調査結果で専任教員 2 名以上の特別支援学
校の半数以上が年回 6 回以上の巡回相談を行っていたことから、巡回相談を充
実させるためには、特別支援学校の専任教員を複数配置することも効果的な方
策の一つであることが推測される。井坂・佐々木・池谷（ 2012）が行った特別
支援学校の特別支援教育コーディネーターの必要な専任数の調査結果では、支
援部等の校内独立組織に専任が配置されている特別支援学校では 3 名前後、専
任が配置されていない特別支援学校では 2 名前後であった。彼らは、この調査
結果が現状の特別支援学校がセンター的機能を実施していく上で必要な教員数
ではないかと述べている。一方、安藤・池田・甲賀・大木（ 2013）が全国の肢
体不自由特別支援学校に行った調査では、地域支援担当者の半数以上が通常の
業務を担当しながら地域支援を行っており、約 8 割の学校が地域支援実施上の
困難な点として「校内の人的資源の制約」「時間の制約」を挙げていた。そして、
本調査結果では、特別支援学校で特別支援教育コーディネーター等地域支援を
  
 
行う専任教員が 0 人の特別支援学校が有効回答数の 30％以上存在し、それらの
特別支援学校では、専任教員を配置している特別支援学校と比較してセンター
的機能の実施状況が不十分であることが明らかになった。これらのことから、
特別支援学校のセンター的機能を推進するためには特別支援教育コーディネー
ター等人的な整備が必要であり、国や都道府県レベルの一層の対策が求められ
る。 
 
３．まとめ  
本研究では、全国の特別支援学校に調査を行い、支援地域の人口、特別支援
学校での専任教員数と来校および巡回による相談の状況、保健・療育機関との
連携の状況等を比較することにより、支援地域の状況における特別支援学校の
センター的機能の在り方、特別支援学校の体制整備の在り方について考察を行
った。その結果、支援地域の人口規模が多い特別支援学校では地域のニーズが
それほど大きくなく、そのため、地域の就学前の特別な支援が必要な子どもた
ちへの支援を行っている割合が低いことが明らかになった。また、特別支援教
育コーディネーター等地域支援を行う専任教員が 0人の特別支援学校が地域の
支援や機関との連携が進んでおらず、複数の専任が配置されている特別支援学
校が進んでいることが明らかになった。そして、特別支援学校が地域の特別支
援教育のセンターとして役割を果たしていくためには地域の実情に照らしなが
らそのニーズを把握するとともに、人的整備も含めた校内の支援体制の整備を
図る必要があることが示唆された。しかし、本調査結果からの考察には限界が
あり、特別支援学校が抱える課題の一部を明らかにしたものに過ぎないと考え
られる。そのため、今後は特別支援学校の特別支援教育コーディネーターへの
面接調査等により、特別支援学校の整備状況とセンター的機能の効果・課題に
関するより詳細な調査等を行う必要がある。  
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第三章 研究Ⅲ 
「兵庫県立赤穂特別支援学校が実施
した保育所・幼稚園・小中学校等への
コンサルテーションの効果」アンケー
ト 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
学校園への相談・支援についてのアンケート  
                
                   兵庫県立赤穂特別支援学校  
 
※  平成 22 年度に本校支援部（ふらっと・あいルーム）のコンサル
テーション（相談・支援）を実際に受けられた方がご記入ください。  
※  該当するものに○もしくはご記入ください。  
 
☆性別  
 １．男性    ２．女性  
☆職名  
 １．管理職  2．コーディネーター  ３．学級担任  ４．学年主任  
５．養護教諭   
６．その他（           ）  
☆教職年数  
 １．3 年未満  ２．3 年以上 5 年未満  ３．5 年以上 10 年未満   
４．10 年以上 15 年未満  ５．15 年以上  
☆所属校種  
 １．保育所  ２．幼稚園  ３．小学校  ４．中学校  ５．高等学校  
 ６．その他（              ）７．特別支援学校  
☆相談内容（複数回答可）  
 １．子どもの発達等実態把握についての相談  
 ２．子どもの障害についての情報  
３．子どもの行動についての相談  
 ４．支援を必要とする子どもの教材等授業づくりについての支援  
 ５．個別の教育支援計画、個別の指導計画作成についての相談  
 ６．校内支援体制の構築についての助言  
 ７．保護者対応についての助言  
 ８．その他（                          ） 
☆あなた（貴校園）の受けた相談回数  
 １．1 回のみ  ２．2～3 回  ３．月 1 回  ４．学期ごと   
４ ． 定 期 的 （       か 月 ）  ５ ． そ の 他
（             ）  
☆あなた（貴校園）の受けた相談方法（複数回答可）  
 １．特別支援学校（あいルーム）で   ２．自校園に来てもらって    
３．メールを使って   ４．電話で   ５．その他（         ） 
  
 
○  子どもの現在の発達等の状態を理解することができましたか。  
１．大いに理解できた      ２．少し理解できた   
３．あまり理解できなかった   ４．まったく理解できなかった  
○  気になる子どもの行動等、課題の背景にある事項や行動等の原因
など情報を  
得ることができ子どものことがよく理解できましたか。  
１．大いに理解できた      ２．少し理解できた   
３．あまり理解できなかった   ４．まったく理解できなかった  
○  子どもの状態を校内委員会や職員会議等で話し合うなどして、教
師間の共通理解や情報共有ができましたか。  
１．大いにできた        ２．少しはできた   
３．あまりできなかった     ４．まったくできなかった  
○  管理職やコーディネーター、他の教師への協力依頼等、校内支援
体制を整えることに役立ちましたか。  
１．大いに役立った        ２．少しは役立った   
３．あまり役立たなかった     ４．まったく役立たなかった  
○  個別の指導計画や個別の支援計画を作成に活用することができま
したか。  
１．大いに活用できた      ２．少し活用できた   
３．あまり活用できなかった   ４．まったく活用できなかった  
○  子どものことを理解することで子どもへの関わりかたが変わりま
したか。  
１．大いに変わった       ２．少し変わった   
３．あまり変わらなかった    ４．まったく変わっていない  
○  相談を受けて子どもへの発問や教材の活用等日々の授業に活用で
きましたか。  
１．大いに活用できた      ２．少し活用できた   
３．あまり活用できなかった   ４．まったく活用できなかった  
○  子どもへの教材や指導方法を工夫したことで、授業時間内での子
どもの  
気になる学習課題や行動を改善することが出来ましたか。  
１． 大いに変わった      ２．少し変わった   
３．あまり変わらなかった    ４．まったく変わっていない  
○  学校生活での支援を実施したことで友達関係や業間や昼休みの様
子、給食時間等での行動等を改善することが出来ましたか。  
１．大いに改善した       ２．少し改善した   
  
 
３．あまり改善しなかった    ４．まったく改善しなかった  
○  保護者の思いを考える視点等を聞き、保護者と協働して子どもの
教育を進めることができましたか。  
１．大いに進めることができた      ２．少し進める事がで
きた   
３．あまり進めることができなかった   ４．まったく進まなか
った  
○  保護者への支援を行ったことで、保護者にゆとりができ、親子関
係や家庭での生活に変化が出てきましたか。  
１．大いに変わった       ２．少し変わった   
３．あまり変わらなかった    ４．まったく変わっていない  
 
★ 本校の相談・支援に期待していたものは何ですか  
 
 
 
 
★ 本校の今後の相談・支援に何を期待されますか。  
 
 
 
 
 
★ 今年度の相談・支援でクラスにいる他の気になる子どもの支援に
役立つことはありましたか。それはどんなことでしょうか。  
 
 
 
 
 
                 ご協力ありがとうございました  
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第三章 研究Ⅳ 
「兵庫県立赤穂特別支援学校が作成
した子ども・保護者・学校等への支援
ツール「サポートプラン」の効果」ア
ンケート 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
平成 21 年度  サポートプランについてのアンケート  
                   兵庫県立赤穂特別支援学校  
※ 校種を○でお囲み下さい。  
  ① 保育所   ② 幼稚園  ③ 小学校  ④ 中学校   ⑤ 
高等学校 
※ アンケートを記入された方を○でお囲み下さい。  
  ①  管理職  ②  特別支援教育コーディネーター  ③  その他
（       ） 
※ 以下の質問に対して、当てはまる項目番号（ 1～4）を○でお囲み
ください。 
１ サポートプランを平成 21 年度に提供させていただいた学校園に
お聞きします。サポートプランはどのように役立ちましたか。  
 
 
 
 
 
① 子どもの実態把握に役立ったか  
② 子どもへの関わり方に役立ったか  
③ 保育や授業づくりに役立ったか  
④ 教材作りに役立ったか  
⑤ 個別の指導計画や支援計画作成に役立ったか 
⑥ 職員間の共通理解に役立ったか  
⑦ 学校園内の支援体制づくりに役立ったか 
⑧ 職員の心理面での支えになったか  
⑨ 保護者との連携に役立ったか  
 
その他（自由にお書き下さい）  
 
 
２ サポートプランへの今後の希望や意見をお聞かせ下さい。  
 
 
ご協力  ありがとうございました。  
そう思 う  
どちらか
といえば
そう思 う  
どちらか
といえば
そう思
わない  
そう思
わない  
４ ３ ２ １ 
４ ３ ２ １ 
４ ３ ２ １ 
４ ３ ２ １ 
４ ３ ２ １ 
４ ３ ２ １ 
４ ３ ２ １ 
４ ３ ２ １ 
４ ３ ２ １ 
  
 
平成 22 年度  サポートプランについてのアンケート  
                    兵庫県立赤穂特別支援学校  
 
※  平成 22 年度にサポートプランの提供を受けた学校園のみご回答ください。 
※  該当するものに○もしくはご記入ください。  
 
☆所属校種  
 １．保育所  ２．幼稚園  ３．小学校  ４．中学校  ５．高等学校  
☆職名  
 １．管理職  2．コーディネーター  ３．学級担任  ４．学年主任   
５．養護教諭  ６．その他（           ）  
 
○  サポートプランは子どもの実態に合っていましたか。    
１．とても合っていた      ２．合っていた   
３．あまり合っていなかった   ４．まったく合っていなかった  
○  集団活動の中で使いやすかったですか。  
１．とても使いやすかった     ２．使いやすかった   
３．あまり使いやすくなかった   ４．使いにくかった  
○  支援方法が具体的でしたか。  
１．とても具体的だった      ２．具体的だった   
３．あまり具体的ではなかった   ４．具体的ではなかった  
○  サポートプランの支援を活用することで子どもが変容しましたか。   
１．とても変わった       ２．変わった   
３．あまり変わらなかった    ４．まったく変わらなかった  
○  サポートプランをもとに保護者と話し合われましたか。  
１．定期的に話し合いの場を持っている  ２．数回話し合ったことがある  
３．ほとんど話し合ったことがない    ４．まったく考えていない  
 ○  サポートプランを校内委員会や職員研修で資料等に活用されたことがありますか。  
   １．大いに活用している       ２．ときどき活用している    
３．ほとんど活用したことがない   ４．まったく活用したことがない  
○  サポートプランを、あなたが使いやすいように改良されたことがありますか。 
   １．改良して使ったことがある    ２．すこし改良して使っている  
   ３．改良の方法かわからなかった   ４．改良しようとは考えなかった  
 ○  サポートプランを参考に、他に支援を必要とする子どものプランを作られ
たことがありますか。  
   １．いつも作成しようとしている    ２．作成したことがある  
   ３．作成しようとしたが出来なかった  ４．作成しようと考えたことはない 
ご協力ありがとうございました  
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第３章 研究Ⅵ 
「兵庫県立赤穂特別支援学校と保
健・福祉機関が作成したサポートファ
イルの効果」アンケート 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
サポートファイルの活用状況等について（アンケート）  
 
赤穂市早期支援に係る連絡会   
 
※ 校種を○でお囲み下さい。  
  ① 保育所  ②  幼稚園  ③ 小学校  ④ 中学校   
※ アンケートを記入された方を○でお囲み下さい。  
  ①  管 理 職  ②  特 別 支 援 教 育 コ ー デ ィ ネ ー タ ー  ③  そ の 他
（       ）  
※ 以下の質問に対して、当てはまる項目番号を○でお囲み、必要な事項をお
書きください。  
※ 人数についてはわかる範囲の数でかまいませんのでご記入ください。  
 
１ サポートファイルの活用状況についてお聞きします。  
（１）あなたの学校園所で、サポートファイルを持っている保護者はいますか？  
  ① いる  （人数がわかれば教えてください      人  ）  
② いない  
③ 把握していない  
 
（２）あなたの学校園所では、保護者からの相談や提示（情報提供）など、サ
ポートファイルを実際に利用していますか？  
① よく利用している     ② 利用している   
③ あまり利用していない   ④ 利用していない  
 
※ （２）の問いに、①、②に○を付けたと答えた方におたずねします  
→ 利用してよかったところはどこですか（複数回答可）  
① 子どもの発達等の状況が詳しくわかった。   
② 項目別に記載されているので、必要な情報をすぐに知ることができた。 
③ 幼少期から受けてきた支援について、段階的に知ることができた。  
④ 学校園所での指導・支援について、具体的に役立つ情報があった。  
⑤ こだわりやパニック等指導・支援の難しい事柄について、具体的な対
応の参考になった。  
⑥ 関係機関からの情報が入りやすくなった。  
⑦ 保護者と子どもについて話し合いがしやすくなった。  
⑧ 保護者からの提供（複写）により、資料として残しておけた。  
⑨ 幼少期からの支援計画等（保護者によりファイルにとじている）を見
ることができ、支援の参考になった。   
⑩ その他（具体的にお書きください）  
 
  
 
 
 
 
 
  ※ （２）の問いに、③、④に○をつけた方におたずねします  
  → 利用しにくかったところはどこですか（複数回答可）。  
① 保護者も学校園所も、ファイルのことについて充分知る機会がなかった。
② ファイルをもっている保護者の把握ができなかった。  
③ 支援が必要な子どもでファイルを持っていない保護者がいた。  
④ ファイルについて、保護者からの相談や提示がなかった。  
⑤ 保護者にファイルをいつ提示してもらえばいいのかわからなかった。  
⑥ 保護者によってファイルの記載状況が違っていた。  
⑦ ファイルの利用の仕方が分からなかった。  
⑧ つづられている資料（個別の教育支援計画など）が保護者によって異なった。  
⑨ ページ数（内容量）が多く、利用しにくかった。  
⑩ 知りたい情報のページに記載がなかった。  
⑪ 学校園所で支援をするうえで必要でない情報が多かった。  
⑫ その他（具体的にお書きください）。  
 
 
 
 
２ サポートファイルを普及し活用してもらうために今後必要と思われるこ  
とについてお聞かせ下さい（複数回答可）。  
  ① 保護者への書き方講習会の実施  
  ② 教員等への説明会の実施  
  ③ 市民向け説明会の実施  
  ④ 医療等関係機関向けのリーフレットの作成・配布  
  ⑤ サポートファイルについての相談窓口の設置  
  ⑥ 園や学校でのサポートファイルの記入を支援する担当者の指名  
  ⑦ 園や学校への巡回による書き方等の相談の実施  
  ⑧ 広報等による理解・啓発  
  ⑨ その他（                            ） 
３ その他サポートファイルについてのご意見をお聞かせ下さい。  
 
 
 
ご協力  ありがとうございました。  
